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はじめに
南太平洋に位置する豊かな自然に恵まれた島国・ニュージーランドは，先住民族マオ
リの固有の自然観，自然哲学をも取り入れた，ユニークな環境政策を推し進める環境立
国であり，環境先進国である。なかでも，オークランド大学は環境問題研究の国内外の
拠点のひとつをなしている。そしてその研究の重要な一翼を担い，そこで得られた最新
の研究成果によって国際学会に大きな貢献をなしている，オークランド大学法学部のデ
ヴィッド・グリンリントン教授 (DavidGrinlinton ; 以下，「グリンリントン」とする）
が， 2013年9月23日から12月4日まで，関西大学招聘研究員（法学部，受け入れ責任
者・角田猛之）として関西大学に滞在された。
その間に，角田との共同研究とともに，さまざまな講義や講演，セミナーでの発表，
また関西大学法学部，法科大学院のスタッフとの研究交流一ー とりわけ，環境法思想・
法哲学を専門のひとつとする竹下賢，同じく環境を含む人権に関する法思想を専門のひ
とつとする市原靖久一ーや，角田が担当する法社会学のゼミ生との交流，等々の活動に
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も従事された。そこで本稿では，「デヴィッド・グリンリントン「進化，適応と創造
—変動する世界での自然資源に対する所有権」 (Evolution, Adaptation, and 
Invention: Property Rights in Natural Resources in a Changing World)翻訳と講義・講
演資料，およびオークランド大学ロースクールの紹介」というタイトルの下で，以下の
内容にてグリンリントン招聘にかかわるさまざまな事柄に関する資料として編集した＊＊。
(1) 角田との研究交流の成果の一端として，グリンリントンが共編者として編集した
Property Rights and Sustainability The Evolution of Property Rights to Meet 
Ecological Challenges所収の，同教授の Evolution,Adaptation, and Invention : 
Property Rights in Natural Resources in a Changing World論文の翻訳 (1-1) ; 
(2) 法学研究所にて2013年 11 月 28 日に開催（法学部・法学研究所共催• 第113回特別
研究会「ニュージーランドの環境法ー一持：続可能性と国内法，政策との融合」）さ
れた，環境に関するセミナー報告 "EnvironmentalLaw in New Zealand: 
Integrating'Sustainability'into Domestic Law and Policy'のパワーポイント資料
(1 -2 -1), および同報告へのマオリ専門の人類学者の深山直子のコメント 'Maori
and RMA1991 (Resource Management Act)'のパワーポイント資料 (1-2 -2) (こ
のセミナーはすべて英語にておこない，通訳はつけていない）；
(3) 角田が担当する「比較法文化学」講義の振り替え (2013年10月25日）での，法学
部学術講演会・講演 'LegalEducation in New Zealand'のパワーポイント資料（通
訳・角田） (2 -1) ; 
(4) 角田が担当する法社会学ゼミ 1でのゼミ生向けの，ニュージーランドの法と社会
に関するミニ講演 'NewZealand Law and Society'のパワーポイント資料（通訳・
角田） (2 -2) ; 
(5)'2013 Undergraduate Handbook'(The University of Auckland, Faculty of Law) 
の抄訳によるオークランド大学ロースクールの紹介 (3-1から 3-4)および，
LLBの選択科目で，ムスラキス教授が担当する刑事学講義 (Criminology) におい
て，教授の依頼で2012年5月28日， 30日に角田がおこなった特別講義 'Yakuzaor 
Boryoku-dan : Organized Crime in Japan'のパワーポイント資料 (3-5) 
(6) グリンリントンの経歴と主要業績（英文 CV) (4 -1, 4 -2) 
＊＊：この資料は，角田が受け入れ責任者としてこれまでに招聘したヌリ・ユルデゥセ
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フ教授（中東工科大学， 2009年6月17日から 8月17日）およびジョージ・ムスラキ
ス教授（オークランド大学， 2010年11月20日から2011年2月19日）と角田とのあい
だでおこなった，関西大学での共同研究に関する資料として刊行したつぎのふたっ
の資料に続くものである。すなわち，「トルコとヨーロッパの交流ー一相互の巧み
な処遇・交流の歴史」 (AhmetNuri Yurdusev "Turkey's Engagement with 
Europe : A History of Mutual Management") -—翻訳と紹介」（『関西大学法学論
集』第60巻第4号 (2010年11月）），および「ジョージ・ムスラキス「ニュージーラ
ンドにおける修復的司法＿ 理論的基礎と実践的な意味」および「ニュージーラン
ドにおける法学教育」；翻訳と紹介」（『関西大学法学論集』第61巻第 2号 (2011年
7月））である。
1. 「進化，適応と創造」論文の翻訳と環境に関するセミナー報告
"Environmental Law in New Zealand: Integrating'Sustainability' 
into Domestic Law and Policy"のパワーポイント資料
I -I 「進化，適応と創造」論文の翻訳
「所有権」 ('propertyright') と「持続可能性」 ('sustainability')の概念は，本来，相
互に緊張関係にあるものとしばしば考えられている。最近まで，法学関係の会議や大学
などでの講義，あるいは法実務分野において，同一タイトルのなかで両者の話題を共に
見出すことはまれであった。このような状況はある意味でつぎのような事情を反映して
いる。すなわち，環境法や持続可能性にかかわる法は比較的新しく，発展途上の分野で
あるのに対して，ロースクールは（所有権やエクイティ，契約などといった）伝統的で
厳密な概念に固執している，という事情である。それはまた法律学における伝統的な専
門分化のあり方をも反映している。
より 一般的なレベルでみれば，所有権に関する社会の見方は二極分解している，とい
うことである。すなわち一方の極では，所有権は神聖であって，持続可能性の原理を実
現するならば，確立した秩序したがって経済発展にとって脅威である，と主張されてい
る。それに対して，法システムの内部において私的所有権 (privateproperty right) を
優先的地位に引き上げることと，生態学的な統合 (ecologicalintegrity) および地球上
の生き物の生存維持を実現することとは，本質的に両立しえないという信念がこのよう
な主張と真っ向から対立している。
もちろんこれらの両極に対する中間的見解もある。環境にかかわる争いの大半は，土
地と資源に対する所有権行使に関するものである。そして，土地などの所有権と他の財
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産権所有者の権利とは両立しなければならないということ，そしてまた環境全般の保護
と持続可能な管理 (management)が有する公共の利益とも両立しなければならないと
いうことは多くの場合認められている。
本書 [DavidGrnlinton and Prue Taylor, ed, Property Rights and Sustainability The 
Evolution of Prope11;y Rights to Meet &ological Challenges, Martinus Nijhoff Publishers, 
2011]のテーマは，所有権と環境の持続可能性とのあいだの複雑な相互関係を反映して
いる。また本章のタイトルはコモンローが有するダイナミックな性質を反映している。
法的なルールや原理は固定されるものではなく，むしろ新たな課題や変動する環境に適
合するように発展し，改良できるものでなければならない。
もちろん今日多くの課題が存在する。世界は近年つぎのような大規模な経済危機を経
験した。すなわち長期的成功の保障もなく，地球規模で膨大な経済的資源を呻吟する経
済を立て直すためにつぎ込んだのである。地域的な争いや地球規模の争いは莫大な資源
を消費し，広範囲にわたる人的被害と経済的不安定を引き起こす。地球上の人口は，土
地や資源，食糧および水などに対する未曾有の需要を伴いつつ急速に増加している。ま
すますエネルギー需要が増大することで，減少傾向にある燃料供給を求めて，多くの場
合遠隔地ゆえにアクセスできずまた生態学上毀損されやすいエリアでの探索と開発を推
し進めている。そのような開発は開発技術上の制約から， ときには生態学上から見て悲
劇的な結果を伴いつつ展開されている。2010年にメキシコ湾で発生した，［石油掘削施
設の］「デイープウオーター・ホリゾン」 (DeepwaterHorizon)での爆発事故は，近年
発生した事例のなかでも最も顕著なものである叫 大半の国々の人口数は，その国の国
土が支えることのできる能力の数倍にも達している2)。新鮮な大気と水は減少しつつあ
る自然資源である。人間の活動によって引き起こされた気候変動は，いまや現実のもの
として受け入れられ，また最近公表された権威ある報告書でものべられているように，
「1000年にわたってほとんど後戻りできない (irreversible)」と考えられている3)。こ
れらの問題は，他の地域と切り離して処理されうる地理的に孤立したエリアに限定され
るものではもはやない。それらは地球規模の問題であり， したがって資源利用やエネル
ギー消費のあり方の転換，国際的・国内的な法的手段や政策の採用，そして個人の諸権
利や責任の修正，等々を含む地球規模で連携した合理的対応を必要としているのである。
1. 自然資源における所有権の役割4)
大部分の社会において，土地を所有し利用する権利は，個人，コミュニティ，国家な
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どの経済活動と富集積のための基本的権利であり必須条件であると考えられている。ホ
ワイト対チャンドラー事件 (Whitev Chandler)でグラント・ハモンド (Grant
Hammond)裁判官がのべているように，「憲法上の諸権利についで，所有権はわれわ
れの法によ って承認されている最大の利益である。」5)
コモンローのもとではそのような諸権利は「絶対的」ではないし，決してそうは考え
られてはいない。文明社会における個人の基本的な権利一一生命，自由，および所有
(property)― を描くなかで， 18世紀にブラックストーン (Blackstone) は私的所有
権についてつぎのようにのべている見
すべてのイギリス人が有する第三の絶対的権利は所有権である。それは，［イギリ....... 
スの］国法 (thelaws of the lanめによる以外には，いかなる制約や毀損もなしに
すべての取得物を自由に使用し，享受し，処分することから成り立っている”。
しばしば見落とされているが，引用文の強調部分は重要である。というのは，初期の
コモンロー法律家は私的所有権を絶対的なものとしてではな<'「公共の便宜のために
犠牲にされることを，社会の法によって求められない自然的自由の残余物……」8)の一
要素と考えていたことをこの強調部分は示しているからである。公共の便宜という概念
は，伝統的に都市計画，健康・環境の規制，基礎的なサービスを包含していた。今日で
はさらにその概念は，静謡で安全な環境，公共の土地と野生地域の保全，気候変動，海
洋資源，そして世代間の公平 (intergenerationalequity) などにかかわる国際的な責務
の履行，等々が有している公共の利益を保障することなども含まれている。
所有権は環境と自然資源の管理という文脈においてはいわば諸刃の刃である。すなわ
ち， 一面において，適切に行使，適用され，自然が有する限界を超えないならば，自然
資源に対する所有権 （あるいは経済的排他性を付与するなにがしかの手段）の割り当て
は，そのような資源の持続可能な利用を可能とする有効なツールでありうる。そしてこ
の命題はつぎのことを前提としている。すなわち，資源の「所有者」 ("owner")が，
その資源が持続的に維持され，活用されることを保障するような規制と経済システムの
範囲内で活動している，ということである凡 ニュージーランドの実例としては，農牧
業 （保留地を有する）森林，漁業などの割当管理システム (quotamanagement system ; 
QMS)や，最近導入された排出取引スキーム (emissionstrading scheme; ETS) など
がある。
そしてもう一面においては，最近の経済システムは生産力の持続可能性にほとんど長
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期的な視野にたって配慮することなく，利益と投資をもとめて有用な資源を短期間で最
大限に開発することを優先させる傾向がある IO)。無制約な「絶対的権利」という所有
権概念に固執することは，近隣の所有者の諸権利や環境一般，公共の利益をまったく無
視するという帰結をもたらし得る。ガレット・ハーデイン (GarrettHardin)の「コモ
ンズの悲劇」 ("tragedyof commons") I)は，私的所有者がいない場合には利用に関す
る制約のない公共資源は毀損されうるということを描いている。
持続可能性の問題を論ずる場合，われわれが有する法および経済のシステムの下では，
快適さや景観，野生，および文化的，精神的重要性などといった自然環境の諸要素に対
して数量的に計測し得る経済的価値を割り当てることは困難である。それらの諸要素は，
従来の資源利用に関する決定においては無視されるかほとんど重視されていないのであ
る。
地役権 (easements)や制限的不動産約款 (restrictivecovenants), あるいは賃貸借
Oeses) といった伝統的な所有メカニズムはアクセスや景観，快適さなどを保護するた
めに用いられることができるし，また用いられている。しかしそのような保護は，所有
権行使を制限しようとする所有者の意思，そして価格を支払うかもしくは相互的責務を
引き受けることを制約しようとする人もしくは団体の意思次第である。快適さや野趣と
いった，明確には把握されにくい価値はま ったく保護されないままに放置され，「対価
を支払う」という用意のあるあるいは支払うことのできる人は多くの場合にま ったく存
在しない。
2. 「所有権」とは？
他の法システムと同様に西洋のコモンローの歴史を通じて，「所有権」は最も定義が
困難な概念のひとつである12)。詳細な議論は本章の射程外であるが，若干の観念や見
解をここで検討することは有用である。ほとんどの法的概念と同様に，「所有権」は平
和的共存と経済発展のため，そしてまた社会・経済的諸関係を処理するために社会もし
くは社会の構成員が作り出したものである。その概念は本来的にダイナミ ックであり，
社会変動と発展からなされる諸要求と諸状況に応じて変化し適応する 13)。したがって
厳密な定義は困難であるし，かりに定義するならばおそらく概念の発展を妨げるであろ
う。人々が 「所有権」として言及している，顕在もしくは潜在するすべてのいわゆる権
利の束14) として現れたものをカバーするような，単一の所有権理論など存在しないと
いうことを多くの理論家は認めている。しかし多くの法実務家は，「……だが，所有権
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に出くわした場合，それがまぎれもなく所有権であるということを認識している」と言
うだろう 15)。
伝統的な学説では「所有権」は「物的」 ('real')か「人的」 ('personal')のいずれか
である。前者は土地に関する権利であり，後者は動産 (movables) もしくは「人的財
産」 ('personalty')にかかわる権利である。物的財産権 (realproperty) は物それ自体
(in rem) に付随する権利であり，人的財産権は人格に (inpersonam)付随する権利で
ある 16)。コモンローの草創期においてもこのような構成は困難な問題を引き起こして
いた。たとえば， 一定の訴訟方式 (formsof action) に固執するゆえに， 一定期間土地
を所有し，利用する （賃貸借）排他的権利が，不動産回復訴訟 (actionin ejection) に
よってすべての者に対抗して強制可能になったのは， 15世紀末になってからであっ
た17)。そのような利益 (interests) は長年にわたって「人的財産権」と考えられていた
ので，裁判所は物的財産権と人的財産権の両要素を包含するハイブリッドな所有形体
- 「不動産に関する人的財産」 (chattelreal) と名付けられた一ー としてそのような
権利を解釈していた。これはコモンローが有している，発展し，適応し，創造する能力
を示す初期の実例である18¥
土地において見出される自然資源一ーたとえば，鉱物，樹木，構造物 (structures)
やその他の土地に付着するもの一ーを通常法律は土地の一部と考えている。しかしな
がら ， 流動する資源一―—たとえば土地から滲み出したり地上を流れている水や地熱によ
る蒸気，魚や獣，原油やガスなど一ーは通常は土地の一部とは考えられておらず，この
点で問題が生じてきている。コモンローは流動する資源に関する明確な所有のルールを
有していないと見られており，また「捕獲のルール」 ("ruleof capture") Jg)は不明確で
不適切であると考えられていたので，自然資源の所有権や支配権を国有化することを通
じて国家が介入するというのが好ましい帰結である20¥
伝統的な所有権概念をはるかに凌駕する新しいタイプの権利が今日生み出されつつあ
る。ニュージーランドではこれらの権利には，たとえば1996年漁業法 (1996Fisheries 
Act)の下での漁獲「割り当て」 ("quota"); 1991年資源管理法 (1991Resource 
Management Act) (RMA)の下での「資源合意」 ("resourceconsents") ; 1991年鉱物法
(1991 Crown Minerals Act) (CMA)の下での採掘許可 (miningpermits) と［採掘場
への］アクセス協定 (accessarrangement) ; 1989年森林財法 (1989Crown Forest Assets 
Act)の下での森林許可 (forestlicenses) ; さらには， 1949年森林法 (1949Forests Act) 
の下での持続可能な森林管理許可 (forestmanagement permits), 等々が含まれている。
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さらに最近では， 二酸化炭素や他の温室効果ガスにおける一種の所有権が， 2008年の改
正気候変動対応（排出取引）法 (2008Climate Change Response (Emissions Trading) 
Amendment Act) に依拠する排出取引スキームの下で展開されており，またさらには定
式化された「慣習上の権利に関する命令」 ("customaryrights orders")が2004年の前浜
海底法 (2004Foreshore and Seabed Act)の下で創設された。これらの規制手段は，資
源における「準—所有」権 ("quasi -property" right) と呼ばれるものの「創造」の実例
であり，以下でさらに検討する。
これらの新しいタイプの権利は，所有権がダイナミックであるとともに厳密な定義が
不可能な抽象的概念であるという事実を物語っている。本章では，あまりにも単純であ
ることがはらむ危険性を承知の上で，「所有権」を強制可能な権利と双務的義務の集合
であり，それは土地（私的であれ公的であれ）あるいはその他の明確なる自然資源を排
他的（もしくは非排他的）に所有し，アクセスすること，および／もしくは，それらを
処分し，使用する能力にかかわるもの，としておく 21¥
3. 進化，適応と創造
以上では，コモンローとさまざまな制定法が環境保護と自然資源の管理に関する新た
な状況や問題に対応してきた，さまざまな実情についてのべてきた。コモンローは定義
上当然に，変動する新たな状況に適合するように，法的ルールを発展させ適応させるプ
ロセスである。裁判所で用いられる技法には，レイシオ・デシデンダイ (ratio
decidendi) (判決の理由もしくはその事件に判決を下す際に依拠された原則）や類推に
よる推論が含まれている。先在する権威ある判決から導かれる， 一般適用可能な広範な
意味を有する諸原理が裁判所によって展開されることによって法は「発展」し，また新
たな個別事件への一般的ルールの適用によって変化に「適応」するのである22)
裁判所が用いることのできる発展と適応のその他の方法としては，以前の（しばしば
有用ではない）上級裁判所の判決と当該事件とを「区別する」 ('distinguishing') とい
う方法23), あるいは下級審の判決を覆すという方法，または自己と同等もしくは下位
の裁判所の判決とは異なる判決を下す方法などがある。
「創造」（あるいは「司法積極主義」）的なやり方を批判される裁判官もいるが，それ
は理論的には立法の管轄領域である。自然資源に関する所有権にかかわる立法的創造の
実例としては，漁獲高割当管理制度 (QMS),RMAの下での資源合意， CMAの下で
の採掘許可，および ETSの下での排出ユニットなどがある。
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本章では，持続可能な自然資源の管理にかかわる諸概念や技法，ニュージーランドで
の立法によるそれらの概念の修正と制限，および新しい形体の所有権と将来におけるさ
らなる発展，適応そして創造についてより詳細に検討する。
4. 自然資源における伝統的な所有権
4. 1土地
土地所有権は伝統的に，土地と土地に付随する自然資源を利用する排他的権利を含め
てコモンロー上の権利を含んでいる。伝統的な権利は花や大部分の動物への権利，鉱物
の権利，河岸の権利24),および海水による浸食への土地の保護などを含んでいる25¥
これらの権利は絶対的なものではなく，隣接する土地への助力 (supportof neighboring 
land) といった責務や迷惑行為 (nuisance)26)や無益な利用はしない責務といったさま
ざまな責務を伴っている。それらの権利はしばしば一定の資源に対する国からの請求
(Crown claims) によ って無効とされ，また鉱物や都市計画，環境保護，そして公共事
業やインフラのための土地収用などにかかわる立法によって徐々に規制されてきている。
4.2 水
コモンローにおいては，自然状態では水は所有権の対象たり得ないものと考えられて
いるが気 一定の地域内に堰き止められるとその土地所有者の所有物となる。歴史的
には，堰き止め，水路を変更し，利用し，廃物を放出する (dischargewaste)等々をお
こなうことのできる「無制約な資源」 ('freeresource') と考えられていた。このような
権利もまた， 主として不法行為法（すなわちニューサンス；ライランド対フレッチャー
事件 (Rylandsv Fletcher) のドクトリン）28)が課す制約に服するようになり，また
徐々に立法によっても規制されてきている29)。
4.3大気
大気は水と同様に扱われ，産業廃棄物 (wasteproducts) に対する「無制約な資源」
で「無制約な汚水溝」 ("freesink") として扱われている。それはある程度，不法行為
法を通じて，そして近年では静謡な大気に関する立法によって保護されてきている30)。
4.4森林
歴史的に立木は土地所有者の所有物である。ニュージーランドでは土壌と水の保全，
そして自然環境にと っても森林が重要であるということは，すでに1874年の立法によっ
て認められていた31)。したがって森林活動は長期にわたって，不法行為法や保全の責
務，また毀損の法理 (doctrineof waste) などを含むさまざまなコモンロー上の制約に
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服してきている。近年では公的，私的土地のいずれにおける森林活動も，計画や資源管
理に関する立法や森林に関する規則などを通じて徐々にさまざまな制約に服してきてい
る。
4.5漁業
漁業は伝統的に「捕獲のルール」32)が適用される共有財産たる資源と考えられている。
海洋で釣り上げたり網や鈷で合法的に捕獲した魚は漁業者の所有物になる33)。海底が
私的に所有されている内陸部の水においては，漁業資源へのアクセスは不法侵害訴訟法
(law of trespass) によって制限されている。漁業者が当該水域へのアクセス権を有して
いたならば，彼もしくは彼女は捕獲した魚を自己の所有物として取得することができる。
さらに近年，広範なる制限が漁業法によって課されている。それは，国際的合意の適
用を通じて， 12マイルの領海を超えて存在する200マイルのニュージーランドの排他的
経済水域 (EEZ) において域外的に適用 (extraterritorialapprication) されている34¥
また，広い適用範囲を有する規則が養殖や淡水での漁業活動にも適用されている35)。
4.6 マオリの慣習上の権利
ウガティ・アパ対法務長官事件 (NgatiApa v Attorney-General) 36)において控訴裁
判所 (Courtof Appeal) は，前浜と海底に対するマオリの慣習上の権利は一ーこれら
のエリアを政府 (theCrowns) に付与し，あるいは政府にそれらエリアに関する管轄
権を付与することを目的とする立法的措置が取られているにもかかわらずー一法的に有
効なものとして存在する，という判決を下した37)。その後，政府に前浜と海底を付与
する法律が制定されたが，他方で，完全な単純所有権ではないがマオリの慣習上の権利
をも承認し，保護するための手続きが創設された38)。
4.7 一般的な都市計画と水と土壌の保全規則
所有権を制約する一般的な計画と自然資源に関する立法は， 1926年にニュージーラン
ドで成立したはじめての包括的な都市計画法 (1926Town Planning Act)の成立時から
存在している 39) 。 また 1941年の土壌保全• 河川コントロール法 (1941Soil Conservation 
and Rivers Control Act) は，土地の浸食と川の堆積物に関する法律である。それらの補
修作業やインセンテイヴに対して最も関心を有していたが，その規則は土地所有者の土
地利用に対する制約を含んでいた。1967年の水・土壌保全法 (1967Water and Soil 
Conservation Act) は，許可制度を通じて国家に管理権を付与することで自然水の摂取
と利用に対してより厳しい体制を整えた。この法律は土地所有者が自己使用の目的を除
いて，河川，水流，湖の自然水を利用し，堰き止め，流れを変えることに対して厳しい
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制限を課している。また，静謡な大気と騒音規制に関する法律が1972年と1982年に制定
された40¥
今日，これらの都市計画，土壌，水，静謡なる大気，および騒音の規制に関する規則
の大部分は， 1991年の資源管理法 (1991Resource Management Act) (RMA)の下に包
括された。以下でこの法律について検討する。
5. 所有権と1991年の資源管理法
資源管理法 (RMA) は土地，大気，水の管理をひとつの統合された枠組みの下でお
こなうことを目的としていた。多くの自然資源の管理はなお RMAの管轄外にある
が41), それは環境と資源の管理に関する中核たる制定法であり， 一般的に土地，大気，
および沿岸の海水を含む，水に影響を及ぽす大部分の活動がもたらす環境外部不経済
(environmental externalities) に適用される42¥
5.1 RMAと所有権に対する裁判所のアプローチ
フォークナー対ギスボン区議会事件 (Falknerv Gisborene District Council) 43)におい
て裁判所は，コモンローに対して RMAが優位することを確定した。この事件では，
土地所有者が海水の浸食から土地を守るためのコモンロー上の権利は， RMAの下での
沿岸管理レジーム (costalmanagement regime) に組み込まれているのか否かが問題と
なった。イワン・バーカー裁判官 (IanBarker) はつぎのよう判示している。
[1991年の資源管理法］は，資源の持続可能な管理に関する基準にもとづく，ルー
ル，プラン，政策提言，手続き，等々の包括的で相互に関連する体系を規定してい
る。その体系全体の趣旨は，土地，海，大気……の利用を規制し，コントロールす
ることである。
以前から存在するコモンロー上の権利が [RMAの］レジームと両立しない場合
には，それらの権利はもはや適用されない44)
また，コールマン対キングストン事件 (Colemanv Kingston) 45)は，地役権の保有者
が地役権設定地へのアクセスを確保するために，資源合意を要求し得るか否かにかかわ
る事件である。グラント・ハモンド (GrantHammod)裁判官は肯定的につぎのように
判示している。
[25] この事件は， 1952年の所有権法と資源管理法とのあいだの対立を示唆するは
じめての事件ではない。それは明らかに，伝統的な所有権を保持する人々は彼らの
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所有権に付着する最大限の付随義務と考えるものを阻止することに，関心を持って
注視しているがゆえにである。 RMA制定において立法者がなしたことは，環境問
題に関するさらなる関心を追加すること……。
[28]資源管理法は水面に浮かぶオイルのように所有権の内実に影響を及ぼすこと
なしにその表面を浮動している。
ウィーラー森林組合対ファルカー事件 (WheelerForest Associates v Farquhar) 46)は，
1952年の土地譲渡法 (1952Land Transfer Act) (L TA) とRMA体制の関係を検討し
ている。すなわち， LTAが規定する水の用益権に盛り込まれた広範なる権限が，
RMAにおける水の利用に対する制限によって無効とされているか否かである47)。レス
ター・チソム (LesterChisholm)裁判官はつぎのように結論づけている。水の日常的
な利用は，利用水量許諾によって認められた水量を超えていないがゆえに，両者の規定
が対立することはない，と。調整ができない場合に関して，彼はつぎのようにのべてい
る；
水の用益権が RMAと両立しえない限度において，必要な合意が RMA法のもと
で得られるまでは用益権は効力を有しない48)。
これらの事件は，土地に対する伝統的な所有権へのアプローチと， RMAのような制
定法を通して追加された環境に関する制約に従う必要性のあいだの緊張関係を物語って
いる。
5.2 RMAの下での所有権を制約する特別な制定法上の規定
土地所有者は自由に土地を利用できるという伝統的な原則― ただしニューサンス
（生活妨害）やネグリジェンス（過失）， トレスパス（不法侵害）などの規則によるコン
トロールは一般法上の制約に服している一ーはおおむね損なわれてはいないが49),現
在では土地に関する所有権行使においてより広範な制約に服している。
大部分の土地利用は地区計画上のルールによってコントロールされている。さらにま
た，前浜の岸辺の所有権，海底，湖底や川底などの所有権は RMAの下で相当に縮減
されている50¥
cujus est solum……51) という伝統的な土地所有者の権利は今日かなりに縮小されてい
る。大気排出 (airemissions) は厳密にコントロールされ52), また1991年の鉱物法
(CMR) (およびそれ以前の鉱物に関する立法）の下で，採掘許可が下されていない場
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合には大部分の鉱物は国有である53¥
地表の所有者の伝統的な権利に対するその他の RMAによる制限としては；
• 土地のなかに含まれている物の採取制限5/4)
・公的，私的な「ネットワーク・ユーティリイティ・オペレーター」 ("network
utility operators") による，公共のサービス提供のための土地強制取得55)
・過去の汚染に対する現所有者の潜在的責任56); 訴追のための証拠を収集し，差し
押さえるために土地に立ち入るための広範な権利57)
水は自然状態においては所有権の対象とはなりえないという伝統的な原則58)は
RMAの下でなお有効である。水の管理は現在でも国が担っているが，実際には地区計
画と資源合意手続きを通じて各地区の議会 (regionalcouncils) によっておおむね実行
されている。しかしながら慣習上の権利 (usagerights) という点では，土地使用とは
逆のアプローチがなされている。すなわち，地区計画上のルールもしくは計画にかかわ
る資源合意によって認められない限り，いかなる者も水を採取あるいは利用し59), も
しくは水中に汚染物 (contaminants) を放出することはできない60)。ただし，家事と貯
水用の水の利用に関しては例外が設けられている61)。
同じく大気に関しても，大気は排出のための無制約な「汚水溝」 ("sink")であると
いう伝統的な原則は産業活動に関しては縮減されているが62), 産業にかかわらない活
動に関しては（実際上は相当に縮減されてはいるが）なお有効である63¥
要約するならば，私的所有物の利用に関する伝統的な権利は，土地に関しては一~沿
岸部にかかわる権利の顕著な例外はあるが一一おおむねなお有効である。逆に水と大気
は制約のない資源もしくは廃物のための汚水溝とはもはや考えられておらず，むしろそ
れらは RMAの下での明確なるお墨付きがなければ私的土地所有者が利用し，汚染物
を放出できないのである。
6. 自然資源に対する所有権を修正するその他の制定法上の措置
近代に制定された多くの制定法は直接，間接に所有権に影響を与えている。ニュー
ジーランドでは，鉱物や漁業，森林といった大きな経済的価値を有する資源にかかわる
近年の措置がとくに重要で，ニュージーランド以外のコモンロー国でのアプローチをも
反映している。
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6.1鉱物
ニュージーランドの土地所有者は土地に埋蔵されている鉱物に関してはほとんど権利
を有していない。 1991年の鉱物法 (CMS) は国有の鉱物資源に対する許可とアクセス
の制度を提示している。あらゆる金，銀，石油およびウラニウムは国有である。それは
ちょうど，徐々に始原的な土地付与段階で国家に留保されたか， もしくは1892年以来の
土地と鉱物に関する立法規定によって留保されたその他の鉱物資源と同様である64)0 
したがって，大半の場合に土地所有者は土地に埋蔵されている鉱物を所有しておらず，
そのような鉱物の試掘，探索，あるいは採掘の許可を得なければならない65)。地表に
対する財産権を有していない鉱業者は，鉱物埋蔵物へのアクセス権を獲得するために
「アクセス協定」—地役権一ーをなさなければならない66)。採掘に関するあらゆる
活動は，国有の鉱物であれ私的に所有されている鉱物であれ RMAの制度の下におか
れ，土地や水，そして排出に関する許可を，採掘活動が有する環境外部不経済性のゆえ
に獲得しなければならない67¥
CMAはもともとは RMAの一部として意図されていたが，後に別個の制定法として
制定された。というのは，鉱物の配給は RMAの「持続可能なマネジメント」
("sustainable management")原則に容易には接続されることができないがゆえにであ
る68)。CMAの構造は強制と処罰に関する同一の制度を有している点で RMAの構造と
類似している。許可は譲渡，相続，そして担保として使用可能である故に財産権の性質
を有しているが，この点については以下で論ずる。
6.2漁業
1996年の漁業法は，それに先立って制定された漁業法たる1986年法にすでに導入され
ていた割当管理スキーム (QMS) を継承している。海洋法に関する国際連合条約
(United Nations Convention on the Law of the Sea) をニュージーランドが批准したのに
伴って，ニュージーランド政府は200マイルの排他的経済水域 (EEZ)内での漁業に対
するアクセスを制限している69)。QMSは一定の漁業者に対して割当権を配分している。
「譲渡可能な個人の権利」 ('individualtransferable quota') (ITQ) と呼ばれるこの権利
は，水産大臣が特定種類の漁業に対して毎年設定する全許容商業用漁業高 (TACC) か
ら一定割合の漁獲をなすことを，その割当権を保有する漁業者に認めている。そのよう
な漁業制度は当該立法に盛り込まれている持続可能な利用目的に服している70)。この
制度は， TACCの一部をなす全許容漁獲高 (TAC) を当該漁業の持続可能性を確保し
得るレベルで設定する際に，漁業に関する最善の知見を用いて持続可能性を確保するこ
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とを目的としている。割当は譲渡可能で担保としても利用可能であるので，それは財産
権としての性質を有している。この制度は先にのべた伝統的な捕獲のルールを無効にし
ている。QMSに服しない漁業は ITQなしに操業することが可能であるが，やはりそ
の立法の範囲内で設定されている制約もしくはその他の規則や国際上の合意などに服し
ている。
沿岸での養殖は地区の沿岸計画を通じて運営されており，沿岸海洋エリア内にある一
定のエリアは養殖管理エリア (aquaculturemanagement areas) (AMA's) として留保
されている71)。養殖はそれらのエリア内においてのみ許可されており，養殖業者は
RMAの下での沿岸許可を通じて養殖地域の割当を区議会に申請しなければならない。
その制度の下で，沿岸海洋エリアにおいてのみ養殖活動をおこなうように養殖業者の権
利を制限しており， RMAの持続可能な管理に関するチェックを受けなければならない
のである72)。
6.3森林
森林に関する制度は複雑である。 一般に，商業目的の森林は他の農業用土地利用と同
様に扱われており， RMA制度と資源合意手続きに服している。政府の政策によって，
国有地での固有種の商業用森林はおおむね消滅している73)。私有地での固有種の伐採
と裁断は現在もおこなわれているが，持続可能な森林管理計画の準備や持続可能な管理
許可を農林大臣に提出することをも含めて，持続可能な管理制度に服している74)。固
有種の伐採と裁断は， 一定の例外を除いて管理計画の制約内にある私有地においてのみ
おこなうことができる。この措置は土地に対する私的所有権者の利用を大きく制約して
おり，農業者に対しても一定の影響を与えている。規定の違反に対する制裁は， 一件の
違反につき最高20万ニュージーランドドル (14万アメリカドル）の罰金であり，さらに，
違反を続ける場合には1日につき最高 1万ニュージーランドドル (7千アメリカドル）
の罰金という大きな制裁が科されている75)。
6.4 マオリの慣習上の権利
2004年の前浜海底法 (2004Foreshore and Seabed Act) は，ニュージーランドの前浜
と海底を国有とするために特別に制定された法律である。それと同時に，マオリ土地裁
判所 (MaoriLand Court) 77)を通じて「慣習上の権利命令」 ("customaryland order") 75) 
を申請することによって，前浜と海底に対する伝統的な慣習上の権利をマオリが主張す
ることを可能とするシステムを創設した。そのような命令を出す基準は，コモンロー上
の始原的な慣習上の権利 (nativecustomary rights)の概念に従うものである。またさ
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らに，マオリと当該エリアあるいは資源との以前からの継続的関係を示すこと，またそ
の活動もしくは権利が法によって禁止されていないこと，などもその基準となっている。
1952年の土地譲渡法の下で付与されている当該土地権原に対抗する命令を登記するた
めの規定は存在しないが，マオリ土地裁判所に備えられた永続的記録として公的な「前
浜海底登記」 ("Foreshoreand Seabed Register") を維持することが求められている。
前浜海底法は現在政府が見直し作業にかかっており，近い将来廃止されたうえで異
なった制度に置き換えられる可能性が高い78¥
6.5 温室ガス (GHG)79l排出法
経済的手段を用いて GHG排出に対応することは，持続可能な成果を達成するために
所有権を利用することをも含めて，比較的に新しく実験的な領域である。1997年の気候
変動に関する国際連合枠組み条約の京都議定書 (1997Kyoto Protocol to the Framework 
Convention on Climate change (1992))の調印国は，温室ガス (GHGs)のレベルを一
定程度ー一国によって異なっている―まで， 2012年までには削減することに合意した。
GHS排出を削減することを支援するひとつのメカニズムとして，すべての大きな工業
および農業のセクターをカバーし，現在と2015年のあいだで，段階的プロセスの下で義
務づけられることになる排出取引スキームを導入した80)。その措置は，大気を廃物の
無制約な汚染溝として利用する所有権者の権利をさらに大いに制約する。そこで設定さ
れた所有権の性質は後に検討する。
7. 改良と創造―-RMAと自然資源に関する制定法の下で設定されたその他の新たな
形体の所有権
自然資源に対する近代的な措置は伝統的所有権を大きく侵食していったが，同時に典
味深い改良と議論の余地ある新たな形体の準所有権 (quasi-propertyright) をも導入し
てきている。
7.1 RMAの下での資源合意
RMAのより奇異なセクションのひとつがセクション 122(1)で，それは「資源合意
は物的財産権でも人的財産権でもない」と規定している。さらにセクション 122(5)と
(6)は，沿岸許可に関連して，そのような合意は排他的なものではなく，その合意の保
持者に対して「テナント」や「立ち入り被許可者」 ('licensee') の権利に類するような
権利を付与するものではないし，またあたかも立ち入り特権 (licenses) あるいは採取
権 (profitsa prendre)のように砂や小石，その他の自然の産物を持ち出す権利を与え
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るものではない。
しかしながら，保有者の死亡あるいは破産における公式の譲受人 (officialassignee) 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
の場合，あたかもそれらが人的財産権であるかのように，人格代表者に帰属するし，ま
た合意は1988年の人的財産権保護法 (1988Protection of Personal Property Act)の目的
からして財産権として扱われなければならない。保有者は合意に対して，それがあたか............ . 
も人的財産権であるかのように負担金を支払う場合もある。また，合意は1999年の人的
財産担保法 (1999Personal Property Securities Act)の目的からして「動産」 ("goods")
として扱われなければならない81)。沿岸と水に関する許可は，他人の土地から自然の
産物を持ち出す権利のために 所有権譲渡に通常伴う負担金たる― 賃料もしくは許
諾料の支払い義務を伴う場合がある82)。区議会は合意の条件として債務証書 (bond)
を要求する場合がある。そして証書提出が求められる場合は，それは土地の利益で権原
証書 (title) に登記することができる83)0 
RMAは合意の移転や移管 (portability) を規制している84)。土地利用や土地分割に
関する合意は， 一般にそれらの合意が申請される土地に付随している85)。水利用許可
や沿岸利用許可，排出許可などは異なった人々やさまざまな場所での移転に対する，多
様なレベルの裁量的コントロールに服している86)。
このように資源合意は土地，大気，水に関して一一時には排他的な一一ー 権利を付与す
る。また （一定の制限内で）移転可能であり経済的価値を有している。そしてこれらは
すべて伝統的な物的財産権といくつかの人的財産権の特徴である。それにもかかわらず，
セクション 122(1)は物的財産権でも人的財産権でもないとのべているのである87)。
さらに， 2005年の改正資源管理法 (2005Resource Management Amendment Act) に
よって RMAに導入された規定は，貴重な財産権としての資源合意の概念をより強固
なものとしている88): 
・区議会に対する水を異なったカテゴリ ーの利用形態に配分することの承認89)
• 当該合意期間中は現に合意されている配分量を減じることを禁止する規定
・現存する合意保持者が新たな合意のために資源合意申請をする場合を考慮して，合
意機関は現存する合意保持者の投資した価値を尊重しなければならないという規
定90)
財産法専門の法律家にと って，明らかに人的財産権と物的財産権のいずれの特徴も有
する権利を，物的財産権でも人的財産権でもないとして却下することには困難であ
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る91)。伝統的に財産権は一一分ミ義上ー一物的財産権か人的財産権のいずれかである。
それ以外のカテゴリーは存在しない92)。したがって， RMAのセクション 122(1)はパ
ラドクスを生み出し，競合する資源合意がある場合には潜在的に不毛な訴訟の元凶とも
なり，担保としての合意の使用，移転可能性，共同所有と相続，等々の問題ー一これら
すべては伝統的な財産権の問題である一ーが提起される。
7.2 RMAのセクション 122(1)に対する裁判所の解釈
高等裁判所はこの問題を，アオラキ・ウオーター・トラスト対メリデイアン・エネル
ギー会社事件 (AorakiWater Trnst v Meridian Energy Ltd) 93)において検討している。
この事件はカンタベリー区議会 (CanterburyRegional Council)がアオラキ・ウオー
ター・トラストに，水資源がすでに十分に配分されているにもかかわらず，灌漑のため
にテカポ湖 (LakeTekapo)から水を引いて利用する許可を与えることが可能か否か，
ということに関するものである。メリデイアン・エネルギー会社は， 1929年の制定法に
もとづいて発電用に湖から水を引いてくることの承認を得ていた。メリディアンの最大
許容取水量は湖からの平均水流を超えているので，メリデイアンが得た承認は水に対し
て無制限の権利を付与したものゆえに，その権利は事後の合意付与によっては毀損され
ないという「正当な期待」 ("legitimateexpectation") をメリデイアンは有している，
と論じられた。
これに対してセクション 122(1)に依拠してアオラキはつぎのように主張している。
すなわち，水利用許可は絶対的な所有権ではなく，単に（許可された限度までの）取水
ポイントに達する水を利用するライセンスにすぎない。したがって区議会は，かりにメ
リデイアンに供給できる水量が減少するとしても，メリデイアンヘの許可以外の許可を
付与することができる。さらに，区議会が新たな水利用許可を付与することを妨げるな
らば，議会が有する制定法上の働きと職務を束縛することになる，と。
合議裁判においてレスター・チゾルム (LesterChisholm) とリス・ハリソン (Rhys
Harrisn)の両裁判官は主につぎのような理由でアオラキの主張を否定した；
•RMA の下での水の配分制度は包括的な制定法にもとづく管理制度であって，潜在
的な利用者のあいだで強制可能な優先的命令を必然的に生み出している；
• 同一の水に対して相対立する主張が存在する場合に水利用許可が十分に資源を配分
しているならば，最初の利用者に排他的権利を付与した；そして
・付与された権利によって正当な期待を生み出す水利用許可は，他の許可付与によっ
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て事後的には毀損されない。したがって「許諾の非毀損」 ("non-derogationof 
grant") 原則は公法の文脈においても適用される。
すなわち，セクション 122(1)に明白な文言が存在するゆえに，水利用許可は所有権
を付与するとは明言せずに，主として「正当な期待」と「許諾の非毀損」の原則に依拠
して法的推論をおこなっているのである94)。ハーパー対水産大臣事件 (Harperv 
Minister for Sea Fisheries) アワビの養殖権に関するオーストラリアの高等裁判所の
事件一ーでの傍論を肯定的に参照している95)。 : 
私的利益のために公共資源を商業上の目的で利用する権利は，商業上のライセンを
有している者に付与された特権となる。この特権は採取権と比し得る。しかしなが
ら真実のところは，それは限られた公共の自然資源を保全するための制度の一部と........ 
して創造された新たな種類の資格 (entitlement) である……96)。［強調は筆者が付
した］
最近のケースたるアームストロング対パプリック・トラスト事件 (Armstrongv 
Public Trust) 97)では， RMAのセクション 122(1)の文脈での資源合意に関する性質を
検討している。この事件は，モエラキ川でのシラスのスタンド (whitebaitstand) を設
定するためのふたつの沿岸利用許可の相続権に関するものである。当該利用許可は J&
A アームストロング父子に付与されていた。父親の死亡後アラン・アームストロング
は「生存者への権利帰属のルール」 ("ruleof survivorship")一ー通常は「合有不動産
権」 ("jointtenancy") によって保有されている物的財産もしくは人的財産に関連して
適用されるルールー一の下で当該利用許可の権限を申請した98¥
資源合意は（セクション 121(1)で規定しているように）物的財産権でも人的財産権
でもないので，「生存者への権利帰属のルール」は 2名以上の人々によ って保有されて
いる資源合意には適用されないと，パブリック・トラストが亡くなった娘に代わって主
張した。
その主張を否定しつつジョン・フォガティ (John Forgarty)裁判官は，共同保有さ
れている資源合意の分割を確定するという目的のために，その合意があたかも人的財産
権であるかのように扱ったとしても， RMAの目的を害するものではないと考えてい
る99)。そして彼はつぎのように判示した：
当該合意が RMAの下で実際にも所有権を認める限りで，制定法の特定の規定の
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制約に服しつつ，物的財産権と人的財産権に関するコモンローが適用されるJOO)o 
以上のケースについては，筆者の別稿にてより詳細かつ批判的に論じている101)0 
その後ハンプトン対ハンプトン事件 (Hamptonv Hampton) lOZ)においてニュー
ジーランド環境裁判所 (NewZealand Environmental Court) は， RMAに基づいて下
された灌漑用水許可は，灌漑から利益を受ける土地所有者以外の者が主張できるか否か
を検討しなければならなかった。合意の保持者は「一般にその合意申請がなされる土地
の所有者である必要はない」ことを認定したうえで，ジョン.R. ジャクソン (JonR. 
Jackson)裁判官はセクション 122に言及しつつ，「明らかに合意は経済的意味におい
て財産ではあるが，他の財産の所有権とは必ずしも結びついているものではない」との
べている 103)0 
7.3 RMAのセクション 122(1)に関する結論
アオラキ判決もアームストロング判決もいずれもが，明確にはそれが所有権であると
はのべていない。しかしながら資源合意は合意保持者に対して，所有権もしくは他の財
産に対する権利に類するものを付与することを示唆している。アオラキ事件においては，
沿岸利用許可は地役権もしくは不動産賃借権に比せられているが，アームストロング事
件では人的財産権としての性質を有するものとして扱われている。
カヴェル対ソーントン事件 (Ca7,1ellv Thornton)でデヴィッド・バラガナス (David
Baragwanath)裁判官は，資源合意は「物的財産権でも人的財産権でもない財産権」で
あるとのべ，またハンプトン対ハンプトン事件で環境裁判所裁判官のジョン R. ジャク
ソンは，資源合意は「経済的な意味では財産権である」とのべている。しかし，ヒュー
ム対オークランド区議会事件 (Humev Auckland District Council)でジュデイス・ポッ
ター (JudithPotter)裁判官は，「［資源合意は］財産権を付与しない」104) と判示してい
る。同じく，マールバラ区議会対評価長官事件 (MarlboroughDistガctCouncil v 
Valuer-General) J05)でロナルド・ヤング (RonaldYoung)裁判官は，沿岸許可によっ
て設けられたマッセル貝養殖場は， 2002年の地方政府（課税）法 (LocalGovernment 
(ratng) Act)の目的に照らして，「土地に付随する利益」として課税されることができ
るか否かについて検討している。そして，「沿岸許可はいかなる財産権をも付与するも
のではない」ゆえに，許可保持者は「課税可能とするほどの土地に対する利益を有して
いない」として，課税できないと彼は判示している106)0 
以上で検討してきたように，資源合意の性質に関して裁判所でのコンセンサスはほと
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んど存在しない。それではわれわれはどのように考えればよいのか。資源合意制度は物
権と債権の特徴を合わせ持った，土地，大気あるいは水の利用を伴う活動をなす権利を
まちがいなく生み出している。それらの権利は譲渡可能で経済的価値を有し，担保とし
ても使用可能で， 一定状況下では保有者死亡の際に移転可能である。それにもかかわら
ず， RMA法はそれらは物権でも債権でもないと規定しているのである。再度，ハー
パー対水産大臣事件に目を転じるならば，アワビの養殖権に関する合意をオーストラリ
アの高等裁判所は「それは限られた公共の自然資源を保全するための制度の一部として
創造された新たな種類の資格である……」と特徴づけていた107)。
したがって， RMAの下での資源合意を特徴づけるひとつの方法は，合意によってい
かなる自然資源が認められていようとも，その資源を利用および／もしくは保持する権
利を伴った単なるライセンスに類する，新たな形体の「制定法上の財産権」 ('statutory
property')と把握することである。そのような制定法上のライセンスは，それらを生
み出した制定法に含まれているルールによってのみ管理されるものであろう。したがっ
て，それらは物的財産権や人的財産権を扱っている一般的なルールや制定法に服しない
が，伝統的な「物的財産権」あるいは「人的財産権」が有している利益を要求しない，
法の一般原則には服するであろう 。そのような一般原則は，たとえば許諾による毀損や
正当なる期待，行政法上の救済などの概念を含んでいる。
持続可能性の原則はそのような権利創設の必須の部分をなし，区議会の決定権者や環
境裁判所の裁判官を含む， RMAの下で権能を行使するすべての人々が当該立法におけ
る持続可能性の目的を促進することが求められている 108)。この意味で持続可能性は，
RMAの下での「制定法上の財産」権の許諾と行使の双方の固有の特徴なのである。
7.4 1991年の鉱物法の下での掘削許可とアクセス協定
鉱物採掘許可に関して CMAの下でも類似の規定が見出される。同法のセクション
92 (1)は，そのような許可は「物的財産でも人的財産でもない」と規定しているが，
RMAと同様にそれらはあたかもある目的のためには人的財産権であるかのように109),
そして他の目的のためには土地の利益であるかのように扱われている110)。資源合意の
性質に関する従来の議論は， CMAの下での鉱物採掘許可にも等しくかかわっている。
CMAは許可を与える場合あるいは採掘活動のための土地へのアクセスを土地所有者が
認める場合には，持続可能性が考慮されるべきものとはしていない。しかしながら，土
地，大気，水への影響のゆえに， RMA制度の下で資源合意が求められている場合には，
持続可能性が採掘活動が生み出す外部不経済に適用される。
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これまでの鉱業に関する立法では，鉱業採掘許可は「不動産賃貸借」 一ーそれは明ら
かに物的財産権の一形体 として扱われているIll)。したがって現行制度は従来の法
的な枠組みから大きく逸脱していた。それはおそらく当時の政府が，鉱業採掘許可が取
り消されたり，あるいは許可保持者に損失を与えるようなかたちで修正された場合に予
想される．財産権「取り上げ」に対する損害賠償請求を回避したいということからもた
らされたものであろう 112)。
CMAもまたアクセス管理に関して，鉱業者と地表の所有者とのあいだで交渉がなさ
れることを要求している。その手続きは複雑である。土地所有者は石油以外の採鉱ー一
石油113)と公共の利益にかかわると考えられるその他の資源に対しては和解を強制する
ことが可能である＿ に対する一定のアクセス権については拒否権を有している114)。
CMAは明確に，アクセス協定は一ー伝統的な地役権ときわめて類似しているが
- 1952年の土地譲渡法I15)の目的における土地の利益を生み出さないということを明
確に規定している。しかしながら， 6か月以上のアクセス協定は土地の権原証書に付記
される。したがって．地表の不動産権の持ち主が変わった場合にもアクセス権の保持者
は保護される。
7.5 1996年の漁業法の下での譲渡可能な個人の権利
「譲渡可能な個人の権利」 (ITQ)は土地権原と株式の要素を有する混合的な財産権
の一形体である。それらは許諾される漁業資源 (fishstock) に応じて確定されるので，
排他性を有しない採取権に類似しているが，漁業資源に対する全許容商業用漁業高
(TACC)の（総計100万株のなかの）株式としてあらわされている。したがって漁業資
源の絶対量のトン数ではなく，ある特定の年の全許容商業用漁業高の一定割合に対する
権利である118)。ITQは売買し，譲渡し，抵当に供することができる。
7.6 2004年の改正養殖法の下での AMAにおける養殖への沿岸利用許可
区議会の管轄内で， AMAでの養殖活動に対して許諾された沿岸利用許可は RMAの
下での資源合意であり， したがって資源合意の性質に関してなされたこれまでの議論が
十分に当てはまる。養殖に関する制度は現政府によって提起されている大規模な改革案
において見直しの検討がなされている 119)0 
7. 7 森林権
1989年の森林財法 (1989Crown Forest Assets Act (CAFF))は，森林の立地条件と土
地に対するワイタンギ条約 (Treatyof Waitangi)上の請求権の位置づけに応じて， 5 
年から65年の期間で森林のライセンスを付与することを規定している120)。そのライセ
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ンスは土地の利益に対する不動産権を付与しないが121), 矛盾していることには，土地
権原に対抗して登記可能であり 122), また同じく土地譲渡法によって登記可能な保護特
約と公的な通行地役権を含むことも可能である 123)。それらは明らかに貴重な価値を有
する資源に対する権利を付与することが意図されており，また交易可能な商品として扱
われることも可能である。ここでもそれらは，植樹し，メンテナンスし，伐採活動をお
こなうために土地に立ち入るライセンスを構成する一一そして搬出と販売を認められた
伐木に対する所有権付与をも伴った一―—混合的な財産権の一形体である 。 この意味でそ
れらは，通常は「土地の利益」 ("interestin land") と考えられている採取権と類似して
いる。しかしながら， RMAのセクション 122(1)とCMAのセクション 92(1)と同様に，
森林財法 (CFAA)のセクション 16は明確にそれらは土地の利益ではないと規定して
いる。
CAFFのなかには一ー第18条が保全とそのようなライセンスのなかに含まれるべき
考古学的目的のための保護特約を要求してはいるが一一持続可能性の目的は見出されな
い。森林活動は通常 RMAに服しており，また資源合意が求められる場合には土地，
水および大気に対する，林業の環境外部不経済に関する RMAの持続可能性管理原則
に服している。
林業が私有地でおこなわれる場合，固有種の樹木を伐採，裁断するための権利の配分
は1993年以来持続可能性原理に服している 12'1)。したがって，私有地での固有種の森林
の管理と伐採，裁断の権利の行使は，持続可能性の諸原理によって管理されている。そ
の活動が RMAの下で資源合意を必要とする場合は常に，それらの合意を認める手続
きは，同じく RMAの持続可能性の原理に依拠している。
7.8 2004年の前浜海底法の下での慣習上の権利命令
慣習上の権利命令は125)通常は排他的ではなく，共同体によって行使されるがゆえに
伝統的な意味での物的財産に関する権利ではない。その命令は付与されたその他の財産
権に譲歩しなければならず，また利用や活動規模，範囲，頻度などは当該命令の特定の
条件によってさまざまである 126)。したがって慣習上の権利命令は，命令の保持者に対
して用益権の性質を有する権利を与えるが，立法による制定法上のライセンスの形式で
付与されている。したがってそれは新たな種類の準財産権である。持続可能性の原則は
明示的にはその適用プロセスでは求められていないが，その原則は伝統的な資源管理の
技法やマオリによる自然資源の利用に適用される慣習に含まれている，と論じられるこ
とが可能である。
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7. 9 ETS127)立法下での排出取引単位
ニュージーランドは市場に依拠する温室ガス (GHGs)排出削減のための権利体系を
提案している。排出取引単位 (emissiontrading units (ETUs)) は大部分が，現存する
産業，林業，漁業，農業にたずさわる排出者に対して自由に政府によって発せられる。
ETUsは排出ユニ ット登録簿 (EmissionsUnit Registry) に記録され，ニュージーラン
ド国内でも国際的にも自由に取引することができる。排出者は特定された排出レベルに
応じてユニットを放棄しなければならない。ニュージーランドは大幅に京都議定書の目
標を超えるゆえに，国際市場においてユニットを購入しなければならないであろう。排
出のレベルは，漁業における年間の全許容商業用漁業高 (TACC) を設定するのとほぽ
同様な方法で， GHGsのレベルにまで到達させることを通じて政府によって管理され
ている。このことは，再度，大気中への GHGsの排出権が，変換可能で非排他的な採
取権の性質を有する新たな形体の所有権であることをあらわしている。
京都議定書とそれに付随する気候変動への措置は，世界の気候を安定させることをそ
の存在理由としているゆえに，この新しい形体の財産権は持続可能な諸目的と本質的に
結びついているのである。
8. 財産権の中心的な責務としての統合的な持続可能性
以上の分析において，土地と自然資源における財産権に対する統合的な持続可能性に
関する考察には，ふたつのアプローチが存在することを示唆した。
まず伝統的なアプローチは，強力な私的財産権を社会において維持することである。
これは，投資と経済成長を奨励することが必要であることから正当化される。これらの
権利行使に対して，都市計画，建築，健康に関する規制や，最近では環境や資源の管理
に関する規制を通じて，歴史的にはさまざまな制約が課されてきている。しかし，洗練
された近代の環境立法においても，個別化された「所有権」あるいは財産権と環境保護
規制に特化したコミュニティもしくは公共の利益とのあいだには， 一般に概念的，法的
な区別が存在する。現在でも所有権は法的に完全であり，単独で強制可能であり，環境
と資源に関する管理に関する法の働きを通じて，外在的に適用される制約によってのみ
制限可能であるに過ぎない。したがって，そのような法が存在しない場合やあるとして
も不完全もしくは特定状況には適用されえない場合には，所有者は自らの所有権を望む
とおりに行使することが可能なのである。土地所有権の基本原則は，所有権に対抗する
法がないかぎり自らの土地に関していかなることをも成しうるということである128)。
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それにもかかわらず，立法や地方自治体のプランニングの措置や条例は，土地利用規
制や専門的な建築規制などを通じて土地の利用を規制したり，また水の利用や大気，土
地，水中などへの汚染物の放出などに対してさまざまな強力な規制をおこなっている。
これらの規制に従わない場合には，通常は金銭上の（時には厳しい129)) ペナルティが
科せられ，重大な事犯の場合には違反者自身や代理責任として会社の支配人や経営者も
懲役刑を科されている ]30)。これらの多くの措置が徐々に進展してきてはいるが，なお
本質的には特定の状況において特定の所有権に対して適用されることもあればされない
こともあるような，外在的ペナルティあるいは付随的な責任である。つまりそれらは，
土地と自然資源に対する所有権に本質的に付着するものとして，必然的に適用される責
務もしくは責任ではないのである。
第二のアプローチは，土地と自然資源の占有，所有の権利の保持に「本質的」あるい
は基本的責務として持続可能性を組み込むために，財産権の概念そのものを修正するこ
とを求めるものである。このアプローチは厄介なもので，大部分の発展した法体系の財
産権の概念のかなりのパラダイム転換を必要とするようであるが，人間の発展史におい
てそれほど新しいものではない。クリストファー・ウィーラマントリィ (Christopher
W eeramantry)が本書の彼の論考のまえがきで見事に指摘しているように，「地球規模
の英知」 ("globalwisdom")の豊かな遺産 古代文明，先住民，そしで慣習上の原理
などの伝統的な英知を有している 。 この英知は通常ー一個人の権利よりもー~自然環境
との人間の交流においてコミュニティと将来世代の義務を強調する。もちろん必ずしも
そうというわけではない。ユダヤ・キリスト教伝統では，人間がこの世界を支配し，公
共の自然資源から人間が直接必要とするものを獲得することができる，と考えられてい
る13ll。
それにもかかわらず，すでに指摘したように，ブラックストーンでさえ私的所有権は
時には「公共の便宜のために犠牲にされ」なければならず，またすべての人々の生存を
確保するために必要な資源を配給するための人類にとっての必要物であることを認識し
ていた132)0 
他の著述家たちも，環境にかかわる諸価値を自然環境と人間の相互関係のなかに内在
化する必要があることを指摘している。アルド・レオポルド (AldoLeopold)の先見
の明ある著述は本書の序において参照した。彼は新たな土地に関する倫理を求めている。
すなわち，人間は一体的な生にかかわるコミュニイティ (biotic community)の一部で
あってそれから孤立しているのではない， という認識である。彼は「社会科学の対象を
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人間から土地に拡大」することを求めている 133)。その後には，ケビン・グレイ
(Kevin Gray) は，「もはや「生態学上の市民権』 ('ecologicalcitizenship')の責任につ
いて語ることは奇妙なことではない」とのべている 134)。とくにマーク.J. スミス135)
の著述に言及しつつつぎのようにのべている；
今日，「責務の新たな政治学」 ('newpolitics of obligation) が一―—実践においては
十分には認識されてはいないが一ー広く認められており，それによると「人間は動
物や樹木，山，海，そしてその他の生にかかわるコミュニイティのメンバーに対し
て責務を負っている」のである]36)。
グレイもまた，環境にかかわる価値と「生命と人間の幸福の質」との重大なる相互関
連性を認識するための，健全なる経済学上の議論が存在することに言及している137)0 
形而上学と命の質に関する議論はさておき，自然界での現実としては，人間は人間の
生存に対して究極的には無関心な，相互に依存する生態系のなかでひとつの有機体とし
て存在しているのである。このことは，地域的とともにグローバルなレベルで持続可能
な土地と資源の利用を必要としている。伝統的な文化や社会は，大半の発展した社会の
ようには自然環境から孤立してはいないので，このことを理解していた。
持続可能な発展と自然資源の管理の原則は，いまや地球規模でも多くの法管轄地域に
おいても広範に認められている。ニュージーランドでは，「持続可能性」は土地，大気，
および水に関する政策，プランニング，決定において中核を占めている。土地の利用，
取水，水中や大気中への汚染物の廃棄に対して認められた資源合意が「財産権」である
限りにおいて，持続可能性への配慮がそれらの権利のなかに統合されているということ
ができる。固有種の樹木を伐採し，裁断する権利を配分し，行使することは，ニュー
ジーランドでは現在，持続可能な統制の原則によって統御されている 138)。同じく，漁
獲割当は「漁業資源と海洋環境の持続可能な利用」の原則に従ってなされている139)0 
最近導入された排出取引スキームでは，排出取引ユニットは新たな形体の「二酸化炭素
における財産権」である HO)。それらの目的が経済的な力を利用して温室効果ガス排出
を削減することであるゆえに，持続可能性はそれらの存在理由の根幹をなしている。
法律が持続可能性を非毀損の規範 (non-derogablenorm) として明確に表現すること
ー一そして，コミュニティの基本的な期待を確固としたものにし，かつ政治的なアジェ
ンダから「持続可能性」を守ることの双方も一一必要であると論じられることは可能で
ある。しかしながら，所有権の「本質的な」内在的付随物として持続可能性の原則を確
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立することは，立法的介入のみによっては完全なものとすることは不可能であろう。し
かし立法的介入のみが法にとって利用し得る唯一のメカニズムではない。持続可能性は
いまや国際的に受け入れられた人間と自然環境の相互関係における「根本規範」
('grundnorm')である。それはすでに国際慣習法としての地位を獲得していると論じる
ことができる。また国内法によって強制可能とされた地域もある。さらに，コミュニ
ティの諸個人の基本的責務としてコミュニティによっても認められており，裁判所に
よっても強制されている。個人の権利に優位するコミュニティに対する責務は，つねに
コモンローの一部であるということは議論の余地がある。しかしながら，産業革命の時
代を通じて，また20世紀において，産業の成長，発展を促進するという利益を実現する
ことのなかに，それらの責務が潜在していることが認められるようになった。したがっ
て，裁判所が土地と資源に対する権利に関する訴訟事件において，とりわけ規則があい
まいであったり制定法上の裁量の行使をめぐって争いがあったり，あるいはまた個人の
権利とコミュニティの権利とのバランスをとることが必要な場合には，持続可能性の原
則を適用することがまった＜適切＿ で正当一ーであるように思われる 141¥
9. 結論
本章では自然資源に適用される伝統的な財産権と諸ルールの検討を試みた。すなわち，
これらの権利が裁判所および環境と自然資源に関する立法においてどのように受容され，
展開されてきたのか；また，自然資源を運用し持続可能な諸目的を獲得するために創造
されてきている財産権と取引システムの新たな形体の検討，である。
財産権はまちがいなくわれわれが現在直面している資源の減少と環境破壊の問題に対
して，多面的で創造的な解決を提供することができる。QMSや ETSに類するさらな
る展開が，とくに水資源の管理や先住民の慣習上の権利に関する領域において期待され
ている。財産権の登記システムの創造的な利用は， とくにそれらが自動的に登記され，
ただちにユーザーがアクセスすることが可能になれば，土地と自然資源に対する伝統的
な財産権も新たな形体の財産権もいずれをも記録し，保護するための有効な解決策を提
供することになろう 。
しかしながら，財産権に依拠するシステムが環境保護と自然資源の管理に適用される
場合には，持続可能性の諸原理に順応しそれに従わなければならない。以上で検討した
現代の自然資源管理システムの多くは （若干の例外はあるが）多かれ少なかれ持続可能
性の原則を組み込んでいる。しかしながら，同時に 単純に市場経済的な価値や経済
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的な効用性の価値などに還元されないような価値などの一ー他のすべての「価値」にも
順応しなければならない。地球上の生態システムにおける多くの重要な要素は，数量化
し，市場に依拠した経済的価値システムには還元されないものである。そのようなエコ
ロジカルな「諸価値」の保護は，政府による積極的な監督やエコロジカルな持続可能性
と世代間の公平が保護され，強化されることを確かなものとするための補足的規則にも
とずく保護的メカニズムを常に必要としている。
最後ではあるが最も重要なことは，土地と資源の持続可能な利用一ーガくや大気，海洋
などの「共通財」的な資源に影響を及ぼす活動を含むー一の原則は，所有権に本質的に
内在化している責務としで受け入れられなければならないということである。
原注
1) 最初の爆発時の2010年 4月20日と油井をおおむね制御できるようになったと思
われる2010年8月4日のあいだに，ほぽ5万バレルの原油がメキシコ湾に流出し
た。油井は爆発から 5か月後の2010年8月4日に完全に流失口が閉じられた。事
故の全容については "DeepwaterHorizon Oil Spill", Wikipedia, http:// en. 
wikipedia.org/ wiki/Deepwater _Horizon_oiLspill (2010年8月21日アクセス）ま
た CampbellRobertson and Clifford Krause, "Gulf Spill Is the Largest of Its 
Kind, Scientists Say", The New York Times, August 2, 2010, http://www. 
nytimes. com/2010/08/03/us/03spill.html? _r=l&fta=y (2010年 8月21日アクセ
ス）．
2) たとえば「鮮緑」のニュージーランドは， OECDのなかで人ロ一人当たりの
ェコロジカル・フットプリント (ecologicalfootprint)が 6番目に大きい国で，
われわれのライフスタイルを支え，廃棄物を吸収するためのひとりあたりのグ
ローバル・ヘクタール (globalhectares)が 5.9である。ニュージーランド政府
環境省 EnvironmentNew Zealand 2007 (December 2007), ch. 3, "Household 
Consumption", 74.-6. 
http://www.mfe.govt.nz/publications/ser/ enz07-dec07 /index.html (2010年 8
月21日アクセス）．
3) たとえば， SusanSolomon et al., 「二酸化炭素排出により後戻りできない気
候変動」 Proceedingsof the National Academy of Sciences of the United States of 
America刊行前の2009年 1月28日にオンラインで公表 http://www.pnas.org/ 
content/ early /2009/01/28/0812721106.full.pdf + html (2010年8月21日アクセス）
さらに， MillenniumEcosystem Assessment Board, Living Beyond Our Means 
(Washington, DC : Millennium Ecosystem Assessment Board, 2005), 5「人間の
活動は，将来世代を維持するために地球が有している生態系の能力では賄いきれ
ないほどの負荷を地球の自然の力に課している。」
4) 所有権と環境法および自然資源のあいだの相互関係を多くの文献が明らかにし
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てきている。たとえば， EdellaSchlager and Elinor Ostrom, "Property-rights 
Regimes and Natural Resources: A Conceptual Analysis", Land &onomics 68 
(3) (1992): 249; Joseph L. Sax, "Property Rights and the Economy of Nature: 
Understanding Lucas v. South Carolina Coastal Council", Stanford Law Review 
45 (1993): 1433; David Grinlinton, "Property Rights and the Environment", 
Australian Property Law Journal 4 (1996): 41; Sean Coyle and Karen Morrow, 
The Philosophical Foundations of Environmental Law: Property, Rights and 
Nature (London: Hart, 2004) ; Richard Barnes, Property Rights and Natural 
Resources (Portland : Hart Publishing, 2009) ; Aileen McHarg et al., eds., Property 
and the Law in Energy and Natural Resources (London: Oxford University 
Press, 2010). 
5) White v Chandler [2001] 1 NZLR 28, para [67]. 
6) William Blackstone, Commentaries on the Laws of England, 4 Volumes, 19th 
ed. (London: Sweet, Pheney, Maxwell & Stevens & Sons, 1829), 137. 
7) ブラ ックストーンは MagnaCartaと CorzfirmatioCartarum 1297 (25 Edw. 
I); the Bill of Rights 1689 (1 W & M, St. 2. c. 2) ; および，これらの基本的権
利の確定法として Actof Settlement 1701 (12 & 13 W. II, c.2)に依拠している。
8) Blackstone, Commentaries on the Laws of England, supra note 6, at 128. 
9) たとえば， RonaldH. Coase, "The Problem of Social Cost", Journal of Law 
and Economics 3 (1960): 1-44; Richard A. Posner, Economic Analysis of Law, 
5th ed. (New York: Aspen Law & Business, 1998); Harold Demsetz, "Towards 
a Theory of Property Rights", American &onomic Review 57 (1967): 347. 
10) Walter Lippman, The Public Philosophy (London: Hamish Hamilton, 1955), 
109; Timothy 0. O'Riordan, Environmentalism, 2nd ed. (London: Pion, 1981), 
265 (いずれも本書の第 1章にて言及した）さらにまた， CarolM. Rose, "Economic 
Claims and the Challenges of New Property", in Property in Question: Value 
Transforniation in the Global Economy, ed. Katherine Verdery (Oxford: Berg 
Publishers, 2004), 275, esp. 279. -81 and 288-92. 参照。
11) Garrett Hardin, "The Tragedy of the Commons", Science 162 (1968): 1243. 
12) 所有の権利義務に関するより伝統的なアプローチの例としては以下の文献を参
照。TheodoreF. T. Plucknett, A Concise History of the Common Law, 4th ed. 
(London : Butterworths, 1956), Part II, esp. 506-44 ; Wesley N. Hohfeld, 
Fundamental Legal Conceptions as Applied切 JudicialReasoning没後に Walter
W. Cook (New Haven : Yale University Press, 1923)によ って編集，出版され
た； Arthur L. Corbin, "Legal Analysis and Legal Terminology", Yale Law 
Journal 29 (1919): 163; A. Honore, "Ownership", in Oxford Essays in 
Jurisprudence, ed. A.G. Guest (London: Oxford University Press, 1961), 
107-48; Jeremy Waldron, "Property Law", in A Companion to Philosophy of 
Law and Legal Theory, ed. D. Paterson (London: Blackwell Publishers,1996), 
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560-73. より批判的な文献としては： J. E.Penner, "The'Bundle of Rights.' 
Picture of Property", UCLA Law Review (1996): 711; Edella Schlager and 
Elinor Ostrom, "Property-Rights Regimes and Natural Resources: A 
Conceptual Analysis", Land &onomics 68 (3) 3 (1992): 249; Coyle and 
Morrow, Philosophical Foundations of Enて1ironmentalLaw, supra note 4, at 
1-7; Carol M. Rose, "Economic Claims and the Challenges of New Property", 
supra note 10, at 275; Terry Frazier, "The Green Alternative to Classical 
Liberal Property Theory", Vermont Law Review 20 (1995): 299; Carol M. 
Rose, "Given-ness and Gift: Property and the Quest for Environmental Ethics", 
Environmental Law 24 (1994): 1; Kevin Gray, "Pedestrian Democracy and the 
Geography of Hope", Journal of Human Rights and the Environment l (2010): 
45-65. さらにまた，本書の第 1章とそこで言及している文献参照。
13) たとえば， Lippman,Public Philosophy, supra note 10, at 108; Earl Finbar 
Murphy, Nature, Bureaucracy, and the Rules of Property -Regulating the Renewing 
Environment (New York: North-Holland, 1977), 186. さらにまた， J.E.
Cribbet, "Concepts in Transition: The Search for a New Definition of Property", 
University of Illinois Law Review I (1986): 1, 40; Joseph H. Guth, "Law for 
the Ecological Age", Vermont Journal of Environmental Law 9 (2008): 432, 
511-512. など参照。
14) たとえば， JamesE. Penner, "The'Bundle of Rights'Picture of Property", 
UCLA Law Review (1996): 711参照。
15) 合衆国最高裁裁判官ポッター・スチュアート (PotterStuart)の「ハードポル
ノ」の定義の困難さに関する判例たる Jacobellisv Ohio, 378 U. S. 184 (1964), at 
197. 
16) 単純化していえば，物それ自体の権利は土地に対して行使し得る権利であり，
人格に付随する権利は人に対して行使し得る権利である。
17) Megarry and Wade, The Law of Real Property, 6th ed. (London : Sweet & 
Maxwell, 2000), para 3. -009. 参照
18) 自然資源に関する他の初期の土地法の事例としては， Tulkv Moxhay [1848] 
41 ER 1143における制限的不動産約款の概念の創造がある。また，隣接地の所
有者によって娯楽のために保持されている土地をカバーするための用益権の拡張
に関する判例として ReEllenborough Park [1956] Ch 131. 
19) 地下水やオイル，ガス，野生動物などの流動する資源を最初に「捕獲」したも
のが所有権を獲得する，というのがコモンロー上のルールである。たとえば，
Acton v Blundell [1843] 152 ER 1223; Ballard v Tomlinson (1885) 29 Ch D 
115, 121; Ohio Oil Co v Indiana 177 U.S. 190, 203 (1900). 
20) たとえば，石湘の戦略的な重要性が認識されるにつれて第2次世界大戦へと導
いていった，多くのコモンロー系の国々によるオイル国有化がその例である。
Petroleum (Production) Act 1934 (UK), Mines (Petroleum) Act 1985 (Vic), 
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Petroleum Act 1936 (WA)ニュージーランドでは1937年に地中のすべての液体，
気体の炭化水素の所有権の遡及的な国有化がはじまった。PetroleumAct 1937 
(NZ), s 3 (現在は s10, Crown Minerals Act 1991 (NZ) (以後 "CMA" と略
記））自然状態にある水へのアクセスを制御する権利は1967年にはじまった。
Water and Soil Conservation Act 1967, s 21 (1) (現在に関しては Resource
Management Act 1991 (NZ) (以後 "RMA" と略記）， s354 (1) (b))地熱エネル
ギーに関する同様な枠組みが1953年に導入された。Geothe,-malEnergy Act 1953 
(NZ), s 3 (現在は RMA,s 354 (1) (a)) 
21) この文脈では「土地」は，通常土地の一部と考えられている，地表，地下，お
よび空中を含んでいる。また「その他の自然資源」は，大気，水，鉱物，地熱工
ネルギーやその他のエネルギー，花，動物群，海洋資源， （商業， レジャー，非
経済的な）漁業，快適さ，野生地域，等々を含んでいる。
22) 古典的な事例としては， Donoghuev Stevenson [1932] AC 562 (HL)での近代
におけるネグリジェンスの注意義務の展開があり，その後今日に至るまで徐々に
拡大され，時には独創的なかたちでその概念が発展してきている。
23) 土地法のコンテクストにおいては，枢密院 (PrivyCouncil) による区別の事
例として Frazerv Walker [1967] 1 AC 569 at 584また初期の判決としては，以
前のケースの判決理由をかなり狭く解釈することによって区別したケースとして，
Gibbs v Messer [1891] AC 248がある。
24) 水域に隣接する土地の所有者（あるいは占有者）は水にアクセスするコモン
ロー上の自然権 (commonlaw natural right) を有している。河岸の権利につい
て詳しくは F.M. (Jock) Brookfield, "Water: Riparian Rights", inLaws of New 
Zealand, edited by Honourable Justice McGrath, (Wellington: LexisNexis NZ, 
2010), paras 46-55 in Water Part. 
25) これは， Falknerv Gisbome District Council [1995] 3 NZLR 622 ("Falkner") 
事件において， RMAの下での沿岸侵食と沿岸管理枠組みの文脈において問題と
された。
26) 古来の格言， すなわち sicutere tuo ut alienum non laedas (「他人の財産権を
侵害しないように自らの財産権を行使せよ」）が指摘している。BryanA 
Garner, ed., Black's Law Dictionary, 9 ed. (St. Paul MN: Thomson Reuters, 
2009), Appendix B, 1872. 
27) Brookfield, "Water: Riparian Rights", supra note 24, at para 39 in Water 
Part; Embrey v Owen (1851) 6 Exch 353 at 369, 155 ER 579, at 585この内容は
Water and Soil Conservation Act 1967 (NZ) s 21に反映されており，そこでは
水へのアクセスをコントロールする権利を認めているがそれは所有権ではない。
28) Rylands v Fletcher [1868] LR 3 HL 330. 
29) Water and Soil Conservation Act 1991 s 21で認められている自然状態にある
水にアクセスする権利の国家によるコントロールは， RMAの s354 (1) (b)にお
いて維持されており，現在では RMAの下で整備された計画とルールを通じて，
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区議会によって広範囲にわたってコントロールされている。
30) ニュージーランドではこれは CleanAir Act 1972 (NZ)であったが，現在では
RMAの下に包摂されている。
31) ニュージーランドの国営の森林を創設した ForestsAct 1874 (NZ)の前文はつ
ぎのようにのべている。「樹木のプランニングによって，土壌と気候を保持する
ための規定を創設することが有用である……。」
32) 前注19参照
33) 19世紀の捕鯨に関連して，捕獲のルールについての優れた説明として Herman
Melville, Moby Dick (New York : Harper and Brothers, 1851), ch. 89参照。
34) The United Nations Convention on the Law of the Sea (以後 "UNCLOS"と
略記） 1982. について，ニュージーランドは1996年6月19日に批准し， 1月後に
発効している。ニュージーランドの EEZの範囲は TerritorialSea, Contiguous 
Zone, and釦 elusive&onomic Zone Act 1977 (NZ), s 9において設定されている。
35) Fisheries Act 1983 (NZ), Part 4A; Fisheries Act 1996 (NZ), Parts 9 and 9A; 
Aquaculture Reform (Repeals and Transitional Provisions) Act 2004 (NZ); 
RMA, Part 7 A. 
36) [2003] 3 NZLR 643 (CA). 
37) Territorial Sea, Contiguous Zone, and Exclusive &onomic Zone Act 1977; 
Foreshore and Seabed Endowment Revesting Act 1991 (NZ), Harbours Act 1950 
(NZ)および RMAを含んでいる。
38) Foreshore and Seabed Act 2004 (NZ)この手続きを導いてきた諸事項に対する
解釈として， DavidGrinlinton, "Private Property Rights versus Public Access: 
The Foreshore and Seabed Debate", New Zealand Journal of Environmental 
Law 7 (2003): 313; Frederic M. (Jock) Bookfield, "Maori Customary Title to 
Foreshore and Seabed", New Zealand /..aw Journal (2003): 295参照。さらにま
た， RichardBoast, Foreshore and Seabed (Wellington : LexisNexis, 2005), esp. 
ch. 8-11 ; Claire Charters and Andrew Erueti, eds., Maori Property Rights and 
the Foreshore and Seabed: The Last Frontier (Wellington : Victoria University 
Press, 2007)も参照。 Foreshoreand Seabed Actは現在政府によって見直しが進
められており，おそらく今年の後半には廃止されて新たな枠組みに転換される見
通しである（注78参照）。
39) Town Planning Act 1926 (NZ)その後 1953年と1977年の Townand Counhy 
Planning Acts of 1953 a11d 1977 (NZ)に継承されている。
40) Clean Air Act 1972; Noise Control Act 1982 (NZ). 
41) たとえば， CMAの下での採掘許可の割り当て； Fisheries Act 1991 (NZ)の下
での漁業権の割り当て； 一定程度， ForestsAct 1949 (NZ)と ConservationAct 
1987 (NZ)の下での森林財と固有種の森林のマネジメント；各々の法律と1987
年の Consen,ationActの下での国立公園と保留地内での一定の活動の管理，
等々である。
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42) RMAの改革プロセスの歴史と理論的基礎づけについては DavidGrinlinton, 
"Natural Resources Law Reform in New Zealand - Integrating Law, Policy 
and Sustainability", Australasian Journal of Natural Resources Law & Policy 2 
(1995): l;Klaus Bosselmann and David Grinlinton, eds., Environmental Law for 
a Sustainable Society (Auckland: NZCEL, 2002), 19-46等を参照。また， RMA
に関する全般的な論究については DerekNolan, ed., Environmental and 
Resource Management Law, 3rd ed. (Wellington: LexisNexis, 2005)を参照。
43) [1995] 3 NZLR 622. 
44) [1995] 3 NZLR 622, 632. 
45) High Court, Auckland (AP 103-SWOO), April 3, 2001, noted Butterworths 
Resource Management Bulletin 4 (2001): 59. 
46) [2001] 2 NZLR 417. 
47) RMA, s 14. 
48) [2001] 2 NZLR 417, para [18]. 
49) RMA, ss 9 (1) and (3)これらの規定の効果は，土地所有者は利用を妨げる
ルールが存在しない限り （存在する場合は資源同意を請求することになる），望
むとおりに土地を利用することができるということである。
50) RMA, ss 9 (6), (7), 12, and 13海の浸食から土地を守るためのコモンロー上の
権利は RMAによ って廃棄されている。Falkner,3 NZLR 622参照。
51) コモンロー上の法格言 Cujusest solum, eju est usque ad coelum et ad inferos 
（土地所有者は空中と地下に存在するすべての物を無制限に所有している）。
52) RMA, s 15. 
53) CMA, ss 10, 1. 
54) RMA, s 15 (1) (d), (2). 
55) Ibid., s 166-186. 
56) Ibid., s 314 (1) (da), 322 (1) (b) (i), 338 (1) (b) and (c). 
57) Ibid., ss 332-335. 
58) Supra note 27. 
59) RMA, s 14. 
60) Ibid., s 15「汚染物質」に関する広範な意味を有する定義が s2 (1), RMAに
存在する。
61) Ibid., s 14(3) (b). 
62) Ibid., s 15 (1) (c). 
63) Ibid., s 15 (2)地区計画ルールはニュージーランドの大半の住宅地域において
たき火 (openfires) をすることを広く規制している。
64) The Land Act 1892 (NZ), s 121 Mining Act 1971 (NZ), s 8とCMA,s 11を
含む採掘に関する立法では，将来のことを見越して鉱物資源を国有化している。
実際に留保されているのがどのような鉱物であるのかは，留保時点かもしくは制
定法上の留保規定によって「鉱物」の意味がどのように定められているかに依拠
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している。
65) CMA, ss 8 (1) (a), 22-29. 
66) Ibid., s 8 (1) (b), 49-54. 
67) Gebbie v Banks Peninsula District Council [2000] NZRMA 553. 
68) New Zealand Government, Resource Management Bill Information Kit: The 
Government's Responses to the Review Group Recommendations (Wellington: 
New Zealand Government, 1991). 
69) UN CLOS 1982は1996年 7月19日にニュージーランドによって批准され，
1996年 8月18日に発効した。ニュージーランドの EEZは Te1titoガalSea, 
Contiguous Zone, and Exclusive Economic Zone Act 1977, s 9によって設定され
た。また， ss5, 6も参照（基本線を確定）。
70) Fisheries Act 1996, s 9 (Environmental Principles). 
71) Aquaculture Reform Act 2004. 
72) 養殖業の枠組みは現在再検討中である。NewZealand Government, Ministry 
of Fisheries, "Aquaculture", http:/ /fs.sh.govt.nz/Page.aspx?pk=24&tk=62 (2010 
年6月8日アクセス） 68 New Zealand Government, Resource Management Bill 
Infmmation Kit: The Government's Responses to the Review Gmup Reo叩加ndations
(Wellington: New Zealand Government, 1991). 
73) 政府の土地における固有種の森林政策の歴史と実施状況に関する議論について
は WestcoLagan v Attorney-General [2001] 1 NZLR 40 (HCt)および Sir
Geoffrey Palmerの"Westco Lagan v A. -G•: NZLJ (2001) : 163参照。
74) Forests Act 1949, Part 3Aに依拠しつつ， Forests(Amendment) Act 1993 (NZ) 
によって追加された。
75) Forests Act 1949, s 67U. 
76) マオリの活動，利用，運用を認めるマオリ土地裁判所とニュージーランド高等
裁判所によって下された命令で， 1840年（ワイタンギ条約締結の日）から今日い
たるまで効力を持ち続けている。慣習上の権利命令発給の手続きは Foreshore
and Seabed Act 2004第3, 4部で定められている。そして発給された命令は資
源管理計画において承認され， ss6, 17 A & B, 28, 82A, 85A & B, 107 A. -D, 
293A, 355AA -ABおよび RMAの附則第12において承認されている。 New
Zealand Government, Ministry of Justice, ℃ ustomary Rights Orders", http:// 
www.justice.govt.nz/policy-and-consultation/justice-system/ foreshore-and-seabed/ 
2.3-customary-rights (2010年8月12日アクセス）参照。
77) 参考文献については注36と38参照。
78) New Zealand Government, Ministry of Justice, "Reviewing the Foreshore and 
Seabed Act 2004", http://www.justice.govt.nz/policy-and-consultation/ foreshore-
and-seabed/ reviewing-the-foreshore-and-seabed-act-2004 (2010年8月21日アクセ
ス）参照。また， Kenneth Palmer, "Foreshore and Seabed Reform 2010", 
LexisNexis Resource Management Bulletin 8 (2010): 141-144 ; さらに， Kenneth
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Palmer, "Marine and Coastal Area (Takutai Moana) Bill 2010 -Replacement of 
Foreshore and Seabed Act", LexisNexis Resource Management Bulletin 8 
(2010) : 165-169等々参照。
79) 主な GHGsは二酸化炭素，メタン， 一酸化窒素，完全フルオロカーボン系，
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81) RMA, ss 122 (2)-(4). 
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85) Ibid., s 134 (I). 
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94) 「許諾の非毀損」の原則の適用については SouthernAlps Air Ltd v 
Queenstown Lakes DistガctCouncil [2008] NZRMA 47でさらに展開されている。
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under the Resource Management Act 1991", New Zealand Journal of 
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Law Review 14 (2008) : 123 ; Karen Scott, "From the Lakes to the Oceans : 
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Management: The Nature of Resource Consents in the Resource Management 
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Meridian Energy Ltd.", Leュ・isNexisResource Management Bulletin 6 (2005): 8. 
97 Unreported, High Court, Timaru, CIV 2006-476-000227, April 20, 2007. 
98) 「二人以上で……保持され，各人が全体に対して分割されない利益を有し，生
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Nolan-Haley, Black.'s Law Dictionary, 6th ed. (St. Paul MN: West Publishing 
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99) Armstrong v Public Trust, Unreported, High Court, Timaru, CIV 2006-476-
000227, April 20, 2007, para [21]. 
100) Ibid., para [23]. 
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103) Ibid., para [14]. 
104) [2002] NZRMA 49, at para [39]. 
105) [2008] 1 NZLR 690. 
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Management Bulletin 7 (2008) : 116. 
107) (1989) 168 CLR 314 at 325, per Chief Justice Sir Anthony Mason, and 
Justices William Deane and Mary Gaudron The Court in Aoraki Water Trust v 
Meridian Energy Ltd [2005] NZRMA 251許諾を得て参照した (atpara [29])。
108) RMA, ss 5-8. 
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Personal Property Rights Act 1988 (NZ)の目的のためには，それらがあたかも
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119) New Zealand Government, Ministry of Fisheries, supra note 72. 
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125) 本章の "6.4Maori customary rights"と注76参照。
126) Foreshore and Seabed Act 2004, s 52. 
127) Climate Change Response (Emissions Trading) Amendment Act 2008 (NZ)に
よって修正された ClimateChange Response Act 2002 (NZ)参照。
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(London : Duckworth, 1980) ; Klaus Bosselmann, When Two Worlds Collide. 
-Society and &ology, (Auckland, N. Z. : RSVP, 1995)等も参照。
132) Blackstone, Commentaries on the La初sof恥 gland,supra note 8さらに，注
6-8およびそこでの文献参照。
133) Aldo Leopold, A Sand County Almanac and Sketches Here and There (Oxford: 
Oxford University Press, 1968), 209また， Passmore,Man.'s Responsibility for 
Nature, supra note 131参照。
134) Gray, "Pedestrian Democracy and the Geography of Hope,." supra note 12, at 
45, 63. 
135) Mark J. Smith, &ologism: Towards &ological Citizenship (Buckingham : 
Open University Press, 1989), 99. 
136) Gray, "Pedestrian Democracy and the Geography of Hope", supra note 12, at 
63. 
137) Ibid., 55. 
138) Forests Amendment Act 1993によ って組み込まれた ForestsAct 1949, s 67B 
and s 2 (1) (「持続可能な森林管理」）。
139) Fisheries Act 1996, s 8 (Purpose). 
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140) Climate Change Response (Emissions Trading)によ っ て修正された
Amendment Act 2008, Climate Change Response Act 2002. 
141) ニュージーランドの温室効果ガス排出対策のための，風力発電の開発を促進す
るというコミュニティの利益に反する，風力発電に反対する土地所有者の私的所
有権との調整をはかることについて，近年の一連の事件において見事に描き出さ
れている。たとえば， GenesisPower Ltd v Franklin District Council [2005] 
NZRMA 541; Unison Networks Ltd v Hastings District Council [2007] 
NZRMA 340, Outstanding Landscape Protection Society v Hastings District 
Counci4 [2008] NZRMA 8 ; Meridian Energy Ltd v Wellington City Councilaw, 
unreported, Environment Cow-i W31/07, May 14, 2007; Meridian Energy Ltd 
v Central Otago District Counci4 unreported, High Court, CIV-2009-412-980, 
August 16, 2010さらにまた， DavidGrinlinton, "Property Rights, the'Public 
Interest'および Global Considerations : The Case of Wind Energy Devel-
opment", LexisNe.x・is Resource Management Bulletin 7 (2007): 62-6参照。
1-2 環境に関するセミナー報告 "EnvironmentalLaw in New Zealand : Integrating 
'Sustainability'into Domestic Law and Policy"と同報告への深山直子のコメント
'Maori and RMA1991 (Resource Management Act)'のパワーポイント資料
本節では，法学部・法学研究所共催にて2013年 11 月 28 日に法学研究所• 第113回特別
研究会として開催された「ニュージーランドの環境法ー一持続可能性と国内法，政策と
の融合」（於・法学研究所 1階会議室）セミナーにおける，グリンリントンの同名報告
"Environmental Law in New Zealand: Integrating'Sustainability'into Domestic Law 
and Policy'のパワーポイント資料 (1-2 -1), および同報告へのマオリ専門の人類学
者深山直子 （東京経済大学准教授，人類学）のコメントのパワーポイント資料 (1-2 -
2) を採録する。
＊＊：セミナーに関する法学研究所作成の案内リーフレットも資料として採録してお
く。なお当日は， 主としてマオリの先住権の視点からの深山コメントに加えて，国
際法の視点から西谷元 （広島大学教授，国際法）もコメントをおこなった。
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リーフレット 1
暴法学部・法学研f究所共催第1_13回特別研究会
'Sustainable development'has emerged as one of the fundamental international principles of 
environmental policy. A major challenge is how to fully implement the principle in domestic law and policy. 
New Zealand has attempted to incorporate the principle directly into domestic law. This has raised problems 
of definition, application and enforcement of such a gene『alprinciple. New Zealand also has unique 
characteristics that demand special consideration. These Include preservation of areas of untouched 
wilderness, and the claims of Maori who are the indigenous peoples of Aotearoa-New Zealand. 
This paper will review progress In Implementing sustainability In New Zealand, whlle addressing these other 
unique factors. 
rfl'lr.Titrvu@謳］固泣7U =• .• . , 臨 l_firl'l 
201~ 
11月21日（木）
14: 00-17: 00 
鱒大響干■Ilキ，，ンバス
児81 朧璽1 会•室
輻告
環境政策に閲する区本的な国際区亭のひとつとして「持桟可淫な発展」とい
ぅ庄掌が表れてきている．大きな謀在は、いかにして国内法と国内政策のなか
にその区寧を生かすのかということである．
ニュージーランドはその口準を田内法と西陪に怠合させようと訳みてきた．
その結果、持は可悦性という一般区革を定祖し、員体的予例に忍用し、そのな
かみを実日するといった問固が店起されている．さらにニュージーランドは、
特別な壱患を必罠とするユニークな特性を有している．それはたとえば、人鰐
未踏の自然が残っている地頃の保全や「アオテアロア」 (Aotearoo : Bく畏
い雲 （のたなびく土地） ＝ニュージーランドの先庄民旗たるマオリの．自然
ゃ円環に対するさまさまな妻求である。
このセミナーではこれらのコニークなもろもろのファクターをも視野に入
れつつ、ニュージーランドにおける持研可能性の実日のフロセスを検討する．
デヴィッド・グリンリントン
ニコージーランド・オークランド大学教授
平成25年賓法学部招いへ研究員
西谷元 広島大学社会記算研究科教授
02. 
※研究会はすぺて英語で行われます
（通訳はありません）．
※聴講自由・参加費無料．
深山直子
東京経濱大学コミュニケーション学部准教授
角田猛之
法学部敦授
園西大学研究所事務グループ
i's≪-8180畑市山手lrs-3-H
m.:O&-at8-G321 FAX鴻—ヽS,f-7721
重｀直：. 呻•111釦1-tondal.a,
1-2-1 環境に関するセミナー報告 "EnvironmentalLaw in New Zealand: Integrating 
'Sustainability'into Domestic Law and Policy'のパワーポイント資料
本セミナーでは， 1-1で訳出した「進化，適応と創造」論文の主題，キーワードた
る「持続可能性」をベースとして展開されている，ニュージーランドの環境政策と環境
法について，グリンリントンが約 1時間にわたって報告した。本項ではその際に配布さ
れたパワーポイント資料を採録する。
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パワーポイント 1
Environmental Law in New Zealand: 
Integrating'Sustainability'into Domestic Law and Policy 
Outline: 
David Grinlinton 
Faculty of Law, University of Auckland 
d.grinlinton@auckland.ac.nz 
コfACUL TY Of LAW 
1. The current state of New Zealand's environment 
2. Environmental law reform 
3. Integration of sustainability into environmental 
and natural resource management 
4. The Maori dimension 
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New Zealand 
■ EEZ 3.9 million km2 
Continental shelf, an additional 1.7km2 
匿 Over20 times larger in size than the country's land area. 
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I Ecological footprint -OECD countries I 
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"Integrated environmental management" 
■ Requires reform & integration of: 
■ administrative/institutional structures 
■ policy-making & planning 
■ legislation 
■ participation & decision-making 
■ implementation, monitoring, EIA and enforcement 
■ Requires a sound philosophical foundation; 
-ie "sustainabilitv''. 
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A "model" f orenvironmental management: 
~-----"--, 
Int~ 閉rationof Nor11幻live
princi les (eg'sustainability") 
[ CS:,entral governme曲
>--~ Int砥~ationof Str立gic
polic~-making and plJnning 
[Primat'ily regional and total govt] 
~/、I
Integfation of Operdtio11al 
planning, c~nsenting, anばforcement
[Primarily local gove , entl 
System 
attempts 
to achieve 
ll,teral and 
vertical 
inte~ration 
at al levels 
2. Environmental law reform in NZ 
■ Administrative Reforms: 
・Ministryfor the Environment (1986) 〇1 ~陀，'?~_m<"nt
■ Parliamenta,y Commissioner for the Environment 
(Environmental "Ombudsman'J (1986) 
■ Department of Conservation (1987) 
■ Local Government reforms (1988-91) 
■ Regional Councils 
■ District and City Councils 
置ご三I?
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Environmental law reform in NZ 
■ Legislative reforms: 
• Resource Management Act 1991 
・Replaced 50+ environmental/natural resources statutes 
・Now the "gQ@" environmental statute 
• Other legislative reforms: 
• Mining (1991), 
• Biosecurity (1993), 
・Native forests (1993), 
• Fisheries (1996); 
• Energy efficiency & conseNation (2000) 
Resource Management Act 1991 
■ Regulates the use & protection of LancJJ _t~jr_aJJd water 
・Centralpurpose is the "sustainable manaqement .. of natural & 
physical resources" 
■ Provides an inteqrated "effects based" policy, planning and 
decision-making structure 
■ Improves public access to policy formulation, planning & project 
specific decision -making 
■ Improves Maori consultation and participation in system 
■ Establishes a specialist Environment Court 
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3. Integration of "sustainability" principle 
into domestic legislation 
・ResourceManagement Act 1991: s 5(1) 
■ [The purpose of this Act is] . . . topromote the sustainable 
management of natural and physical resources . 
"Natural and physical resources" as defined include: 
. land, water, air, soil, minerals, and energy, al forms of 
plants and animals . and al structures 
Definition of "sustainable management": s 5(2) 
• Balancing social, economic and cultural matters, and the 
health & safety of people and communities 
BUT SUBJECT TO… 
■ Ecological protection considerations addressing 
■ intergenerational equity, 
■ life-supporting capacity of biosphere; and 
■ avoiding or mitigating adverse effects of activities on environment 
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The Courts'interpretation of s 5,RMA 
■ Initially the courts interpreted s 5(2) as constituting an 
"ecological f2gJJQm tin~" for planning and development 
■ More recently the courts have taken an "overall broad 
judgment" approach to s 5 
■ North Shore City Council v ARC (1997) -"overall broad judgement" 
approach 
■ Genesis Power Ltd v Franklin DC (2005) -"statutory hierarchy" -
section 5 has primacy over ss 6-8, RMA 
How is it meant to work in practice? 
■ A'vertically』担郡ated'policyand planning system based 
on'sustainability'purpose of the Act 
・Ahierarchy of policies & plans from central to regional to 
territorial government 
・Applicationsmade to relevant local authority for consent to 
undertake activities using land, air, water 
■ Decisions made based primarily on'sJJ§tai_0q_bj囮'criteria,
but balanced against development needs 
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RESOURCE MANAGEMENT 
ACT 1991 
A "model" for environmental management: 
System I 
attempts 
to achie,・e 
lateral and 
vertical 
integration 
at al levels 
＼ 
~/ 
団ifffl噂;~~ift'l'ffllfflm1l
呵一
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National Policy Statement for 
Renewable Electricity Generation 2011 
• Local authorities !J. 謳 includeobjectives, policies, and 
rules in their Plans that provide for: 
• hydro-electrical generation activities, 
• wind generation activities and 
• solar, biomass, tidal wave or ocean generation 
• Must give priority to renewable energy in resource 
consent decision-making 
Case study: Wind energy development 
■ Genesis Power Ltd v Franklin DC (2005): 
• Objections to wind farm from local residents, horse trainers etc 
CT Applying s 5: International considerations such as global warming 
outweighed local interests in this case 
■ Outstanding Landscape Protection Society v Hastings DC (2007) 
• Hawkes Bay again -extension to existing wind farm 
• Objections from Maori 
CT: Upheld objections and refused consent for extension 
■ Meridian Energy Ltd v Wellington CC (2007) 
• Large windfarm near Wellington 
• Objections f「omlocal residents 
CT: Applied s 5 toconsent to the development with some modification of 
siting of turbines 
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Case study: Wind energy development 
■ Maniototo Environmental Society Inc v Central Otago DC And Otago RC (2009) 
• Central otago (Lammermoor Range) application -up to 176 turbines 
• Objections from environmental protection organisations & individuals 
Env CT: Upheld objections and refused consent for wind farm on basis of 
negative effect on natural landscape and availability of alternative sites 
High Court: Appeal by Meridian successful. Court said Meridian not required to 
undertake cost-benefit analysis on alternative sites. 
But: Project eventually abandoned by Meridian due to public pressure 
■ Greenpeace NZ Inc v Genesis power (2008) (SCt of NZ} 
• Can climate change issues be considered in non-renewable energy projects 
CT: No. Only for renewable energy pro1ects 
Sustainability in other natural resources 
• Minerals (1991): 
• no sustainability requirement for depletion rates 
• "sustainable management" principle applies only in respect of 
environmental externalities of mining 
• Forests (1993): 
• "sustainable management" . of indigenous forests on private land 
■ Fisheries (1996): 
• "sustainable utilisation" .of fisheries resources 
■ Exclusive Economic Zone (EEZ) and Continental Shelf (2013): 
• "sustainable management" . . ofresou「cesin EEZ and Continental Shelf 
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Sustainability in other natural resources 
■ Hazardous substances (1996): 
• sustainability of life-supporting capacity of air, water, soil and ecosystems 
■ Biosecurity (1993): 
• Cont「olover unwanted organisms 
■ Energy Efficiency and Conservation (2000) 
• New Zealand Energy Strategy 2011-2021 
• New Zealand Energy E応 encyand Conservation Strategy 2011-2016 
• Conservation and energy efficiency measures 
• Renewable energy targets 
4. Maori rights and issues 
• Unresolved Treaty of Waitangi issues 
・Legacyof social and economic marginalisation 
• Cultural and political renaissance 1970's -present 
• Successful Treaty settlements -money and land 
• Increased involvement in environmental policy and 
decision-making 
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Maori environmental issues today 
■ Maori now control large agricultural and forestry lands 
■ Maori have 20% of commercial fisheries (Sealord Deal) 
■ Maori have large share of aquaculture 
■ Ongoing environmental issues include: 
■ Ownership and access to foreshore and seabed (food gathering) 
■ Ownership of water in rivers and lakes used for hydro-power 
■ Maori consultation with onshore and offshore mining, oil and gas 
developments 
"Rolling back" environmental law 
・Reforms2009 -today: 
• "Fast-track" route for infrastructure development 
• More discretionary power to local authorities 
• Increased costs and reduced rights of public participation 
• Withdrawal from Kyoto Protocol 
• Conservation land opened up for mining 
• Major amendments to the RMA 1991 
• Reduced protection of wilderness and coastal areas 
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1-2-2 グリンリントン報告への深山直子のコメント 'Maoriand RMA 1991 (Resource 
Management Act)'のパワーポイント資料
1 -2 -lのグリンリントン報告に対して，マオリの先住権問題を専門とする人類学者
の深山直子がマオリの先住権を視野に入れたコメントをおこなった。前項と同じく本項
でも，当日配布されたパワーポイント資料を採録する。ニュージーランドでのフィール
ドワークをもとに著された深山のマオリに関する最近の研究の集成としては，「現代マ
オリと「先住民の運動」 土地・海・都市そして環境』（風響社， 2012年）参照。
パワーポイント 2
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Maori 
Indigenous people 
Polynesian 
Segmentary tribal structure based on descent 
• whanau "'extended family" 
• hapu "sub-tribe" 
• i wi "tribe" 
60,000 
15% of the total population 
? ?
い9鮎・-
(htり）：I etl. ¥1kif>e ctia. org/wiki/Fil e: Iヽvi
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Treaty of Waitangi 
Was concluded in 1840 behveen the British 
Cro,vn and Maori chiefs 
• Maori gave the Crown rights to govern and to develop 
British settlement 
• Crown guaranteed Maori full protection of their 
interests and status, and full citizenship rights 
Had been ignored and colonization had 
progressed 
Contemporary Maori Movements 
1960s-1970s, Maori activism emerged 
• to regain the land 
• to value the Treaty of ¥Vaitangi 
• to reactivate their own culture e.g. te reo Maori 
Biculturalism was introduced politically and 
legally 
Treaty of Waitangi Act 1975 was legislated 
• gives legal effect to the Treaty of Waitangi 
• establishes the Waitangi Tribunal 
"permanent commission of inquiry charged with making 
recommendations on claims brought by Maori relating to actions 
or omissions of the Crown that breach the promises made in the 
Treaty of Waitangi"[Waitangi Tribunal HP] 
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Treaty ofWaitangi Amendment Act 1985 
• enable the Tribunal to investigate claims dating back to 1840 
Since late 1980s, Maori movement had focused on legal 
actions against the government 
• legal claim→ political negotiation→ settlement 
• alienation of land, monetary compensation, legal rights of 
resource mangement etc 
• tribal units, particularly iwi have come to the front 
Today, Maori or iwi are unignorable actors in politics, 
economics, cultural activities, and environmental 
matters m NZ 
• many claims at the tribunal regarding to their rights of use and 
management of the environment or the destruction of the nature 
Table 7.4 A Comparison of Treaty Claim Settlements、1994-1996
Tainui Whokotohea Ngoi Tahu ： 
Dote o(Draft Deed 21 December 1994 1 October 1996 5 October 1996 
Estimated population 33 000 7 350 29 133 
Disputed land 486 439 ho 70 000 ho 3 000 000 ho 
(raupatu lands) {roupotu lands) (lands promised as 
reserves) 
Crown land 15 439 ha 9 small urban 1380000 ho 
available properties 
for settlement 
Natural resovrce Tribal claim to Access to plants、 Pounomu (jade) 
con sessions coal withdrawn whalebone rights recognised 
Conservation estate Seaton Co-management、 Ownership of Titi 
Conservancy Board lopuni, deed$ islands; ti~e to some 
of recognition DOC properties with 
lease-bock to Crown; 
C匹 onogement
Toto/ monetary匹 lue $170 milion $40 million $170 milion 
% of total settlement 17% -benchmarked Not indicated or 17% -benchmarked 
budget in the Deed protected in the Deed in the Deed 
[Dmie 1998:203] 
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RMA 1991 and Maori 
(})General principles 
To "take into account the principles of the Treaty of 
Waitangi "(Part2,8) 
To recognize and provide for "the relationship of Maori and 
their culture and traditions with their ancestral lands, water, 
sites, ¥Vaahi tapu, and other taonga" as a national 
im portance(Part2,6,e) 
To have pa11icular regard to "kaitiakitanga" that is "the 
ethic of stewardship" (Part2,7,a) 
(2)Practical contents 
regional councils must consider "the resource management 
issues of significance to iwi authorities in the region" in 
policy statements and plans (Part5,61(2),62(1),66(1), 74(2)) 
The Act 
Positive Perspectives 
Recognizes cultural and spiritual relationship between Maori and the 
environment based on the treaty 
Shares holistic view towards the environment with Nlaori 
"Rather than being new, they constitute a rediscovery of traditions 
which have been overlooked in the modem industrial and 
technological development of New Zealand. It is appropriate that the 
証 providespotential for development of a bicultural 
environmental ethic incorporating strands from the European world 
view but most importantly incorporating a Maori perspective within a 
traditional European legal framework." [Given 1995:884] 
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Negative Perspectives 
The Act 
Does not positively provide Maori with the rights of use 
and management of the environment 
"Because the Act requires councils to consult, and does 
I not further define consultation, Maori are often left as 
passive respondents in the process of resource 
management."[Durie 1998:32] 
Wrongly uses the Maori concepts and consequently 
distort them 
• kaitiakitanga / kaitiaki 
2. 関西大学でのグリンリントンのふたつの
講演のパワーポイント資料
2 -I'Legal Education in New Zealand' 
本節では，角田が担当する「比較法文化学」講義の振り替え (2013年10月25日）での，
法学部学術講演会・講演 'LegalEducation in New Zealand'のパワーポイン ト資料 （通
訳・角田）を採録する。なお，本講義の内容および資料は， 2013年10月17, 18日に関西
大学で開催された漢賜大学との共同シンポジウム「日韓における法曹養成（法学教育，
研究者養成）の現状と課題」において，主催者の要請を受けてグリンリントンがおこ
なったニュージーランドの法学教育と法曹養成に関する記念講演と同じ内容である。
＊＊：角田が作成した本講演会の企画書を講演の目的を明示するために以下に掲げて
おく 。
「法学部学術講演会企画書
講演タイトル「ニュージーランドの法システムと法学教育，法曹養成」
日時 2013年10月25日 10時20分ー12時10分
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振り替え講義：比較法文化学（金曜日 2限目配当）
講師
デヴィッド・グリンリントン (2013年度法学部招聘研究員） 通訳 角田猛之
概要
グリンリントン教授は1994年以来オークランド大学法学部で教鞭をとられ，環
境法を中心にニュージーランドの法システムに関する講義を担当されている。
また，同法学部国際担当の副学部長として，カナダやオーストラリア，デン
マークなどでもニュージーランドの環境法や法システムについて講義されている。
わたしの比較法文化学講義では， さまざまな法的トピックを手がかりにして，
日本とアジア，欧米の法制度の背後に控えている法文化についての比較を試み
ている。本講義では，ニュージーランドの法システムや法学教育，法曹養成の
あり方についての基礎的な事柄を説明していただいたうえで，わが国の法シス
テム，法学教育，法曹養成との比較についてわかりやすく講義していただくこ
とを通じて，両者の異同について学生諸君が理解することを目的としてい
る。」
パワーポイント 3
Legal Education in New Zealand 
David Grinlinton 
Visiting Professor. Kansai University Faculty of Law 
Faculty of Law, University of Auckland. New Zealand 
d grinflnton@auckland.ac.nz 
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Outline 
■ Introduction to New Zealand 
■ Political structure 
■ Legal system 
■ Legal education in New Zealand 
■ British university model 
■ Law Schools in NZ 
■ LLB/LLB(Hons) degree 
■ Admission to legal practice 
■ Professional training & Bar admission 
■ Continuing Legal Education 
■ Critical evaluation of NZ legal education & comparisons with Japan 
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■ Executive power in hands of Cabinet (PM and Ministers) 
Parliamentary democracy 
： 二~二。:~::~:i~none'House of Represent勺
■ Usually a "coalition'1 government 
NZ Legal System 
Based on the British common law 
Both legislation and Judge-made law 
Adversarial system with lawyers 
representing people in: 
■ commercial transactions, property, trusts, 
succession,family, licensing, ADR 
■ criminal and civil litigation, 
■ administrative review actions 
Lady of Justice -'Themis' 
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NZ Legal Profession 7 
Lawyers & Conveyancers Act 2006 
(replaced Law Practitioners Act 1982) 
■ 2006 -'Licenced Conveyancers'authorised 
(allowed to do property transactions) 
■ Must be admitted to the Bar, and hold a 
practicing certificate to practice law 
■ Must belong to the NZLS which issues pract1c1ng 
certificate & polices profession 
■ Practicing certificate fee -$1500 -$2200pa 
Lawyers are usually'Barristers & Solicitors' 
■ Most are in private practice in law firms or sole 
■ Some are'in-house'in government or corporations 
■ Some are'Barristers'only (litigation) 
?
O.No 
←?
｀バ認雪昌炉
NZ Legal Profession-statistics (2013) 
11,500+ lawyers (32,000+ in Japan) 
■ 1/380 in NZ; 1/ 4,000 in Japan 
■ NZ is 4:n in world after Israel, US & Brazil 
Approx. 900 new lawyers per year 
45% are women [1990-21%] 
■ 17.4% in Japan [1991 -5.8%] 
Types of practice: 
■ 58% in law firms 
■ 10% in sole practice 
■ 12% Barristers only (litigation) 
■ 20%'in-house'-corporate and Govt 
Average experience -18 years + 
? ?
Etl1cl Benjamin -l" J',;Z female lawyer 1897 
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NZ Judicial system 
Courts are independent from the executive and legislative 
branches of government 
Judges are appointed by the Governor-General on advice from the 
Attorney-General after consultation with judges and senior lawyers 
There are 146 judges and 72% are male/28% female 
Hierarchy of the Courts: 
■ District Court 
■ High Court 
■ Court of Appeal 
■ Supreme Court (est. 2004 to replace 
appeals to Privy Council in UK) 
Legal Education 
Based on the British university system 
Bachelor of Laws degree (LLB) 
Six law schools in NZ 
■ University of Auckland (Top!) 
■ AUT University (Auckland) 
■ University of Waikato (Hamilton) 
■ Victoria University of Wellington 
■ University of Canterbury (Christchurch) 
■ University of Otago (Dunedin) 
All universities are state owned 
＾ 
9ニ ~A-. えミら~ふし:盛
,'¥lh¥ 
C111cf J u-;l!c Sim1 Elias 
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LLB/LLB(Hons) at Auckland 
4 year degree 
■ 1st year p「e-law('legal system'+ other subjects) -Open Entry (1200 students) 
■ 2r.,j -4th year-legal studies -Competitive entry to Law I(300 students, A-GPA) 
■ Additional honours subjects+ high GPA to qualify for'Honours' 
70% take a conjoint degree; eg: 
■ BA/LLB; BCom/LLB; BSc/LLB (al 5 yrs) 
■ BEng/LLB; BArch/LLB (al 6 yrs) 
Approximately 250 law graduates per year (16% with LLB(Honours)) 
15% of law places are reserved for Maori (Maori quota) 
Some other preferential categories (Pacific Islands, disabled) 
Cost is $6,000 NZD pa (residents); $28,000 NZD pa (non-residents) 
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LLBILLB(Hons) -Examples of electives 
Advanced Criminal Law 
Advocacy 
Civil Procedure 
Company Law 
Conflict of Laws 
Contemporary Treaty Issues 
Employment Law 
Energy and Natural Resources 
Environmental Law 
European Public Law 
Evidence 
Family Law 
Healthcare Law 
Intellectual Property 
International Law 
International Trade 
Law & IT 
Maori Land Law 
Personal Property 
Privacy Law 
Resource Management Law 
Takeovers 
Tax Law 
Vendor & Purchaser 
Practical skills-based requirements 
There is a limited focus on practical legal skills training 
in the LLB, but the following are offered: 
• Legal research and writing (compulsory); 
■ Mooting/mock trial requirements (compulsory); 
Note: Auckland is very successful in international competitions 
■ Legal ethics (compulsory). 
• Community service placement (optional); 
・Clientinterview competitions (optional); 
■ Evidence, civil procedure and alternative dispute resolution 
programmes (optional). 
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To practice law in New Zealand 
Requirements: 
1. Complete a Bachelor of Laws Degree (LLB or LLB(Hons)); 
2 Complete the Professional Legal Studies Course at either the 
IPLS or College of Law; 
3 Obtain a certificate of good character from the Law Society; 
4 Be admitted to the roll of Barristers and Solicitors of the High 
Court of New Zealand ("Admitted to the Bar1'). 
s Hold a current practicing certificate issued by the Law Society 
Cost is NZD $1500-$2200 per annum depending on nature of practice 
To practice independently1 lawyers must work at least 3 
yea_rs t.mq~r§_LJR~rvision of a senior lawyer 
Professional Legal Studies ('Bar ExamJ 
To practice law a LLB g「aduatemust complete a Professional Legal Studies 
course approved by NZ Council of Legal Education (CLE) 
Law Schools c;to oot_t_eactl Professional Legal Studies 
These courses are run by two private organisations: 
■ Institute of Professional Legal Studies (CLE subsidiary) 
■ College of Law (Private company) 
Students are usually employed in legal practice after graduation and take the 
PLS course while working 
Courses vary but usually run 3-6 months with various combinations of part-time, 
full-time and on-line study 
Pass rate first time -80-95%; up to 3 re-sits (95% overall pass) 
Cost is around $5,000 NZD for NZ residents, and $7,000 NZD for non-residents 
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Professional Legal Studies -subjects 
Advocacy 
Court practice including civil and criminal litigation 
Drafting of Legal Documents 
Land conveyancing 
Legal ethics 
Practice management 
Wills and Trusts 
Admission to the Bar 
This is a solemn ceremony including being nominated by 
another Barrister & Solicitor and taking an oath at a special 
sitting of the High Court 
NZ lawyers can practice in 
Australia, and vice versa 
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Continuing Legal Education 
CLE is not yet a compulsory requirement but wil start in 2014 
■ 10 hours of CLE per annum wil be required 
The New Zealand Law Society is active in offering practitioners 
regular update seminars taught by academics and practitioners 
Other organizations such as legal publishers and special interest 
groups (eg Criminal, Family, Property) offer update seminars 
Law Schools offer regular conferences and symposia on new and 
controversial legal issues 
Postgraduate study 
All Law Schools in New Zealand offer postgraduate 
study: 
■ Postgraduate Diplomas (1 year or less) 
■ LLM (1 -2 years part-time or full-time by taught papers 
and/or research) 
■ PhD (2-4 years part-time or full-time by research only) 
Cost is around $6,000 NZD for NZ residents per ful― 
time year, and $28,000 NZD for non-residents 
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Critical evaluation & comparisons 
Structure of law degree 
■ NZ -one track -undergraduate LLB/LLB(Hons) from School/Faculty of Law 
■ Japan -two t「acks-confusing duplication of'Faculty'and'Schools'of Law; 
postgraduate'JD'「equi「edto practice 
Cost of law degree 
■ NZ -Cheap for NZ residents, expensive for non-residents 
■ Japan -Variable depending upon School/Faculty/duration 
Structure of'Bar exam' 
■ NZ -completely separate from Law Schools; short duration; high pass rate 
■ Japan -tied into Law Schools; long duration; low pass rate 
Critical evaluation & comparisons 
Quality of P rofessional training 
■ NZ -Shorter admission process; higher pass rate (less rigorous?); BUT -must 
work in practice under supervision for 3+ years before practicing independently 
■ Japan -Longer admission process; lower pass rate (more rigorous?) ; BUT -can 
practice independently immediately on passing Bar Exam (inexperience?) 
Practitioner statistics 
■ NZ-Very high number of lawyers/population; high number of women lawyers; 
majority practice in commercial/ property/wills & trusts/family law; few litigators 
■ Japan -Very low number of lawyers/population; low number of women lawyers; 
some property/commercial/succession issues not done by lawyers 
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2 -2 New Zealand Law and Society 
つぎに，角田の依頼に応じて私が担当する法社会学ゼミ 1 (2013年11月19日）にて，
ゼミ生向けにおこなったニュージーランドの法と社会に関するミニ・講演 'New
Zealand Law and Society'のパワーポイント資料（通訳・角田）を採録する。
パワーポイント 4
New Zealand Law and Society 
Outline 
David Grinlinton 
Visiting Professor, Kansai University Faculty of Law 
Faculty of Law, University of Auckland, New Zealand 
d.grinlinton@auckland ac nz 
, Introduction to New Zealand 
■ Political structure 
■ Legal system 
2 Legal education in New Zealand 
3 Legal practice in New Zealand 
4. New Zealand as a social/legal "laboratory" 
■ Universal suffrage (1890s) 
■ Maori rights 
■ Decriminalisation of prostitution (2003) 
■ Drugs and enforcement of marijuana offences (1970s -present) 
■ National Accident Compensation Scheme (1970s -present) 
■ Environmental law reform (1990s -present) 
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■ High rainfall, erosion 
■ Loss of forest cover 
■ Intensive agriculture 
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長
ans. 需袖
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y-'Westmin喰~model
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in handsi;, 如 binet(P a d Ministers) 
Parliamentary democracy 
■ Unicameral system -one'House of Representatives' 
■ No written constitution 
■ Usually a "coalition" government 
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NZ Legal System 
Based on the British'common law' 
Both legislation and Judge-made law 
Adversarial system with lawyers 
representing people in: 
■ commerc1al transactions, property, trusts, 
succession, family, licensing, ADR 
■ criminal and civil litigation, 
■ administrative review actions 
???
?
，?
? ?
炉
鼻、~1:
＇
??ー
Lady of Justice・'Thcmis・ 
NZ Legal Profession -statistics (2013) 
11,500+ lawyers (32,000+ in Japan) 
■ 1/380 in NZ; 1/4,000 in Japan 
■ NZ 1s 4: in world after Israel, US & Brazil 
Approx. 900 new lawyers per year 
45% are women (1990-21%] 
■ 17.4% in Japan [1991 -5.8%] 
Types of practice: 
■ 58% in law firms 
■ 20%'in-house'-corporate and Govt 
■ 10% in sole practice 
■ 12% Barristers only (litigation) 
Average experience -18 years + 
?
?
?
??
? ?
Etl1cl BcnJ anun -I: 1¥Z female lawyci・1897 
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NZ Judicial system 
Courts are independent from government interference 
Judges are appointed on advice from the A-G and legal profession 
There are 146 judges 
■ 72% male 
■ 28% female 
Hierarchy of the Courts: 
■ District Gou rt 
■ High Court 
■ Court of Appeal 
■ Supreme Court (est 2004 to replace 
appeals to Privy Council in UK) 
? ，
????『
?
?
??
?
．??? ? ?
?
? ?
，?
Chief histice Si叩 Elms
New Zealand Supreme Court (est. 2004) 
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2. Legal Education in New Zealand 
Based on the British university system 
Bachelor of Laws degree (LLB) 
Six law schools in NZ 
■ University of Auckland 
■ AUT University (Auckland) 
■ University of Waikato (Hamilton) 
■ Victoria University of Wellington 
■ University of Canterbury (Christchurch) 
■ University of Otago (Dunedin) 
All universities are state owned 
? ュ
, —-"'¥
LLBILLB(Hons) degree at Auckland 
4 year degree 
■ Competitive entry (300 students, A-GPA) 
■ Additional honours subjects+ high GPA to qualify for'Honours' 
70% take a conjoint degree; eg: 
■ BA/LLB; BCom/LLB; BSc/LLB 
Approximately 250 law graduates per year (16% with LLB(Honours)) 
Maori & Pacific Island entry'Quotas' 
■ 15% of law places reserved for Maon; 7% fo「PacificIsland students 
Cost is: 
■ $6,000 NZD pa (residents) [¥500,000] 
■ $28,000 NZD pa (non-residents) [¥2,300,000] 
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3. Legal Practice in New Zealand 
Requirements: 
1 Complete LLB or LLB(Hons) 
2 Complete a Professional Legal Studies Course (Bar Exam) 
3 Be admitted to the Bar as a Barrister and Solicitor of the High 
Court of New Zealand 
4. Hold a current Practicing Certificate issued by the Law Society 
To practice independently, lawyers must work for at least 
3 years under supervision of a senior lawyer 
- 192 - (192) 
デヴィッド・グリンリントンの「進化，適応と創造 変動する世界での自然資源に対する所有権」論文の翻訳
4. NZ as a social and legal'laboratory' 
■ Universal suffrage 
■ Maori rights 
■ Decriminalisation of prostitution 
■ Drugs and enforcement of marijuana offences 
■ National Accident Compensation Scheme (1970s -) 
■ Environmental law reform (1990s -) 
Universal suffrage -M 
1840 -Treaty of Waitangi 
British subjects 
But property ownership 
requirement excluded many 
f「omvoting 
1867 -Maori seats in 
Parliament established 
1879 -property ownership 
requirement abolished 
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Maori Rights 
Despite the Treaty of Waitangi, and voting rights, Maori 
suffered disease, loss of land and resources, and 
discrimination following European settlement 
A Maori「enaissancein the 1970s led to legislation to 
protect Maori rights, and a process of settlement 
1975 -Waitangi Tribunal set up to hear claims 
Today Maori have settled many claims for money & land 
Stil ongoing grievances such as ownership of water for 
hydro-power 
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Decriminalisation of marijuana cannabis （） 
Data sugges坦13%of NZ population uses cannabis 
心、し
Stil illegal under''Misuse of D叫gsAct ー•. J,9-~.{ 
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Accident compensation scheme (1971 -) 
People are covered by a national insurance scheme if they 
suffer a "personal injury by accident" in New Zealand 
People may not sue for negligence for personal injury if the 
accident is covered under the scheme 
Has made a great change to lawyers work in NZ 
Funded by taxation 
Administered by Accident 
Compensation Commission 匹
PREVENTION. CARE. RECOVERY. 
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3. オークランド大学ロースクールの紹介
— ''2013 Undergraduate Handbook"に依拠して
3 -I 2013年法学部学年歴
ハンドブックに掲載されている「2013年度法学部学年歴」 ('2013Law Diary')を転載
する。ニュージーランドは南半球に位置するゆえに， 1月に 'SummerSchool'が約 1月
間で開講される。
2013 Law Diary 
2013 Law Diary 
January Monday 07 Summer School clases begin for LA WPUBL 425 
07 Summer School clases begin for LA WGENRL 442 
Thursday 10 Summer School clases begin for LA WCOMM 437 
Thursday 10 Last day to delete Summer School courses 
Friday 1 Summer School clases begin for LA WCOMM 440 
February Friday 01 Final date for submission of Summer Honours Disertations 
Final date for submission of Research Papers 
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Mon-Wed 18-20 Summer School Examinations 
March Friday 01 LLB Part I Orientation 
Monday 04 
Friday 15 
Monday 18 
Friday 29 
Semester begins 
Last day for deletion of Semester I courses 
Last day for enrolment and approval of topics for Supervised Research Papers 
Tutorials begin for Parts I, I and II 
Last day for deletion of Double-Semester courses 
Final day for registering a Research Paper in Lieu of Exam in elective courses 
29-02 Easter Break 
April Tuesday 09 Law and Society Test 7 pm 
Thursday 18 Public Law Test 7 pm 
22-26 Mid-Semester Break 
May 
June 
July 
Monday 06 
Tuesday 07 
Tuesday 21 
Thursday 23 
Thursday 30 
Thursday 06 
Friday 07 
Friday 07 
July Monday 22 
Tuesday 30 
August Thursday 01 
September 
Friday 02 
Friday 02 
Monday 05 
Thursday 15 
Friday 16 
Thursday 20 
Thursday 27 
Thursday 29 
Friday 30 
Opinions due in Law elective courses 4 pm 
Contract Law Test 7 pm 
Torts Law Test 7 pm 
LAW 399 Research Trail due 4 pm 
Criminal Law Test 7 pm 
Land Test 7 pm 
Personal Property 6 pm 
Supervised Research Papers, Honours Dissertations, due 4 pm 
Papers in Lieu of an Examination due 4 pm 
Semester I lectures end 
Study Break and Examinations Mon 10 June-Mon 1 July 
Inter-Semester Break 2 July-19 July 
Semester I begins 
Equity Test 7 am 
Contract Essay due 4 pm 
Last day for deletion of Semester I courses 
Last day for enrolment and approval of topics for Supervised Research Papers 
Tutorials resume for Part I, I and II courses 
Public Law Essay due 4 pm 
Final day for registering a Research Paper in Lieu of Exam in elective courses 
Contract Law Test 7 pm 
Law and Society Test 7 pm 
Torts Essay due 4 pm 
Honours Semester Papers due 4 pm 
Mid-Semester Break 2-13 September 
- 198 - (198) 
デヴィッド・グリンリントンの「進化，適応と創造 一ー変濁lする世界での自然資源に対する所有権」論文の翻訳
September Thursday 19 Legal Method Test 7 pm 
Monday 23 Opinions due in al Law elective courses 4 pm 
October Wednesday02 Legal Method Essay due 4 pm 
Thursday 10 LAW 399 Research Trail due 4 pm 
Friday 25 Supervised Research Papers, Papers in Lieu of Examination due 4 pm 
Honours Dissertations due 4 pm 
Semester I lectures end 
Monday 28 Labour Day 
Oct-Nov Study Break and Examinations Monday 28 October-Monday 18 Nov 
3-2 LLBとLLB(Hons)課程の概要
3-2 -I LLB 
*: LLBは'Bachelorof Law'の略記（ラテン語の LegumBaccalaureusに由来）で，
'Degree'を付した 'LLBDegree'をも含めて，現在の日本の表記では「学士（法
学）」に相当する (1991年以前は「法学士」）。ただし，日本語のニュアンスとの
相違を考慮して，ここでは「法学士」とはせずに LLBとしておく。日本的な意
味での「卒業」もしくは「修了する」という意味よりも，文字通り「学位を取得
する」という意味が強い場合には， 'LLBDegree'もしくは 'Degree'は，「LLB
の学位」もしくは「学位」と訳出する場合もあるが，そうでない場合には LLB
と同義として 'LLB'に置き換えて表記する。
LLBの学位は 4年間 (8セメスター）で取得される学位で，総計480ポイント
(point) に相当するさまざまなコースから成り立っている。 LLBはフルタイムでも
パートタイムでも履修可能であり，また本ハンドブックの「結合学位」 ('Conjoint
Degree') のところで説明しているように，さまざまな学位との組み合わせによる「結
合学位」の一部分としても履修可能である。……（以下，履修登録手続き等の説明は省
略）
3 -2 -2 LLB (Hons) 
＊：日本の大学では 'honours'コースに相当する制度は存在しないので， LLB同様
にLLB(Hons) (Bachelor of Laws with Honours) としておく。それは文字通り
訳せば，たとえば「優等」学位で，わが国の各科目ごとの評価基準に比して言え
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ば，「秀」あるいは少なくとも「優」に相当すると思われる。
LLBの第 2ステップ (LLBPart I)の全コースを修了した学生は LLB(Hons)課
程に登録することができる。LLB(Hons)の学位取得には 9セメスター， 540ポイント
が必要である。LLB(Hons)は以下の要素から成り立っている。
1. LLBの第 1ステップ 2. LLBの第 2ステップ 3. LLBの第 3ステップ+20
ポイントに相当するひとつのセミナーコース 4. LLBの第 4ステップ 5. 40ポ
イントに相当する 1万8千字の論文 (dissertation)で，第 9セメスター（結合学
位の場合には第 11セメスター）に執筆完了し，当該セメスター終了時までに提出
する。
3-2-3 結合学位
優等工学士 (BE(Hos)) を除いて，法学との結合学位は一ーかりに， 2つの学位を
連続して取得する場合には 6年間必要なところを―-LLBとその他の学位の両方を，
5年間のフルタイム課程修了によって取得する機会を学生に提供している。ただしこの
5年間での履修は，通常のコースよりも大きな負担を毎年こなすことによって初めて可
能となる。
法学部はつぎの結合学位課程を提供している。
文学士 ・LLB(BA/LLB), 文学士 ・LLB(Hons) (BA/LLB (Hons)), 商学士・
LLB (BCom/LLB), 商学士 ・LLB(Hons) (BCom/LLB (Hons)), 優等工学士・
LLB (BE (Hons)/LLB), 優等工学士 ・LLB(Hons) (BE (Hons)/LLB (Hons)), 
保健学士 ・LLB(BHSc/LLB ; BHSc ='Bachelor of Health Science) , 保健学士・
LLB (Hons) (BHSc/LLB (Hons)), 理学士 ・LLB(BSc/LLB : BSc ='bachelor of 
Sciences), 理学士 ・LLB(Hons) (BSc/LLB 8Hons)), 財産学士 ・LLB
(BProp/LLB : BProp ='Bachelor of Property'), および財産学士 ・LLB(Hons) 
(BProp/LLB (Hons)) 
3-2-4 法律発展学習 (FurtherLaw Study) 
＊：以下の説明にあるように， 'GraduateDiploma in Law'と'GraduateCertificate 
in Law'の基本的な相違は，前者が 1年間の履修で120ポイント，後者が半年間
で60ポイント，という点である。'graduate'を「既修者」という訳語を当てて，
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前者を「法学既修者デイプロマコース」，後者を「法学既修者サーティフイケー
トコース」としておく。
オークランド大学ロースクール (AucklandLaw School) は，法学既修者に対してつ
ぎのふたつの資格付与コース，すなわち，法学既修者デイプロマコース (GradDip 
Law) と法学既修者サーティフィケートコース (GradCert Law) を提供している。こ
れらのコースは法学既修者に対して法律のスキルを高め，新しい法分野や専門的な法発
展について集中的に学ぶ機会を与えることを目的としている。 GradDip LawもGrad
Cert Lawもいずれも学部レベルでの法の発展的学習をなすことからなり， LLB(もし
くはそれと同等の学力）を有するすべての法学既修者が履修することができる。LLB
課程の既修者は各自の関心や職業上の必要性に応じて，専門分化した特定領域の基礎づ
けとしてそれぞれのコースを位置づけることができる。法学既修者はいずれのコースに
おいても，ロースクールが提供している選択科目のなかから自ら望む科目を選択するこ
とができる。
学部レベルでのさらなる科目を履修することで自身の学位を補強することを望む
ニュージーランドの法学既修者は， Grad Dip LawかGradCert Lawの履修科目として
LLB課程の選択科目を履修することができる。
それに対して，法学教育協議会 (Councilof Legal Education)の推薦にもとづいて
ー一必須か選択かのいずれかの一一学部法律科目を履修している外国の法学既修者は，
これらのコースの科目としていずれかの科目を履修することができる。
＊：「ニュージーランドの大学での法学教育カリキュラムは，法学教育協議会
(Council of Legal Education)の監督下に置かれている。協議会は1982年の「法
律実務家法」 (LawPractitioners Law)下で構成される法律に基づく団体で，
ニュージーランドの法実務訓練の資質と設備を監督する責務を制定法上有してい
る。協議会は LLBもしくはLLB(Hons)のコースを履修している学生が，法律
実務のための諸々の条件を満たすことを確かな物とするために大学のロースクー
ルと緊密な連携をとっている。外国で資格を取得した法律家がニュージーランド
にやってきて法律実務を行いたい場合には，ニュージーランドで必要とされる諸
条件認定のための要件が存在するが，多くの場合にニュージーランドのロース
クールか法律職専門コース (ProfessionalLegal Studies Course)で一定の科目を
修得することが求められている。」角田猛之「ジョージ・ムスラキス「ニュー
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ジーランドにおける修復的司法会議ー一理論的基礎と実践的意味」および
「ニュージーランドにおける法学教育」；翻訳と紹介」『関西大学法学論集』第61
巻第 2号 (2011・7),257頁（「ニュージーランドにおける法学教育」から引用）
3-2-5 法学既修者ディプロマコース (GradDip Law) 
さらなる法律知識の修得を望んでいるニュージーランド内外の法学既修者も Grad
Dip Lawを履修を申請することができる。その課程は 1年間 (2セメスター）のフル
タイムコースであるが，パートタイムでも修了することが可能である。学生は LLB第
2' 第3' 第4ステップの科目から120ポイントー一その内すくなくとも75ポイントは
第3' 第4ステップからでなければならない― を履修完了することが必要である。
LLBの第 2ステップの科目に登録希望の学生は， LLBの第 2ステップ登録に必要な
GDP (Grade Point Average)の条件を満たしていなければならない。……（以下，
Grad Cert Law履修に関する細かな説明は省略）
3-2-6 法学既修者サーティフィケートコース (GradCert Law) 
法律知識をさらに拡大することを望んでいるニュージーランド内外の法学既修者も
Grad Cert Law履修を申請することができる。その課程は，半年間 (1セメスター）の
フルタイムコースであるが，パートタイムでも修了することが可能である（期間の制限
はない）。学生は LLB第2'第3' 第4ステップの科目から60ポイントを履修完了す
ることが必要である。LLBの第 2ステップの科目に登録希望の学生は， LLBの第 2ス
テップ登録に必要な GDP(Grade Point Average)の条件を満たしていなければならな
い。……（以下， GradCer tLaw履修に関する細かな説明は省略）
3-2-7 法律専門職コース (ProfessionalLegal Studies Courses) 
LLB課程修了後，バリスタとソリスタとして登録を希望する者は法律専門職コース
を履修完了しなければならない。法律専門職コースはつぎのふたつの機関が提供してい
る。
法律専門職機構 (TheInstitute of Professional Legal Studies) 
Website: www.ipls.org.nz Auckland Branch: 09 358 1204 National Administrator: 
04 463 6393 Email : iplsnat@clear.net.nz 
ニュージーランド法律学院 (TheCollege of Law New Zealand) 
Website: www.collaw.ac.nz Telephone: 09 300 3168 Email: enquiries@collaw.ac.nz 
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＊：「学生が LLBあるいは LLB(Hons) コースを修了した場合，彼らはニュージ一
ランドの高等法院のバリスタおよびソリスタとして弁護士会に登録される前に，法
律専門職コースに登録しなければならない。この法律専門職コースはつぎの 2つの
私的団体によって提供されている。すなわち，「法律専門職コース機構」と
「ニュージーランド法律カレッジ」である。この 2つはロースクールからは独立し
た私立の組織である。法律専門職コースは，通常は LLBもしくは LLB(Hons) 
コースを終了した年に履修される。法律専門職コースの志願者は， しばしばこの期
間において法律事務所に雇われているが，通常はコース終了するまで猶予を与えら
れている。そのコースは年 3回開講されているが， 一般に 3カ月で修了することが
できる。このコースは法律技術を基礎とするコースで，ニュージーランドにおいて
このコースをパスすることは，他の国では「弁護士会試験」 ("BarExaminations") 
にパスすることに相当している。そのコースにはつぎのような科目が含まれている。
法律書面作成 (Legaldrafting) ; 遺言 と信託 (Willsand Trusts) ; 不動産譲渡
(Land conveyancing) ; 法廷での書面 (Courtpapers and practice covering)民事
訴訟と刑事訴訟；弁護士業務マネジメント (Practicemanagement) ; 弁論と法曹
倫理 (Advocacyand ethics)」前掲，ムスラキス論文， 262-63頁
3-3 大学院コース (PostgraduateProgrammes) 
オークランド大学はここ数年来，ニュージーランドの大学院での法学教育発展の先頭
に立ってきている。特筆すべきは， LLMでの集中講義担当のために毎年20名近くの著
名な教師を招聘していることである。トップクラスのロースクールに所属し，国際学会
をリードする講師を招聘し，かつ彼／彼女らの学識とオークランド大学自身のスタッフ
の学識とを結びつけることで，ニュージーランド国内でずば抜けているだけでなく，コ
モンロー世界での最良の LLM教育課程とも比し得る陣容とコースを提供することが可
能である。このような融合は， しばしば，世界中から招聘された国際的に著名な法実務
家を講師陣として擁することによってさらに強化されている。したがって，本学の
LLM課程がニュージーランド全土からのみならず海外からも多くの入学者を引きつけ
ていることは驚くにあたらない。
2013年には LLM課程はつぎの 6専門領域にわたる広範なコースを提供している。す
なわち，会社法・商事法，環境法，人権法，国際法，訴訟法と紛争解決，そして公法で
ある。2013年度の開講科目のために招聘した海外の大学機関としては，ケンプリッジ大
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学，オクスフォード大学，シドニィ大学，オスロ大学，そしてロンドン・スクール・オ
ブ・エコノミクスなどが含まれている。 2013年開講の全コースについては
www.la w .auckland.ac.nzにてチェックすることができる。
法学を学ぶスタート時点において， LLBとLLM(フルタイムとパートタイム）の両
方を修了するためのプランをたてることが可能である。その場合には，ふたつの学位が
全体として一貫性あるバランスの良いものとなるように科目を選択することができる。
法学部が現在提供している大学院の課程は， LLM,MLS (Master of Legal Studies) , 
大学院サーティフイケートコース (PostgraduateCertificate in Law), および PhD
(Doctor of Philosophy)である。
3-3-1 大学院サーティフィケートコース
フルタイムの 1セメスターかパートタイムの 2年間コースで修了するコースである。
履修学生の多くは， LLMか MLSのコースの登録条件たる GPAを満たしていない場
合にはそれらのコースヘの通過点として利用している。このコースを B評価 (B
average)で修了した学生は LLMか MLSのコースを引き続いて履修することができ
る。
3-3-2 MML 
この課程は LLB修了者に対してさらに上級レベルの法学教育を提供することを目的
としている。フルタイムで 1年間かもしくは 4年を限度にしたパートタイムでの履修で
修了できる。この課程は通常の教育課程（コースワーク）かリサーチ， もしくは両者の
結合のかたちで履修することができる。
3-3-3 MLS 
この課程は LLBの学位を有していないが職務上法律問題に関係したり，法令を扱っ
ている学生のための課程である。LLM課程の構成と類似している。フルタイムで 1年
間か， 4年を限度にしたパートタイムでの履修で修了することができる。この課程は通
常の教育課程（コースワーク）かリサーチ，もしくは両者の結合のかたちで履修するこ
とができる。
3-3-4 PhD 
フルタイムで 3年から 4年間で修了する。詳しい情報や入学案内書などについては，
大学院コースアドヴァイザーのジアンナ・トニオン (JeannaTonnion) に連絡のこと。
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連絡先は j.tannion@auckland.ac.nzor +64 9 373 7599 Ext 82123 
3 -4 LLB, LLB (Hons)の講義科目の概要
＊：この「コース概要」 (CourseDescription) は，本「法学部ハンドプック』総頁
124頁のうち約 3分の 1を占めている。各科目ごとに，順次，取得できる単位数
(credit points), 開講セメスター，開講時間，コーデイネータ，履修条件，コース
概要，コースの内容，成績評価，参考文献（科目によってはいずれかの項目を欠い
ている場合もある）を， LLBの各ステップの必須科目 (25-34頁）と第 3, 4ス
テップの選択科目 (33-67頁）に分けて記述している。
ただし本抄訳では，本稿のグリンリントン論文との関係で，環境法やマオリに関
する科目，またわが国の法学教育との関係で典味深い科目や事項，方法を扱ってい
たり採用している科目をピックアップして訳出する（履修単位から履修条件までと
成績評価はセミコロン（；）で区切って冒頭で列挙する）。ただし，実定法科目は
原則と省略している。また，「講義の内容」が「講義概要」の記述と重複している
場合は「講義の内容」を，また些事にわたる事項などは省略する場合がある。ス
テップ名と科目名に付した数字は角田が便宜的につけたものである。
3-4 -I LLB第 1ステップの必須科目
(1) 「法と社会」 (Lawand Society) 
15ポイント；第 1, 2セメスター；週 3回の講義+2週間に 1時間のチュートリア
ル；デビット・ウイリアムズ (DavidV Williams)教授；なし； 2時間の学期末試験
(final examination) (プラスイッジ (Plussgae): 学期末試験の点数が中間試験
(mid-semester test) の点数よりも低い場合には，中間試験 (1時間）の点数を100点満
点の20パーセント，学期末試験を80パーセントとして採点する。学期末試験の方が中間
試験よりも高い場合には，学期末試験のみを100点満点として採点する。）
［コース概要］ 本講義は法の性質や機能，起源，そして社会的コンテクストのなかで
の法的な現代的諸問題についての入門講義である。ニュージーランドの法源，制度，そ
して歴史的，社会的な法の機能，等々，ニュージーランドの法と社会に焦点を合わせて
講義する。そして，マオリの法と正義の概念およびニュージーランドの法システムとマ
オリとの関係もあつかう。
［コースの内容］ 本講義はつぎの 5つのテーマに分けられる。
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・統治機構ーーニュージーランドの軟性憲法の起源，権力均衡と立法，行政および司法
の3権の相互関係；
・法の概念ーーネ土会における法へのアプローチの簡単な比較法的パースペクティブ；
•財産権の概念ー一財産権に関する重要な法的構想 (conception) への比較社会的アプ
ローチ；
・法と権利一一犯罪，刑事司法における適正手続，人権および1990年の人権宣言法；
・法，植民地化とワイタンギ条約一ーワイタンギ条約の法的地位に関する解釈の変遷，
条約の定着プロセスおよび憲法上の変更に関する選択肢
(2) 「法学方法論」 (LegalMethod) 
15ポイント；第 2セメスター；週 3回の講義+2週間に 1度のチュートリアル；ス
ティープン・ペンク (StephenPenk) ; 「法と社会」講義で少なくとも C十評価； 2時
間の持ち込み不可 (closedbook)の試験で70もしくは90パーセント；プラスイッジテ
ストで20もしくは 0パーセント； 1000字のエッセー 10パーセント； R Scragg, The 
Principles of Legal Method in New Zealand (2nd ed, 2009), D Webb, K Sanders and P 
Scott, The New Zealand Legal System (5th ed, 2010) 
［コー ス概要］ ニュージーランドにおいて法がどのように定立され，適用されている
のかに関する入門講義一一法的推論と判例拘束理論を含む立法，行政および司法の法定
立機能の概観；制定法解釈と適用の技術を含む制定法に関する基礎；判例法と立法の相
互関係。そして，法的言語と法的文書入門。
3 -4-2 LLB第2ステップの必須科目
＊：第 2ステップの必須科目は刑法，公法，不法行為法，契約法，法律リサーチ 1
(Legal Research 1)である。「法律リサーチ 1」のみポイントなしで第 1セメス
ターに開講されているが，それ以外の基幹科目は週3時間の講義と 8回のチュート
リアル（刑法のみ 6回），通年で30ポイントが配当されている。また，法律研究 1
以外は LLB第 1ステップを修了していないと受講できない。
(1) 「法律リサーチ 1」
0ポイント；第 1セメスター； 2週間に 1度；ステファニー・カー (Stephanie
Carr) ; 100パーセント履修内統合評価； McLay,Geoff, Murray, Christopher and Orpin, 
Jonathon New Zealand Law Style Guide (Thomson Reuters, Wellington, 2009) 
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［コー ス概要］ ニュージーランドにおける法律リサーチの入門講義で法律用語，法律
情報の構成，判例法，立法，第2次的資料および法律リサーチの手順，等々を含んでい
る。印刷物と電子媒体の双方を含む法的資料を実践的に利用することに力点を置いてい
る。
［コースの内容］
・法律情報と法律用語：法律リサーチの初歩 ・判例法：判例集に収録された判例と収
録されていない判例双方からの引用文の解釈を含む ・立法：立法過程，承認，統合的
法律を含む •第 2 次的資料：適切なる情報源の選択と法律雑誌の引用文の解釈を含む
・法律リサーチの手順，参照方法，剥窃と著作権
3 -4-3 LLB第 3ステップの必須科目
＊：土地法 (20ポイント，通年，週 2時間講義＋チュートリアル 8回），エクイティ，
法理学（それぞれ， 15ポイント，第 1' 第2セメスター，週 3時間講義＋チュート
リアル 4回），法律リサーチ 2 (10ポイント，第 1, 2セメスター，週 2時間講義）。
LLB第2ステップの刑法，公法，不法行為法，契約法を修了していないと履修で
きない（法律リサーチ 2の履修に関しては法律リサーチ 1修了も履修条件である）
(1) 土地法 (LandLaw) 
コーデイネータ；デビッド・グリンリントン准教授／キャサリン・サンダース
(Katherine Sanders) ; 成績評価 最終試験80パーセント，必須の中間試験20パーセン
ト（プラスイッジ：エッセー20パーセント，チュートリアル出席• 寄与10パーセント。
チュートリアルのエッセーと75パーセントの出席が必要。）チュートリアルのエッセー
を完成することがコース履修の条件である。；参考文献 主要参考文献として GW
Hinde, N R Campbell and P Twist, Principles of Real Property /.,aw, (2007, LexisNexis, 
Wellington)さらに TBennion, D Brown, R Thomas and E Toomey, New Zealand Land 
Law, 2nd ed, (2009), Brookers, Wellingtonまた，つぎの制定法を購入しておくこと。
Land Transfer Act 1952 (latest reprint), Property Law Act 2007 (latest reprint)およびこ
れら制定法の改正
［コー ス概要］ 本講義ではニュージー ランドの物的財産権に関する法原則を検討する。
主たるトピックとしては：土地に対する「権原」の性質，土地の不動産権と利益，土地
所有者の所有権がおよぶ物理的範囲，登記の効力と権原の絶対性，共同所有権，不動産
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賃借権，フラットとオフィスの所有権の方式，用益権，捺印契約，担保としての土地利
用，マオリの慣習法 (tikangaMaori)の概念と慣習にもとづく権限の主張を含む，マ
オリの土地問題，等々である。
［コースの内容］ 本講義は土地法の歴史的展開と土地の不動産権と利益の概念を含む，
物的財産権と土地の利益の性質の検討からはじめる。またニュージーランド土地法の基
本的原理，たとえば土地に対するコモンローとエクイティ上の利益の比較，土地保有
(tenure) の法理，土地保有者の土地に対する権利がおよぶ物理的範囲，そしてニュー
ジーランドの「権原」の概念，等々も明らかにする。また，「トーレンズ式」権原登記
制度 ("Torrens"system of registration) に若干詳しく立ち入って説明する。講義の主
たる中心は土地に対する諸利益間の衝突を法がどのように処理するかということである。
共同所有は土地の不動産権と利益の取得，行使および処分というコンテクストにおいて
考察する。不動産賃借権とフラットとオフィスの所有権の方式を検討することによって，
土地の不動産権とエクイティ上の利益の概念をより広く明らかにすることができる。地
役権や捺印契約，譲渡抵当などの他人の土地に対する権利や利益についても検討される。
本講義ののなかに「テイカンガ」（慣習）というキー概念を組み込んで，これらの概念
がニュージーランドの土地法とどのように関係しているのか，また植民地化の影響につ
いても明らかにする。さらに，マオリの慣習上の権原の妥当性， TeTure Whenua 
Maori 1993 (1993年マオリ土地法）およびマオリの土地法の領域における近年の立法上
の展開なども検討する。
(2) 法理学 (Jurisprudence)
コーディネータ；ナタリー・コーツ (NatalieCoates) 
［コー ス概要］ 法理学は法の理論，哲学であって，法の論理を説明することを目的と
している。法理学はつぎのような事柄を問題とする；法とは何か？ 法的議論は道徳的
議論と異なるのか？ 法は理性によって強制力を有するのか？ 法の適用における裁判
官の役割は？ 法は中立の立場で適用可能か？ 法はどのように解釈されるべきか？
法的義務の根拠は？ 法の変遷をいかに説明し得るのか？ 等々である。
［コースの内容］ この講義では法と法システムの性質や社会的機能に関する問題を検
討する。論じられるトピックとしては；・分析法理学における主要な学派の比較分析。
自然法理論，法実証主義，法の理想主義とリーガルリアリズムなどを含む ・批判法学
ー一批判法学と批判民族理論 (criticalrace theory)の基礎 ・マオリ法学 (Maori
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Jurisprudence) 
(3) 「法律リサーチ 2」(LegalResearch 2) 
［コー ス概要］ 高度なリサーチの技法とさまざまな法管轄圏における法律情報源に関
する入門
［コースの内容］ ・付随的な法源や立法史，第 2次，第 3次的な立法を含むニュー
ジーランドの立法 ・ニュージーランドの歴史的法源，引用集 (citator), インデクス，
ダイジェストなどを含む判例法 ・リサーチ，リサーチ開始のための法律リサーチの枠
組み • 第2次的資料 ・イギリス，カナダ，アメリカなどの他のコモンローのリサー
チ ・国際法のリサーチ ・ローファームでのリサーチ ・主要な法律関係のデータ
ベースの自己ペースでのオンライン教育
3-4-4 LLB第 3, 4ステップの必須資格
*: LLB第3' 第4ステップの必須資格は法律リサーチ 3もしくは法律実務 (Legal
Practice) を修了していることと，法曹倫理を修了していることのふたつのみであ
る。
(1) 法曹倫理 (LegalEthics) 
10ポイント；第 1, 2セメスター；ロン・パターソン教授 (RonPaterson) ; 第 1ス
テップ科目修了
［コー ス概要］ この15ポイントの講義は法学教育協議会 (CLE) によって課された
必須条件を満たすために設けられている。ニュージーランドの法学部卒業生は，ニュー
ジーランド高等裁判所のバリスタとソリスタに任用されるためには，卒業後の法律職専
門コースに加えて CLEによって認可された法曹倫理コースを修了しなければならない。
LLBにとっては選択科目であるが，法曹資格の取得を目指す学生はこのコースを修了
することが必要である。法曹を志望せずしたがって法曹倫理を受講することを望まない
学生はそれ以外の選択科目を修了しなければならない。外国の法学部卒業生は通常は
ニュージーランドで法曹資格を得る前にこのコースを修了しなければならない。
このコースには， (a)法律専門職の倫理に関する哲学的な基礎と， (b)法律専門職の倫
理の実践的適用について教育すること；および，試験においてはこれら両者に関して試
験されなければならないこと；そして，修了試験問題には少なくとも 1問，法曹倫理の
実践的適用に特化した問題を出題すること，等々を CLEは求めている。
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［コースの内容J(a)さまざまな倫理に関する理論を検討する倫理的分析；倫理的分
析の法実務への適用可能性；専門職の概念と実務家の倫理上，職務上の義務；社会にお
ける法律家の広範な責務，等々を含む法曹倫理と職務上の責務。および， (b)2008年の
弁護士不動産譲渡取扱人法（弁護士：業務と依頼者への対応）ルール (Lawyersand 
Conveyancers Act (Lawyers : Conduct and Client Care) Rules 2008) における，最も重
要ないくつかのルールの検討。主要なトピックとしては，利害の相反（情報障壁
(information barrier/"Chinese walls") を含む），守秘義務のルール，依頼人への義務に
加えて裁判所に対する義務，信義誠実の義務，バリスタの受任義務ルール ('cabrank' 
ルール），検察側弁護人に課された義務，等々である。裁判官の倫理 (judicialethics) 
にかかわる問題も検討される。
3 -4 -5 2013年のLLB第 3, 4ステップの選択科目
*: LLBの第 3, 4ステップの選択科目はつぎのとおり。商事法 (20ポイント；
第 1, 2セメスター；週 4回講義），会社法 (20ポイント；第 1, 2セメス
ター；週4回講義），税法 (20ポイント；第 2セメスター；週4回講義），知的財
産法 (20ポイント；第 2セメスター；週4回講義），不当利得 (20ポイント；第
2セメスター；週4回講義），国際売買・金融 (InternationalSales and Finance) 
(20ポイント；第2セメスター；週4回講義），国際私法 (20ポイント；第 1セメ
スター；週 4回講義），上級・税法 (15ポイント；第 2セメスター；週 3回講義），
商事仲裁 (15ポイント；第 1セメスター；週 3回講義），競争法 (15ポイント；
第 2セメスター；週 3回講義），保険法 (15ポイント；第 2セメスター；週 3回
講義），国際取引 (InternationalTrade) (15ポイント；第 1セメスター；週 3回
講義），法情報学 (Lawand Information Technology) (15ポイント；第 1セメス
ター；週3回講義）， ヨーロッパの商事紛争 (EuropeanCommercial Litigation) 
(15ポイント；第 1セメスター；週 3回講義），イウィ法人のガバナンス (lwi
Corporate Governance:'Iwi'はマオリ語で「部族」を意味する 角田・注） (15 
ポイント；夏季集中 (SummerSchool) ; 火曜日と木曜日の午前 9時から午後 1
時までの講義， 1月10日開始 2月8日終了），保証契約と損失補償 (Guarantees
and Indemnities) (10ポイント；夏季セメスター (SummerSemester) ; 水曜日と
金曜日の午前 9時から12時までの講義， 1月11日開始2月8日終了），人的財産
権 (10ポイント；第 1セメスター；週 2回講義），コーポレート・ファイナンス
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(loポイント；第 2セメスター；週2回講義），資源管理法 (20ポイント；第 1セ
メスター；週4回講義），国際環境法 (15ポイント；第 1セメスター；週 3回講
義），証拠法 (20ポイント；第 1セメスター；週4回講義），家族法 (20ポイン
卜；第 1セメスター；週4回講義），弁論 (15ポイント；第 1セメスター；週4回
講義），民事訴訟 (15ポイント；第 1セメスター；週3回講義），ローマ法 (15ポ
イント；第 1セメスター；週 3回講義），エクイティ上の救済手段 (Equitable
Remedies) (15ポイント；第 2セメスター；週 3回講義），家族財産法 (15ポイ
ント；第 1セメスター；週 3回講義），上級・家族法 (15ポイント；第 2セメス
ター；週 3回講義），医療法 (HealthCare Law) (15ポイント；第 1セメス
ター；週3回講義），少年司法 (10ポイント；第 1セメスター；週2回講義），動
物と法 (Animalsand the Law) (10ポイント；夏季セメスター；月曜日12時から
午後 2時，金曜日12時から午後 3時， 1月7日開始 2月8日終了），法にかかわ
るコミュニティ・プロジェクト (CommunityLaw Project) (IOポイント；第 1'
2セメスター），行政法 (20ポイント；第 1セメスター；週4回講義），国際公法
(20ポイント；第 2セメスター；週4回講義），上級・国際法 (15ポイント；第 2'
セメスター；週 3回講義），条約に関する現代的諸問題 (Contemporary
Tiriti/Treaty Issues) ('tiriti'はマオリ語で「条約」を意味し，ここでは， 1840年
にイギリスの君主（ビクトリア女王）とマオリの族長とのあいだで締結されたワ
イタンギ条約を意味している 角田・注） (15ポイント；第 2セメスター；週 3
回講義），雇用法 (15ポイント；夏季セメスター；月，火，水，木の午後 2時か
ら4時， 1月 7日開始 2月 7日終了），マオリ固有地法 (15ポイント；第 1セメ
スター；週3回講義），権利と自由 (Rightsand Freedom) (15ポイント；第 1セ
メスター；週 3回講義），上級・公法 (15ポイント；第 2セメスター；週 3回講
義），国際人権法 (15ポイント；第 1セメスター；週 3回講義），ヨーロッパ公法
(15ポイント；第 1セメスター；週 3回講義），公的機関の責任 (Public
Authority Liability) (10ポイント；第 2セメスター；週 2回講義），反テロリズ
ムの法と政策 (CounterterrorismLaw and Policy) (10ポイント；第 1セメス
ター；週 2回講義），武力紛争の法 (Lawand Armed Conflict) (10ポイント；第
2セメスター；週 2回講義），上級・雇用法 (10ポイント；第 2セメスター；週
3回講義），研究指導 (SupervisedResearch) (15ポイント，副学部長（教学担
当）の了承の下で，第 1, 2セメスターに履修），試験に代わるリサーチ・ペー
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ノゞ ー (Research Paper in Lieu of an Examination (PIOL))。
先に言及したように，本翻訳では，グリンリントン論文との関係で，環境法に関
する科目や，わが国の法学教育との比較で興味深い科目や事項，方法を扱っていた
り採用している，以下の科目の［講義の概要］と［講義の内容］を訳出する。イ
ウィ法人のガバナンス，資源管理法，国際環境法，ローマ法，動物と法，条約に関
する現代的問題，マオリ固有地法，権利と自由，国際人権法，反テロリズムの法と
政策，研究指導，試験に代わるリサーチ・ペーパー，である。
(1) イウィ法人のガバナンス 担当；ニック・ウエルズ (NickWells) 
［講義の概要］ 講義ではイウィによ って利用されている共通の法的仕組みに焦点を合
わせる。すなわち，なぜそれらの仕組みが選択されたのかということと，法律上，税務
上，また実践的諸問題を検討する。このような問題の検討を通して， トラスト，有限責
任パートナー (1血itedpartnership), チャリティ，課税（マオリ庁 (MaoriAuthorities) を
含む）などにかかわる法の諸側面，またこれらの側面がいかにして全体的仕組みのなか
で相互に関しているか，等々の問題を検討する。
［講義の内容］ 本講義は共通の法的仕組みのそれぞれと，それらの公益性，課税およ
びガバナンスの輪郭に焦点を合わせる。それぞれの仕組みにおいて，イウィのビジネス
に関する現在の具体的事例とトラスト，会社，有限責任パートナーおよび合弁事業を含
むガバナンスの仕組みを検討する。おおよそ講義の半分は法人の問題を論じ（ニ ック・
ウエルズ），残りの時間は公益／課税の側面を論じる（グラメー・オルデイング
(Graeme Olding))。
(2) 資源管理法 担当；ケン・パルマ准教授 (KenPalmer) 
［講義の概要］ 本講義は1991年の資源管理法とその広範なる規制権限，手続きに焦点
を合わせる。持続可能な管理の目的は，ニュージーランドの環境問題，政策および法，
そして環境規制を統制することの歴史的正当化によ って評価される。中央と地方政府の
規制権限および環境との関係でマオリが置かれている地位が検討される。地区計画
(regional and district plans)の下での資源管理の問題，資源合意 (resource
management)の申請および環境裁判所 (EnvironmentCourt)での実務と手続きなど
が扱われる。また，ゲストスピーカーが講義を担当することもある。
［講義の内容］ ・現代ニュージーランドの環境問題，環境政策と法 ・歴史的背景
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• 1991年の資源管理法の構造 ・持続可能な管理の概念と意味 ・中央と地方政府の責
務 ・マオリと資源管理 ・国の沿岸政策に関する声明 ・前浜• 海底，養殖業 ・地
区計画の準備と内容，遺産 (heritage),公共工事 ・資源合意，聴聞手続き，環境裁
判所への提訴 ・強制と有害物質 ・環境保護庁 (EnvironmentalProtection 
Authority)の機能
(3) 国際環境法 担当；クラウス・ボッシェルマン教授 (KlausBosselmann) 
［講義概要］ 本講義は，地球環境保護にかかわる国際法上の概念，原則，慣行，およ
び条約に関する基礎的な事柄を論じる。環境保護は社会的，経済的発展と切り離すこと
ができないゆえに，「持続可能な発展」の観念は政策と法への統合的アプローチを必要
としている。中心となる問題は社会的，経済的発展との関係で環境がいかに中核を担っ
ているのかということであり，それはわれわれ人間の文明の将来を決定づける問題であ
る。
［講義の内容］ 講義の第 1部は一般的問題をカバーしている。すなわち，地球規模の
問題， とりわけ環境問題を取り巻いているさまざまな事実に関するあるいは政治的，倫
理的問題。国家の主権と条約締結権を含む国際公法の歴史と概念。国際環境法の原則と
指導的理念。1992年の地球環境サミット以来の動向とリオで2012年 6月に開催されたリ
オ+20サミット（国連持続可能な開発会議）以降に生じてきている問題。
第2部は気候変動や生物多様性，先住民族，人権そして生成過程にある持続可能な法
とガバナンスの概念を含む国際環境法の特定の領域をカバーしている。
(4) ローマ法 (RomanLaw) 担当；ョルゴス・ムスラキス博士 (GeorgosMousourakis) 
［講義概要］ 古代世界から現代への不滅の遺産としてのローマ法の重要性；ローマ法
の法源と歴史的発展の研究；訴訟法（手続き），債権法（契約と不法行為），家族法と相
続および刑法を含むローマ法の特定分野の研究。
［講義の内容] 6世紀のユスティニアヌスの法典化を通して現代に引き継がれている
ローマ法は現代のヨーロッパ大陸，ラテンアメリカ，アジアおよびその他の地域の多く
の法システムの重要な知的バックグラウンドを形成している。ローマ社会の政治的発展
とローマ法の成長，展開に影響を与えた歴史的な出来事や社会—経済的なファクターを
概観するための全般的な基礎的事項から本講義をはじめる。ついで，ローマ法のさまざ
まな法源を社会的，政治的な背景の下で検討し，また実務においていかにしてその法源
が有効に働くようになったのかを考察する。とくに，ローマ法学の特徴と法発展におけ
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る法律家の役割に焦点を合わせる。そしてさらに，身分と市民権，家族，相続，財産権，
債権債務，訴訟などにかかわるローマ法の主要な特徴を検討する。また，ローマの刑法
の諸側面もこの段階で検討する。さらにまた，ローマ法がどのようにしてヨーロッパ大
陸と他の地域のローマ法体系の基礎を形成したかをも検討する。
この講義を通じてつぎのような課題を遂行することが可能となるであろう。
1. 法が発展してきた特定の状況一ー政治的，社会的，文化的一~と法を関係づける
こと
2. ローマ法の法源として，制定法，元老院の決定，皇帝の発する命令，布告や法律
家の解釈などのそれぞれの重要性の評価
3. ローマ法の法典化の目的，特性と影響の説明
4. 本講義で取り上げたローマ法のルールを正確かつ適切に明らかにし，適用するこ
と
5. 各法とそれらの法に関する研究に対する批判的評価
6. それらの法と学生が接している他の法システムの類似の法との正確かつ適切な比
較対照
(5) 少年司法 (YouthJustice) 担当；アリソン・クレランド (AlisonCleland) , キ
リー・クインス (KhyleeQuince) 
この講義は受講生がニュージーランド (Aotearoa/NewZealand)のユニークな少年
司法システムの探求を可能とすることを目的としている。
* :'Aotearoa'は国名たる「ニュージーランド」のマオリ語表記で，正式国名はこの
2言語併記である。先住民族たるマオリと主として19世紀以降に主にイギリスから
移住してきた白人との両者（のちにはアジア系の人々も）から同国が成り立つこと
を国名としてあらわしている。ニュージーランドの少年司法についての詳細は，前
掲・角田猛之「ジョージ・ムスラキス「ニュージーランドにおける修復的司法会議
ー一理論的基礎と実践的意味」および「ニュージーランドにおける法学教育」；翻
訳と紹介」「関西大学法学論集』第61巻第 2号 (2011・7)の「ニュージーランドに
おける修復的司法会議」参照
［講義概要］ 本講義ではニュージーランドの社会と法が犯罪を犯した少年にどのよう
に対処しているのかを検討する。少年裁判所 (YouthCourt)で用いられている修復的
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司法モデル (restorativejustice model) と「家族グループ会議」 (familygroup conference 
(FGC))の詳細なる検討に入る前に，少年司法に関するさまざまな理論が考察される。
また，学生が少年裁判所スタッフから説明を聞き，そこで用いられている実務を検討す
る機会を設ける。
＊：少年司法に関する本講義では，成績評価の方法として「実習」 (practical
exercise)が取り入れられている。すなわち，「各学生は最終成績評価において実
習成績が20パーセントを占めていなければならない。」
本講義ではニュージーランドのシステムを国連の子どもの権利に関する条約
(United Nations Convention on the Rights of the Child (UNCRC)) を含む，子どもに対
する国際的な責務というコンテクストの下で検討する。その後に，ニュージーランドの
少年司法システムの機能と若干の典味深い問題を検討する。
［講義の内容］ 本講義では 5つのトピックを検討する。
1. 対象たる少年：法的問題を起こす少年とはいかなる少年か。彼もしくは彼女たち
に対して社会はいかに対処すべきか。
2. 少年司法の理論：少年が犯罪を犯した場合さまざまな法的対応の仕方がある。す
なわち；拘禁することができる。その犯罪行為を「ひとつの段階」 ("justa phase") 
とみて，そこから抜け出るようにさせることもできる。また，彼もしくは彼女らが
なしたことを自ら説明するように呼び出すことも可能である。このような多様な対
応のあり方を踏まえて少年司法に関する主要な理論を検討する
3. ニュージーランドの少年司法システム：少年裁判所，そのスタッフ， FGCの機
能
4. 国際的な基準：国際法はニュージーランドにもかかわる少年司法システムの基準
を提示している。これらの基準にどの程度ニュージーランドのシステムが適合する
かを分析する
5. 特別の話題ー一若い女性と犯罪：少女による犯罪へのニュージーランドの対応に
ついて，他の国々での展開を踏まえて説明する。
(6) 「動物と法」 (Animalsand Law) 担当：イアン・ロバートソン (IanRobertson) 
［講義概要］ 人間社会のいかなる場面で動物が見出されるかを考えてみよ。ただちに
明らかになるのは，動物と動物に関係する人間の利害は広範な社会的，環境的，経済的
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な事柄と密接に関係しているということである。動物虐待を伴う出来事にメデイアは大
きな関心を寄せるが，動物法に関連する事項は主要な法規範に関係し，また若干の項目
をあげるならば，疾病の抑制，バイオセキュリティ，研究，農業そして国際取引，等々
に関係している。これが，人間と動物の関係および動物を含む人と人との関係を統制す
るという不可欠の役割を法が有していることの理由のひとつである。
本「動物と法」講義は，動物の利益を促進することのみに焦点を合わせた，限られた
視野の下でおこなわれる講義ではない。それは動物をも包含する法的な問題＿ そこで
は動物は法によって適切に人間との均衡を保たれ，時には優先されねばならない利益を
有する一個の（しかし唯ーではない）ステークホルダーなのである。
［講義の内容］ 過去，現在そして潜在的に将来の動物法を基礎づける基本的原理を
（単に記憶するのではなく）理解するために；歴史的また現在の動物の福祉と法の多様
性にかかわる話題を検討する。定義や概念，原則の明確な理解の下で，多様で相対立し，
しばしば一定しない主観的見解を調整する責任を法が負っているような現代的問題に，
本講義で学んだ事柄を受講生が適用できるようにすることがそのねらいである。
「ソクラテスメソッド」／参加型の「動物と法」講義の方式に加えて，本講義は講義
担当者が有している専門領域にかかわる背景的事実に依拠している。担当者のイワン・
ロバートソンは獣医と法律家という稀な組み合わせによって，国際的に著名な動物法の
専門家になるべくその訓練と経験を結びつけている。イワンは獣医としてそのキャリア
を開始した。また， 一連の動物病院経営に加えて，近年，獣医の経験と知識を生かした
メデイアにかかわる職歴を積んでいる。常時，刊行物のかたちで公表し，またフォック
ステレビ (FoxTelevision)のプレゼンターとして世界の絶滅危機に瀕している動物に
関する報道をおこない，テレビのプレゼンターとして活動している。イワンは世界動物
保健機構 (WorldAnimal Health Organisation (OIE))の外部アドヴァイザーであり ，
国際世界農業保護アドバイザリーボード (InternationalAdvisory Board of Compassion 
in World Farming (CIWF))のメンバー，さらには国際動物法代表
(www.internationallaw.com)である。イワンはまた動物福祉の問題のコンサルタント，
法学講師であり，食の安全，バイオセキュリティおよび動物福祉を含む刑事法にかかわ
る事件を扱うニュージーランド第一次産業省の訴追官でもある。
(7) 「法にかかわるコミュニティ・プロジェクト」 (CommunityLaw Project)担当者：
スランジカ・チタウェラ博士 (SuranjikaTittawella) 
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LLB第 3, 4ステップの学生は大学での単位取得 (10ポイント）のために認定され
たコミュニティ・プロジェクトに参加することができる。それは，監督者による監督下
で少なくとも75時間の労働が必要である。またその労働から報酬を得てはならず，法律
専門家か資格を有するアドヴァイザーの下で，非営利もしくは政府系と認定された団体
での法に関係する分野でなければならない。プロジェクトの最後に，その間に従事した
「法にかかわるコミュニティ・プロジェクト」に基づく 3500字の報告書を提出しなけれ
ばならない。
(8) 「条約に関する現代的問題」 (ContemporaryTiriti/Treaty Issues)担当：ナタ
リー・コーツ (NatalieCoates) 
［講義概要］ この講義ではワイタンギ条約 (TeTiriti o Waitangi/The Treaty of 
Waitangi)がはらんでいる歴史的，現代的な法的問題とその展開に着目しつつ同条約を
検討する。
* : 1840年にニュージーランド北島 (NorthIsland)のワイタンギで，マオリ族とイ
ギリス女王とのあいだで締結された条約で， (1)マオリ族はイギリス臣民となり，
主権が譲渡されること， (2)マオリの土地保有は保障されるが，土地を売却する場
合はイギリス政府に優先的に売却されること， (3)イギリス臣民としての権利が保
障されること，などが明記されている。まず英文で作成されたものをマオリ語に翻
訳した。そしてこの両言語による内容の闘齢が現在に至るまで大きな問題を引き起
こしてきている。現在でもニュージーランドの正式の国名表記と同じく，正式の条
約名はマオリ語，英語の 2言語表記である。本講義名もその 2言語表記に従ってい
る。
この講義は講義とセミナー形式ですすめる。したがって，受講生はディスカッション
に参加し，発言することが求められる。
［講義の内容］ 本講義は受講生に以下の事項を理解させることを目的としている。
• Te Tiriti o Waitangiのテキストを基礎づけるマオリの慣習法 (tikangaMori)の概念
• Treaty /te Tiritiの法的展開 • Treaty of Waitangiの諸原理の展開と TeTiriti o 
Waitangiにとってのその展開の意義 ・ワイタンギ審判所 (WaitangiTribunal) と審
判請求の手続き ・ニュージーランドヘの西洋人の植民とマオリとの交渉のプロセス
・植民地化後の統治機関の形体と構造 ・憲法改革と TeTiriti o Waitangi • 2014年以
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降の条約の役割と将来 ● 条約にかかわる次世代の法律家が求められているもの
(9) マオリ固有地法 (MaoriLand Law) 担当者：ニン・トマス准教授 (NinTomas) 
［講義概要］ この講義はマオリの慣習法とマオリの諸原理が，裁判を通じての自然資
源に対する法的要求を正当化するために現在どのように用いられているのかを受講者に
理解させることを主たる目的としている。また，「土地の人」 (tangatawhenua) として
のマオリのハプー (hapu:準部族）およびイウィ (iwi : 部族）と，各々のテリトリー
内に存在する自然資源との関係に焦点を合わせる。
本講義ではマオリの慣習法と 1991年の資源管理法 (ResourceManagement Act), 
2003年の地方政府法 (LocalGovernment Act)および固定資産税 (rating)算定にかか
わる諸法律をも対象としている。また， 1993年のマオリ固有地法 (MaoriLand Act ; 
Te Ture Whenua Maori Act)へのマオリ慣習法の組み込みや，この法律が今日のマオ
リの土地と土地所有者に与える保護の内容にも言及する。さらにまた，マオリ土地裁判
所の管轄権の拡大一一条約に基づく請求という紛争解決プロセスにおいて当該資源のマ
オリヘの返還から生じる，たとえば委任や代理の問題などへの管轄権一ーについても検
討する。
本講義は受講生のコミ ットメントを重視するセミナー形式で，マオリ慣習法の現代的
問題への適用を検討する。
［講義の内容］ まずは，伝統的なマオリの諸概念と現代の法的議論におけるそれらの
概念の法的原理としての意味から出発する。ついで，制定法を通じたこれらの原理の法
への組み入れや，マオリの慣習法原理と西洋の法的原理の調和を図る際に通常裁判所と
マオリ土地裁判所が用いるアプローチの相違，等々を検討する。そして最後に，マオリ
の土地所有者に対する TeTure Whenua Maori Actによって与えられた保護と責務につ
いて検討する。
ua 「権利と自由」 (Rightsand Freedom) 担当者：ポール・リシュワース教授 (Paul
Rish worth) 
［講義概要］ 本講義はニュージーランドの人権に関する講義である。この講義では，
とくに刑事手続きにかかわる事項（それらは他の講義の主題）ではな(, 1990年の
ニュージーランド権利章典法 (NewZealand Bil of Rights Act) における権利と自由に
焦点をわせる。2013年の「権利と自由」講義では，主として人権に関する論争を通じて
提起されたさまざまな問題と判例を検討する。具体的な問題としては：
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・権利章典法のセクション第8から11における人の生命と安全に対する権利，たとえば
安楽死．中絶，死刑．過酷なもしくは不当な刑罰を科されない権利； • 自由な表現と
思想を規制する法律と実務の文脈（たとえば，わいせつ，ヘイト・スピーチ，秘密保護
法，不見識な見解を抱くことに対する専門職への規制．いじめや制服に関する学校の
ルール，等々にかかわる事柄）でのセクション第13, 14における表現および思想・信条
の自由； ・セクション第13と15における信教の自由と政教分離，たとえば公的行事に
おける祈祷，学校での宗教的事柄そしてまた，宗教上の動機からおこなわれる行為を容
認するための法律に対して例外を認めるべきか否か；信教の自由と反・差別法との相互
関係；家族内および医療行為における信仰；ヘイト・スピーチと宗教上の犯罪； ・同
性婚，ワイタンギ条約から生ずる問題および教育における平等とアファーマティブ・ア
クションを含む，権利章典法と1993年の人権法の下での差別を受けない権利，等々。
［講義のねらい］ 本講義の履修者は実体的な人権に対する理解を深めるとともに，以
下の事柄を習得することができる；
・ニュージーランド権利章典法が機能することでどのようにしてコモンローに影響を与
ぇ．制定法を生み出し．解釈されるのか（セクション第 2, 4, 5, 7) 
・権利章典が適用される人および集団（セクション第3での私的と公的の区別）
・権利侵害に対する基本的救済
・ニュージーランド国内法と国際人権との相互関係
⑪ 国際人権法 (InternationalHuman Rights) 担当：クリス・グレッドヒル (Kris
Gledhil) 
［講義概要］ 本講義はとくに国連の人権委員会とヨーロッパ人権裁判所の判例法に焦
点を合わせて，国際人権法に関する生成途上にある法学について概観する。とくに，中
核となる市民権と政治的権利に焦点を合わせる。そして，国際人権に関する事件がどの
ようにして主要な司法機関に提起されるかについての実践的問題を検討する。
［講義の内容］
• 国際人権に関する諸条約の構造 グローバルとリージョナル；原則を提示する条約
と個別の請求をなすことを可能とする条約；国際法と国内法との相互関係
•主たる実体的な市民権と政治的権利；
生命；拷問からの自由；苦役からの自由；自由 (liberty); 人身保護令状 (Habeas
Corpus) ; 公平な裁判；刑事法の不遡及；プライバシー；思想，良心，信教の自由；
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表現の自由；結社の自由；婚姻と家族生活
•その他の保護されつつある権利
財産権；選挙権；移動の自由；
・権利との関係での被差別の権利；実体的権利そのものとしての差別を受けないこと
集団の権利，自己決定権を含む；国際的裁定；国際的な司法機関による司法管轄の前
提条件（被害要件，国内法上の救済が尽きたこと）；手続き（許容性，メリット）；可
能な救済
⑫ 「反テロリズムの法と政策」 (CounterterrorismLaw and Policy) 担当：ジョン・
イプ (JohnIp) 
［講義概要］ 「反テロリズムの法と政策」は2011年9月11日のテロ攻撃の後に各国で
追加されてきた反テロ対策から生じる法的な諸問題を検討する。本講義ではこの領域の
問題全体を概観するのではなく，ポスト 9・11の反テロリズム立憲主義と人権規範に与
えた影響を描き出すような， 一定の主要なトピックに焦点を合わせている。本講義の狙
いは受講者に反テロリズムに関連する法と法的問題を概観すること，およびさまざまな
国々の反テロリズムの法と政策を批判的に評価することを可能とさせることである。
［講義の内容］ この講義ではつぎの諸問題を検討する；
・危機への対処のさまざまなパラダイム ・法的概念として「テロリズム」を定義す
ることの困難さ ・テロリズムの犯罪化 ・テロリストの嫌疑をかけられている容疑
者の拘留 ・エスニック・プロファイリングや「強制的取り調べ」 ("coercive
interrogation"), 標的とされた特定人物の殺害といった反テロ対策の合法性
⑬ 研究指導 (SupervisedResearch) 
副学部長（教学担当）の承認の下，法学部教員の指導を受けて 1万字のリサーチ・
ペーパーを執筆する。ただし，リサーチ・ペーパーの執筆能力を示した者のみが研究指
導を受けることが認められる。
執筆希望の学生はまずテーマを考えたうえで，研究指導してもらえるか否かをスタッ
フと相談しなければならない。法学部オフィスにて申請書を入手することができる。申
請書を作成して，担当者と副学部長の承認を得るためにオフィスに提出しなければなら
ない。研究指導の承認は各セメスターの第 2週までに得ておかなければならない。
研究指導によるリサーチ・ペーパーは履修登録したセメスターの開講期間の最終週の
金曜日が締切日である。
- 220 - (220) 
デヴィッド・グリンリントンの「進化，適応と創造ーー 変動する泄界での自然資源に対する所有権」論文の翻訳
研究指導によるリサーチ・ペーパーは夏季セメスターには履修することはできない。
研究指導によるリサーチ・ペーパーは， リーガル・リサーチ 3において必要な内部評
価による (internally-assessed) ふたつの小論文 (opinion)のうちのひとつとして算入
することができる。
(14) 「試験に代わるリサーチ・ペーパー」 (ResearchPaper in Lieu of an Examination 
(PILO)) 
承認を受けた学生は LLB規則第 9aの条件を満たす場合にすべての選択科目につい
て試験に代わるリサーチ・ペーパーを提出することができる。リサーチ・ペーパーの執
筆能力を示した者のみが試験に代わるペーパーを執筆することが認められる。研究指導
によるリサーチ・ペーパーは，履修登録したセメスターの講義期間の最終週の金曜日が
締切日で，法学部オフィスに提出しなければならない。．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．． 
試験に代わるリサーチ・ペーパー執筆を選択する学生は，当該科目のすべての講義に
. . .  . . . . . . . . . . . . . ...... . 
出席しなければならない。この出席条件が満たされていない場合には，試験に代わるリ
．．．． 
サーチ・ペーパー執筆許可は取り消される。
試験に代わるリサーチ・ペーパーを執筆した学生は， リーガル・リサーチ 3において
必要なふたつの小論文のうちのひとつとして当該小論文配当のポイントを取得すること
ができる。
10ポイントのリサーチ・ペーパーは 5千字， 15ポイントは 7千500字， 20ポイントは
1万字である。試験に代わるリサーチ・ペーパー申請書は法学部オフィスにある。各セ
メスターの第4週金曜日が，担当者と副学部長による試験に代わるリサーチ・ペーパー
承認の最終日である。LLB(Hons)課程の場合は，学術論文 (dissertation) に相当す
る研究，執筆レベルに達するリサーチが必要である。 LLB(Hons) の学位取得のため
に必要な全条件を満たすためには通常は 9セメスターが必要である。
3-4-6 2013年の LLB(Hons)課程に関する情報とセミナー・ペーパー
LLB (Hons)課程は学術論文レベルの研究，執筆に値する質の高いリサーチに力点
を置いている。LLB(Hons) の学位取得のために必要な全条件を満たすためには，通
常は 9セメスターが必要である。
LLB第 1ステップの「法と社会」，「法学方法論」および第 2ステップの履修条件を
満たした学生は， LLB第2ステップ修了時点において LLB(Hons)課程所属への誘い
の通知を受け取る。結合学位履修学生にとってはそれは通常は 3年時の終了時点である。
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学生には通知の手紙と申請書類が送付されるが，申請書に必要事項を記入し，指定され
た日時内に提出しなければならない。
第2ステップ終了後の通知に応じて LLB(Hons) には所属しないが後に成績が向上
した場合には， 12月初旬に法学部オフィスで入手できる申請書によって LLB(Hons) 
課程に申請することができる。学生の成績が LLB(Hons)登録基準に達しない場合で
も定員に空きがある場合は申請が許可されることもある。
LLB (Hons)課程に登録が認められた場合には第 3ステップの科目の一部として，
20ポイントの LLB(Hons)課程でのセミナー・コースに追加の履修登録をし，第4ス
テップ修了に引き続いて40ポイントの論文の履修登録をおこなう 。LLB(Hons)の学
位を首尾よく取得するためには全課程を通してB+の成績を維持していなければならな
し)0
3 -4 -7 2013年開講の LLB(Hons)課程のセミナー
＊：すべてのセミナーは通年開講で20ポイント，週 2時間である。科目としては
「刑法と刑事政策」，「法制史」，「海事法」，「メデイア法」，「公法研究」，「先住民
族と法の比較研究」，「代理に関する法」の 7科目である。本稿では法制史と「先
住民族と法の比較研究」のみ訳出する。
(1) 法制史 (LegalHistory) 担当：デヴィッド・ウイリアムズ教授 (DavidWilliams) 
［講義概要］ このセミナーではイギリス法史において見出される法源や諸制度の仕組
みを手掛かりにして，ニュージーランドの法システムの起源を探る。このセミナーでは
公法を中心にして法の歴史の主要な問題を論じる。
第 1セメスターでは担当者がセミナーを進めていく 。話題としては；
・コモンローのさまざまな法源 アングロ・サクソンの慣習的権利に関する手続き，
ローマ法，ウエストミンスター法廷，教会法および世俗法廷の法，等々
・司法制度ー一神判，拷問，焼印，絞首・晒，絞首，絞首・八つ裂き，等々の残虐な刑
罰を含む
・魔女を標的としたモラルパニック (moralpanic) 
• 憲法的慣習，市民的自由および「法の支配」の展開，とりわけ今日ニュージーランド
で実現されている立憲的価値の基礎を確立した， 17世紀イングランドの市民革命と国
王殺しが勃発した時代
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• 18世紀のイギリスの商事法における商慣習法の判例およびイギリスとニュージーラン
ドの女性の地位に関する19世紀の立法上の改革
・マオリの慣習法が初めて承認され，後に抑圧され， さらにその後部分的にニュージ一
ランド法に組み込まれた領域
• いかにして「法の支配」が戒厳令によって排除され， 19世紀のニュージーランドでの
戦争の間にさらに裁判にかけることなく人々を拘束したのか
続いて第2セメスターでは学生の報告を中心にすすめる。法の歴史のいずれかの領域
に関して，担当者と話し合いのうえで報告テーマを確定し，後にそのテーマに関する
ペーパーを執筆する。
(2) 「先住民と法の比較研究」 (ComparativeIndigenous People and Law)担当：ニン・
トマス准教授 (NinTomas) 
［講義概要］ このセミナーは比較をベースにした国際的で斬新なセミナーで，世界の
先住民族と法の発展に焦点を合わせる。ビデオ会議で接続したグローバルなクラスの下
で，担当者も受講生も，オーストラリア，カナダ，アメリカおよびニュージーランドか
ら参加している。これら 4か国の専門家が担当する。セミナーでは先住民に大きな影響
を与える土地，水，知的財産，その他の領域に関する憲法上，人権上の発展を検討する。
2時間のビデオ会議を 8回おこなうが，各セッションの前後に 1時間，各国における
ディスカッションの時間を設けている。このコースは国際，国内両レベルでの先住民族
に関する重要な問題を処理する能力を取得することを目的としている。
3-5 刑事学での角田の講義のパワーポイント資料 'Yakuzaor Boryoku-dan : 
Organized Crime in Japan' 
本節ではLLBの選択科目でムスラキス教授が担当する刑事学講義 (Criminology) に
おいて，角田が客員研究員としてオークランド大学法学部に滞在中 (2012年4月3日ー
6月14日）の2012年5月28日, 30日にムスラキス教授の依頼により角田がおこなった特
別講義 'Yakuza or Boryoku-dan : Organized Crime in Japan'のパワーポイント資料を
採録する。
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パワーポイント 5
Yakuza or Boryoku-dan : 
Organized Crime in Japan 
Takeshi Tsunoda 
Professor of Kansai University(Sociology of 
law ,Comparative Theory of legal Cultures, 
Philosophy of law), llD 
Visiting Scholar of Auckland University 
Criminology Course 28,30,May,2012, Northey 
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[l]origin and meaning of the name "yakuza" 
(l)origin of the name'yakuza'(a)'hana-fuda'→ 
・thename is derived from the worst possible 
亨 ina Japanese card game,'Oicho-Kabu', 
similar to Black Jack. 
・winning total of the cards(2or 3) is廷 not21
But; not total number but first figure 
・thesum of 3 cards 8 9 and 3 is 20, 
which is the worst possible score 
・inJapanese 8=hachi or~. 9= kyu or辿，3=坦n
or mi'yakuza'means worthless, waste, 
scum, troublemaker, .
(2)formal name: (b)'kabu-fuda'→ 
・formally{police, official、NHK..), never use 
'yakuza'just'bouroku-dan'{violence 
group)=gang and indirectly'han-sakaiteki-dantai' 
(anti-social group) 
・becauseof long history of yakuza in Japanese 
society 
• for convenience'sake I use the term'yふuza'
．?
???
?
??
、?? ?
? ?
?? ?
?
，
? ?
???
?
?
?
．
?
． ． ?
?
?
?
? ??
?，?
．
．?
?
? ?
? ?
?
? ?
?
? ?
•
. 
??
?
?
?．?
?
． ， ?? ，．
?
ー
? ? ?
?
』?
9
•9
,-
?
?
? ? ??
?
.• 、?
?
?
? ?． ． ?
? ?
，?．?
．?
??
`：
，
ヽ・'
•ー
”
-9
）
．? ?
••• 
• ??
? ? ?， ?
?
，?
．?
[2]yakuza and」apanesesociety 
・origin; from Edo period(l 7-19c) traditionally itinerant gamblers('bakuto'), peddlers('tekiya'), roving 
bandits but some yakuza served local government as assistants of police some popular heroes like 
'Robin Hood' 
・non-secrecy; yakuza membership is not illegal not a secret society like the Italian mafia and Chinese 
Triads yakuza organizations have their office('kumi(group)-jimusyo(office)') al most al cases 
downtown areas at least until enactment of'Anti-bouryokdan Act(1992)'it openly displays their group 
name or emblem at he wooden board on the front door 
cf. atthe Kobe Earthquake(l995) and Tohoku Eardヽquakeand Tsunami(2011) yakuza groups in Kobe and To切0
pro、;ded assistance to the victims more quickly tiヽanthe government brought huge amount of disaster relief 
・origin or birth; lots of yakuza members come from discriminated minority groups , particularly 
'buraku-min'(village people: special villages where descendants of outcast communities of the feudal 
era historically live), Korean and Chinese residents in Japan because of historical reason before World 
War I
for yakuza birth and origin are meaningless 
・source of income; prostitution, loan sharking, extortion, gambling and drug smuggling recent 
decades particularly from the 1990s more involved in shady business(shinogi) 
・traditionallyclose c?nnection with show business, entertainment world, sport(particularly martial art), 
various'matsun'(fest1val) 〗已。~::t:;'...竺
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[3]basic data of yakuza 
(1) numbe『ofyakuza member: White Paper on Crime(Japanese Police紐ency)2009Part 3 Trends in Offenses 
by Special Offenders and Their Treatment; Chapter 2 Offenders Associated witfl Boryokudan (Organized 
Crime Groups) ; Section 1 Trends in Boryokudan Member 
'In 2008、tf1e1iumber of regular members of Boryokudan, etc. decreased by about 8% from 1999 wtヽilethat of 
quasi-members increased by about節tAs of February 16, 2009, 22 groups were designated as des取nated密u~e{0~品岱ルfrr'芯証翌sn。~tr:rl栞需a附芯゜凡＇喘悶霊芯ば温唸盟芯ば悶品?,t!
hagawa-Kai, and the Sum1yoslli-Kai, consisted of approxi¥naf elyぶ:100persons (a decrease of approximately 
200fr叩 thesame date of the previous year), and accounted for nearly 77% of the total of regular Boryokudan 
members.' 
cf. 2 types of mbership: regular member through formal ceremony or procedure of each groups 
re炉latedunder the strict rule quasi-member Issomething like'supporter'and has some conneclion with yal<uza 
cf. In2010 there are approximately80000 members belonging to over 2000 lTOups (al most al ,except for 
desi炉atedboryokudan、arevery smal often cal'ika'(family) oligarchic situation by big thre groups particularly 
Yamaguchi-即mi
(2) In 2010, amOIJg al the indicted cases 47 % accused are yakuza among 2592 new prisoners in 2010、9.6%
are yakuza (large number of new prisoners'crime is non-vakuza crime, ietheft, fraud, drug abuse, trafic 
accident case . Xptisoners total number is around 70000) among l01ig term prisoners (over 2 years includit逗
life imprisonnent) SO% are yakuza amo屯 repeatoffenders 77.2 % are yakuza 
(3)'yakuza crimes : assault, intimidation、blackmail、corporateextorti011, loan sharking, gambling , 
prostitution, human trafficking for sex i1idustry, drug trafficking, gun running、and'minj-l<ainyu-
bouryoku'='violent inte1vention in civil affairs(bussinesses)'/'f;{ousei-taisyou-
bour-yoku('gousei'=administration,'taisyou'=object or target)='violent intervention to public sectors'a1>plying 
the'anti-bouryokudan act'(1992) 
Yamaguchi -gumi : strongest and 
largest yakuza 
Emblem of Yamaguchi-gumi ('yama-
bishi') 
Modified'山'(yama)+ひ（び）し
(diamond) 
'yamabishi'gold budge 
Shinobu Tsukasa(real name: Ken-ich 
Shinoda) (b.1942) sixth'god 
father'('kumi-cho'or'oya-bun') released 
from prison ,April 9, 2011,after serving a 
six-year sentence for firearms possession 
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yakuza organization 
(l)extended'quasi-family'system 
・main pillar :'oya/bun-ko/bun'relation oya= parent, father ko=child'bun'=role , status 
'oya・bun'(yakuzaboss)means the person who has similar status as father→ quasi-family system 
・underoya-bun, he has his children('wakashu'= young member; top wakashu='wakagasira' 
'kasira'=head) and also he has his brothers('kyodai'); elder is'aniki', younger is'sya-tei'. Oyabun is 
almi~hty within the group . Al obey him without hesitation or concern for long term imprisonment or 
even their lives, particularly conflict between yakuza groups('deiri'=fight) 
(2)pyramid and multi-layered structure of yakuza 
Oyabunl 
lineal relatives 
wakagasira 1 
wasyul.2 .x 
anikil,2 .. x
collateral relatives 
syatei 1,2 .. x
(a)poster of yakuza firm→ ,9 
・wakagasira 1 at the same teime sub-yakuza group's oyabun under oyabunl 
wakagasira2 
wakasyul.2 .. x
・For example; Ymaguchi-gumi{around 40000members) Oyabun Shinobu Tsukasa wakagasira Kiyoshi 
Takayama oyabun of'Kodo-kai'in Nagoya which has around 4000members 
Yakuza tradition(l): 
．． irezum, 
•'ire-zumi'=」apanesetraditional yakuza tattoo'ire'(ru)=inject'z(s)mi'= 
(lndian)ink usually can never be erased (cosmetic surgery can erase the 
color but leave scars) 
・The origin of the yakuza tattoo comes from the'Bakuto'= gambler or gang in 
Edo period. They usually tattooed a black ring around the arm for each crime 
they committed. Therefore it was a symbol of criminals. Later it became a 
kind of symbol of strength. It can take over 100 hours to do an entire back 
tattoo. The tattoo was to illustrate that you were unwilling to accommodate 
yourself to society's common rules and norms. → anti-social meaning 
・'Anti-borokudan Act provides that designated bouryokudan should not 
enforce or encourage minoritis to get irezumi, or offer many to them to get 
irezumi .(Art.25) 
・However, the social trend or understanding on a tattoo, is now gradually 
changing particularly among the young generation. They cal it not irezumi 
which is traditional name but'fashion tattoo'. But in Japanese society stil 
almost al people think that irezumi is a symbol of yakuza. At least they think 
that to get irezumi is anti-social behavior. 
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Yakuza tradition(2):yubitsume 
・'yubits(z)ume''yubi'=finger'tsume'ru=cut off : yakuza's traditional 
common penalty or gesture of apology 
・The manner of yubitsume comes originally from the Bakuto's tradition just 
the same as irezumi. If a gambler could not pay back a debt of gambling or 
something like that, he cut off tip of his litle finger, which damaged the hand 
and he could not hold a sword .Even now yubitsume is performed particularly 
as an apology for disobedience to oyabun's order, breach of group's rule, 
making some mistake or wrongdoing. For example, when one yakuza has 
done something that his oyabun dislikes, he takes a sharp item, cuts off a 
finger tip, wraps it in paper and sends it to the oyabun and beg for his 
forgiveness. If it is the second time he cuts off his next litle finger and so on. 
Anti-borokudan Act, Art.20 defines'yubitsume'that'bourokudan member 
cuts off a part or whole of fingers by himself in order to apologize for breach 
of his boryokuda's rule or in compensation for withdrawing from his 
bourykudan.'And furthermore Art.20 provides that'designated 
bouryokudan should not enforce or encourage or support other members to 
perform yubitsume.' 
Anti-bouryokudan Act(1992)(1) outline 
(1) definition of'bourokudan'and'illegal violent activities': 
・Anti-Bouryokuda Act, Art.2 .2defines'boryokudan'as'an association which may encourage the 
members of it collectively or habitually to commit illegal violent activities'. And Art2,1 also 
indicates ,as'illegal violent activities', for example murder, bodily injury, extortion .. gambling, drug, 
guns and human trafficking, loan sharking, ... 
{2)designation as'shitei-bouryokudan'='designated bouryokudan' 
・Art.3 permits a'Local Kouan lin-kai'(local Public Safety Commission)to designate particular 
bouryokudan as'designated bouryokudan'when certain pre-conditions are met. Police can apply Anti・ 
bourokudan Act only to members of these designated bourokudans. Now there are 22 designated 
bouryokudans in Japan. 
・Art.3 furthermore provides three types of pre-conditions to designate 
(a) substantial purpose or function of the association: by the help of the 
association's'iryoku'= authority members can easily make unreasonable profits 
and run unfair businesses. → not'illegal' 
(b) members'criminal record: the rate of criminal record(rate of ex-convicts) among the members of 
the association is clearly much higher than usual non-bouryokudan asociation 
(c)structure: hierarchical structure under the control of the head 
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Anti-bouryokudan Act(1992)(1-2) outline 
(3)'bouryokuteki-youkyu koui'and'chyusi-mei『ei'
・Members of the designated bouryokudan become the object of'chyusi-meirei'(injunctions) by police 
to stop certain'bouryokuteki-youkyu koui'('violent activity of request')as specified in Art.9. 
・Art.9 indicates various activities as'violent activity of request': demanding 1!.!lQ巽 donationsor hush 
money, collecting debts at hi~h interest rates, demanding the押匹竿waiverof an obligation, private 
arrangements for compensation of traffic accidents, requests or improper loans, claims for money or 
goods on a false pretext, and so on. 
(4)Art.9.S provides requi『ingthe'mikajime-ryo'or'youjinbo-dai'as'violent activity of request' 
● 'mikajime-ryo'or'youjinbo-dai'is a special protection money which is paid to the bouryokuda by 
owners, for example, of restaurants, pubs, pachinko-parlor(most popular gamble in Japan), sex-
industry .. inside the bouryokudan's'nawabari'. 
・Art.9.4 defines: (a)'youjinbo'as the person'in charge of resolving or suppressing the trouble between 
or with customers in order to carry on the business smoothly'(bl'nawabari'as a'special area where 
without a proper right particular bouryokudan alleges their own sphere of influence.' 
(S)ln case of'hanpuku'(repetition) of the same'violent activity of request' 
・Chief of the local police can issue'saihatsu-bousi meirei'=an order to prevent recurrence. 
・Ifyakuza never obey the order, police can arrest the yakuza in charge of a breach of the order. 
maximum penalty 1 year imprisonment or fine of lmilion yen 
Anti-bouryokudan Act and New Ordinance: 
Recent Situation 
(l)main revision of Anti-Bouryokudan Act 
Since an enactment in 1992, many times Anti-Bouryokudan Act has been revised, mainly adding new 
provisions to catch up with social, particularly economic new trend. Among them one of the most 
important amendments is to append the provisions on'gyousei-taisyou-bouryoku'='violent intervention 
to public sectors'as Art.9.15-20 in 2008.'Gyousei-taisyou -bouryoku'is a new type of'bouryokuteki-
youkyu koui'('violent activity of request') against public sectors, particularly of construction work. In
corporation with this revision, construction companies also shut out bouryokudan's affiliation 
companies from their construction works. Nowadays it is common that there is a clause in construction 
contract that would void obligations if a contractor was found to have links with the designated 
bouryokudan. 
(2)enactment of the'bourokudan haijyo jyourei'='bouryokudan exclusionary ordinance'in al the 
prefectu『es(47)in Japan in 2011 
New'bouryokudan exclusionary ordinance'criminalize al the behaviors of sharing profits with the 
bouryokudan or paying them off. Therefore, if you pay protection money('youjinbo dai') to the 
bouryokudans、oruse them to facilitate your business affairs, you will be treated as a criminal. You may 
be warned once, your name released to the public, and fined or imprisoned if you persist in doing 
business with them. The price for being linked to the bouryokudan is not only public humiliation and 
possible punishment, but for businesses it can mean a huge loss of revenue, cash flow problems when 
banks refuse to loan money, revocation of licenses, and possible termination of ,for example, rental 
agreements for office space .
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Extra : Tokyo Sky Tree and Bourokudan 
Tokyo Sky Tree: 29, February ,2012, completed(--2008); 22,May,2012,open: 
634 m highest tower al over the world (Auckland Sky Tower 328m, highest 
in southern hemisphere) : total cost of construction 650 billion 
yen(approxmately 10 billion NZ dollars) 
~ _J ill!lf ~ --
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Extra : Tokyo Sky Tree and 
Bourokudan 
The Tokyo Sky Tree, a new tower in Tokyo has become the symbol of the 
crackdown on mob activities in Japan's construction industry. The yakuza has 
been banned from the construction of the 2,080-foot tower, developers say.、'The
mob cannot come here," Toru Hironaka told the New York Times. He is a lawyer 
who leads a legal team retained by the tower's developers to bar crime 
syndicates from the construction project. [Source: Hiroko Tabuchi, New York 
Times, November 18、2010](Jake Adelstein's Blog'October lst:Nationawide in 
Japan anti=Yakuza Laws Go Into Effect: "Do Tell, We Won't Ask") 
Reference site 
(1) Jeffrey Hays,"YAKUZA AND ORGANIZED CRIME IN JAPAN: HISTORY, HONOR, 
PUNCH PERMS, PINKIES AND TATTOOS",2009 
(2)Jeffrey Hays,"Fitying the Yakuza: Laws, Legal Action and Efforts by Police, Local 
Governments and Citizens"、2009
(3)Andrew Rankin," Recent Trends in Organized Crime in Japan: Yakuza vs the 
Police, & Foreign Crime Gangs~ Part 2" 
(4) White Paper on Crime (from 2000 to 2009) 
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4. デヴィッド・グリンリントンの経歴・業績
本資料の最後に， 2013年12月末現在でのグリンリントンの主要な経歴と業績を掲げて
おく 。
4-1経歴
(1) PERSONAL DETAILS 
Name: 
Work Address : 
David Paul Grinlinton 
Faculty of Law 
The University of Auckland 
Private Bag 92-019 
Auckland 
NEW ZEALAND 
Current Position Associate Professor of Law 
Consultant: Property, energy and 
natural resources law, resource 
management law. 
Telephone: 
E-mail: 
Nationality : 
Date of birth : 
+ 64 9 923 7230 
+64 21 072 8701 
d.grinlin ton@auckland.ac.nz 
New Zealand 
5 January 1956 
(2) QUALIFICA TONS 
Academic 
Professional : 
1976 Massey University, BA 
1984 University of Auckland, LLB (Hons) 
1990 University of Western Australia, LLM 
1984 Barrister and Solicitor of the High Court of New Zealand 
(3) ACADEMIC APPOINTMENTS 
1986-87 
1989-95 
1995-2004 
2004-
Senior Tutor, Faculty of Law, the University of Western Australia. 
Lecturer in Law, Faculty of Law, the University of Auckland. 
Senior Lecturer in Law, Faculty of Law, the University of Auckland. 
Associate Professor of Law, Faculty of Law, the University of Auckland. 
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(4) VISITING ACADEMIC POSITIONS 
1996 
1999 
2000 
2004 
Visiting Professor, Faculty of Law, University of Victoria, British 
Columbia, Canada. 
Visiting Professor of Law, Faculty of Law, Aoyama Gakuin 
University, Shibuya Shibuya-ku, Tokyo, Japan. 
Visiting Professor, Faculty of Law, University of Victoria, British 
Columbia, Canada. 
Visiting Professor of Law and JSPS Research Fellow, Faculty of 
Law, Aoyama Gakuin University, Shibuya Shibuya-ku, Tokyo, 
Japan. 
Nov 2008-June 09 Visiting Scholar, Faculty of Law, George Washington University, 
Washington DC, USA. 
Nov 2008-June 09 Visiting Scholar, Centre for Australian and New Zealand Studies, 
Edmund A Walsh School of Foreign Service, Georgetown 
University, Washington DC, USA. 
(5) OTHER EMPLOYMENT 
1984-85 
1985 
1985 
1987 
Solicitor with Rudd Watts & Stone, Solicitors, 20th Floor, Quay 
Towers, Cnr Albert & Customs, Auckland. 
Practitioner tutor (part time) at the University of Auckland School 
of Law (Land Law, Conveyancing, Wills & Trusts, and Contract 
Law). 
Solicitor with Wilson Wright & Co., Solicitors, lA St Vincents 
Ave, Remuera, Auckland. 
Legal Researcher with BP Oil Ltd, Dyce, Aberdeen, Scotland. 
Oct 2006-Apr 2007 Staff Officer -Financial & Legal, NZDF Provincial Reconstruction 
Team, Bamiyan Afghanistan. 
Oct 2010-May 2011 UN Military Liaison Officer -United Nations Integrated Mission 
to Timor-Leste (UNMIT), based in Dili, Timor-Leste. 
(6) ACADEMIC AND SERVICE ROLES (selection) 
1993-94 
1993-94 
1995-97 
1997-2000 
1997-2000 
Sub-Professorial Representative of Law School on University 
Senate 
Member -Postgraduate Degrees Committee 
Arts Faculty Representative of the Faculty of Law 
Sub-Dean and Director of Postgraduate Studies, Faculty of Law 
Chair Postgraduate Committee 
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1997-2000 
1998 
2000-2004 
2000-2004 
2003 
2005-2006 
2009-present 
2009-present 
2010-present 
Member Law School Management Committee 
Co-ordinator of visit by Brazilian Judges to Faculty of Law in 1998 
Member Postgraduate Committee, University of Auckland 
Business and Economics Faculty representative of the Faculty of 
Law 
Organiser of Conference"Taking Torrens into the 21st Century", 
19-21 March 2003, Auckland 
Member Discipline Committee, University of Auckland 
Member Postgraduate Committee, Faculty of Law 
Member University of Auckland UN-HABITAT Steering Group 
Associate Dean (International), Faculty of Law, University of 
Auckland 
(7) PROFESSIONAL ACTIVITIES (selection) 
1994-present 
1996 
1999-2003 
2000 
2000-2006 
2003 
2003 
2004 
2005-present 
General Editor, LexisNexis Resource Management Bulletin 
Initiated (with Dr Kenneth Palmer) the New Zealand Journal of 
Environmental Law (Refereed academic journal) 
Member of NZLS Property and Commercial Law Consultative 
Committee 
Co-presenter NZLS Seminar Series'Commercial Leases' 
Consultant Editor (NZ), Australian Resources and Energy Law 
Journal 
Co-presenter NZLS Seminar Series'Commercial Leases' 
Organiser of Conference"Taking Torrens into the 21st Century", 
19-21 March 2003, Auckland 
Co-organiser of Australasian Real Property Law Teachers 
Conference, Christchurch, 1-4 July 2004 
Member IUCN Commission on Environmental Law, Specialist 
Group on Sustainable Use of Soils And Desertification 
Oct 2006-Apr 2007 Staff Officer Financial, NZDF Provincial Reconstruction Team, 
Bamyan Afghanistan 
2008 
2008 
Co-presenter NZLS Seminar Series'Commercial Leases' 
Consultant to NZ Law Foundation on Land Transfer Act 1952 
review 
June 2008-June 2009 Co-organiser of 2009 NZCEL Conference, "Property Rights and 
Sustainability", Auckland 16-18 April 2009 
2010-present Member NZLS Property Law Section 
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2010-present Member IUCN Commission on Environmental Law, Specialist 
Group on Energy Law and Climate Change 
Oct 2010-May 2011 UN Military Liaison Officer -United Nations Integrated Mission 
to Timor-Leste (UNMIT), based in Dili, Timor-Leste 
4-2 業績
(1) Books/Monographs: 
Hinde, McMorland, Campbell & Grinlinton, Butte, 初 orthsLand Law in New Zealand, 
(1997, Butterworths, Wellington, 1005pp). 
Co-author, Williams et al, Williams on Environmental and Resource Management Law 
in New Zealand, (2nd ed, 1997, Butterworths, Wellington, 694pp). 
Grinlinton & Sanderson, Commercial Leases, (New Zealand Law Society, June 2000, 
105pp). 
Co-author, Adams Land Transfer Act (Loose Leaf) (2001, Butterworths, Wellington). 
Bosselmann & Grinlinton (eds), Environmental Law for a Sustainable Society, (2002, 
NZCEL, Auckland, 200pp). 
Grinlinton (ed), To汀 ensin the Twenty First Century (2003, LexisNexis, Wellington, 
425pp). 
Hinde, McMorland, Campbell & Grinlinton, Land Law in New Zea如叫 (Vol1 2003, 
Vol 2 2004, LexisNexis, Wellington). 
Grinlinton, Holland & Mulholland, Commercial Leases, (New Zealand Law Society, 
October 2003, 107pp). 
Fraser, Grinlinton & Sibbald, Commercial Leases, (New Zealand Law Society, 
April-May 2008, 112pp). 
Grinlinton & Taylor (eds), Prope11;y Rights and Sustainability, (Nijhoff/Brill, 
Netherlands, 2011). 
Grinlinton & Nolan, The Workings of the Property Law Act -4 years on, (New Zealand 
Law Society, April 2012, 103pp). 
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